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Abstract: The purpose of this research is to reveal the mechanism of grassroots

formation of local community and to propose a design strategy that is to promote the

formation and expansion of local community by acting on the mechanism revealed. We

analyze the grassroots formation from the viewpoint of resources mobilization theory

and point out that solidary incentive is a key factor in the spontaneous formation. We

claim that, in order to cause the spontaneous formation, we should act on psychological

factors that trigger the self-reinforcement of solidary incentive and need to integrate

socially isolated people, who cannot be motivated by the solidary incentive, into the

local society. In this thesis, we focus on self-efficacy as a trigger of the self-reinforcement

of solidary incentive and third place as a system which integrates socially isolated people.

For understanding how above ideas work, we adopt a constructive approach, in which

we construct models representing objective phenomena and operate the models using

a simulation.

In order to investigate the effect of solidary incentive and self-efficacy on the forma-

tion of local community, we construct an agent-based model representing local residents

whose decisions are strongly affected by subjective norm, which is one of the sources

of solidary incentive, and self-efficacy worked as self-reward. The model demonstrates

the spontaneous formation of local community and reveals an important role of neutral

attitude people on the formation. Concretely speaking, cultivation of self-efficacy on

the neutral attitude people promotes the spontaneous formation.

Computer experiments of the other agent-based model to find out effective designs

of third place to integrate socially isolated people show that, given a high propor-

tion of individual-oriented people (one of the typical types of socially isolated people),

designing comfortableness arising from physical factors promotes the coexistence of

individual-oriented people and the others. Further, we show that facilitating commu-

nication between different types of visitors of third place increases the mobility of the

visitors and prevents the exclusion of individual-oriented people.

We conclude that solidary incentive, such as subjective norm, drives the grassroots

formation of local community and cultivating self-efficacy on the neutral attitude people

accelerate the formation. Moreover providing comfortableness arising from physical

factors and facilitating communication between the different types of visitors realize

social integration at the third place.

Keyword: solidary incentive, self-efficacy, third place, community design, agent-based

simulation



概要: 地域コミュニティとは，「居住する場所を同じくする人々が，生活を共に
する上でのさまざまな目的や共通利益を達成するために結成する組織や集団」で
ある．地域コミュニティは，行政機能を補完するという役割に留まらず，そこが
信頼や共通価値観を醸成する場となるという点で社会的に重要である．しかし公
共財供給活動である地域コミュニティは原理的に維持が難しく，人口の流動性が
高まる現代においては，旧来の地域コミュニティは衰退しつつある．一方で視点
を変えると，新たに草の根で形成された地域コミュニティも見つけられる．
本論文の目的は，地域コミュニティの草の根形成メカニズムを明らかにし，そ

のメカニズムに働き掛けることによる地域コミュニティの設計方略を提案するこ
とである（1章）．われわれは資源動員論の視点から地域コミュニティの草の根
形成メカニズムを分析し，規範意識が連帯誘因を生み出すことで形成拡大が起こ
るという仮説を立てる．仮説に基づいた分析から，参加の拡大を引き起こすトリ
ガーを見つけ，孤立した者を統合する社会的仕組みを発見することで，設計方略
を提案できるはずだという研究戦略を主張する．参加拡大のトリガーとして本論
文で着目するのが自己報酬として働く自己効力感であり，社会統合の仕組みとし
て着目するのが多様な人々が共存するサードプレイスである（2章）．
まず，エージェントシミュレーションを用いて，規範意識が十分に働いている

集団では，自己効力感の醸成がトリガーとなることでコミュニティ活動への参加
行動の拡大が起こることを示す．さらなる実験から，活動形成を促進するために
は，自己効力感の形成を促す成功体験や失敗体験を中立的態度の者の集団に供給
することが有効であることを示す（3章）．以上の研究は，規範意識が十分に働
く凝集性が高い集団では，地域コミュニティの草の根形成を設計することが可能
であることを示唆する．しかし，人口の流動性が高まる現代では，社会的に孤立
する者達が増加しており，彼らを社会的に統合しなければこのメカニズムは十分
に機能しない．そこで，社会的に孤立しがちな個人志向の人々を，社会に統合す
るサードプレイスの設計方略をエージェントシミュレーションを用いて検討する．
シミュレーションから，居心地の良さを作り出す物理的要因と社会的要因を適切
に設計することで，孤立しがちな個人志向の人々が社会志向の人々と共存できる
サードプレイスを作り出せることを示す．具体的には，居心地の良さを作り出す
物理的要因の提供が共存を促進し，また，二つの志向間のコミュニケーションを
促進することが利用者の流動性を高めて専有を防ぐこと示す（4章）．
以上の結果から本論文は，地域コミュニティの草の根形成を引き起こすトリガー
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として自己効力感の醸成が有効であること，社会的に孤立した者を統合する仕組
みとしてサードプレイスが有効であると結論する（5章）．加えて地域コミュニ
ティの草の根形成を設計する上では，参加の拡大を引き起こすトリガーの設計だ
けでなく，地域社会の統合性を高めるための外部集団の設計と，多様な社会的特
性を持つ人々を集めるための連帯誘因の設計が重要であると主張する（6章）．
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第1章 はじめに

地域コミュニティとは，「居住する場所を同じくする人々が，生活を共にする上
でのさまざまな目的を達成したり共通利益を得るために結成する組織や集団」で
ある．地域コミュニティは，行政機能を補完するという役割に留まらず，そこが
信頼や共通価値観を醸成する場となるという点で社会形成の重要な基盤である．
しかし，地域コミュニティが生み出す利益は公共財としての性格を持つため人々
のタダ乗りを誘発しやすい．それゆえに，人口の流動性が高まり旧来の慣習が失
われつつある現代においては，地域コミュニティの維持は大変困難である．とこ
ろが，旧来の地域コミュニティの維持が困難になる一方で，新たに地域コミュニ
ティが草の根で形成される事例が少なからずある．地域コミュニティの草の根形
成はどのようにして起こるのだろうか．そのメカニズムを明らかにできれば，変
化しつつある現代社会において，地域コミュニティを新たに生み出す設計方略に
ついて有効な知見を得られるに違いない．

われわれの関心は，いかにすれば地域コミュニティを維持・創出できるかにあ
る．本章ではまず，本論文の主題である地域コミュニティの現状や関連する議論
を概観する．そして現状の分析を通して，旧来の地域コミュニティが失われつつ
あることと，人口の流動性の高まりがその一因であることを確認する．さらに，
人口の流動性が高まる中では，旧来の地域コミュニティを維持してきたメカニズ
ムが機能しないことを指摘する．以上の議論を通してわれわれは，地域コミュニ
ティの維持メカニズムではなく，地域コミュニティの草の根形成メカニズムに注
目することを提案する．本論文の目的は，地域コミュニティの草の根形成メカニ
ズムを明らかにし，そのメカニズムに働き掛けることによる設計方略を提案する
ことである．
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1.1 地域コミュニティとは何か
地域コミュニティとは何かを論じる前に，多様かつ曖昧な意味で使われるコミュ

ニティという言葉を整理をすることは有用である．
Hillery (1955) は，研究者間でさえコミュニティという言葉の定義についてほ

とんど合意がとれていないことを指摘し，先行研究の調査を通して,コミュニティ
という言葉の定義を整理した．Hillery はコミュニティという言葉が少なくとも次
の 22種類の意味で使われていると指摘する．

• コミュニティ一般を指す

– 単に社会的相互作用をする一群の人々を指す

∗ 地理空間を共有している人々を指す

1. 地理空間を共有し，かつ，自給自足的に機能している単位

2. 地理空間を共有し，かつ，共同生活をしている人々

3. 地理空間を共有し，かつ，共同生活をし，かつ，血縁関係にあ
る人々

4. 地理空間を共有し，かつ，同類意識を持っている人々

5. 地理空間を共有し，かつ，共通の目的や規範や方法を持ってい
る人々

6. 地理空間を共有し，かつ，一群の社会制度を共有している人々

7. 地理空間を共有し，かつ，要素が持つ性質の和以上の何かし
らの性質が生じている単位

8. 単に地理空間を共有している人々

∗ 何かしらの特徴を共有している人々を指す (ただし地理空間の共有
を必要条件としない)

9. 自給自足的に機能している単位

10. 共同生活をしている人々

11. 同類意識を持っている人々

12. 共通の目的や規範や方法を持っている人々

13. 文化を伝達している単位
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14. 要素が持つ性質の和以上の何かしらの性質が生じている単位 (ただ
し地理空間の共有を必要条件としない)

15. 態度や感情に全体性が生じている単位

16. 上記以外の社会的相互作用で結びついた集団

17. 何かしらの生態学的な関係性を持つ人々の集団を指す

• 田舎のコミュニティのみを指す

– 社会的相互作用をする一群の人々を指す

∗ 地理空間を共有している人々を指す

18. 田舎で，かつ，地理空間を共有し，かつ，自給自足的に機能し
ている単位

19. 田舎で，かつ，地理空間を共有し，かつ，共同生活をしてい
る人々

20. 田舎で，かつ，地理空間を共有し，かつ，同類意識を持ってい
る人々

21. 田舎で，かつ，地理空間を共有し，かつ，共通の目的や規範や
方法を持っている人々

22. 田舎で，かつ，地理空間を共有している人々

本論文は，「居住する場所を同じくする人々が，生活を共にする上でのさまざま
な目的を達成したり共通利益を得るために結成する組織や集団」を地域コミュニ
ティと定義する（Hilleryの整理に従えば定義 5）．地域コミュニティとは例えば，
地域の安全を守ることを目的に住民が組織する集団 1や，地域の健康増進を目的
に住民が組織する集団 2である．地域社会で形成されるさまざまなコミュニティ
を漏れなく捉えるには，単に居住地を同じくする人達の集まり（Hilleryの定義 8）
と，広範囲に定義するのがよいだろう．しかし本論文はそのような広範囲の現象
には目は向けず，その中で特に，共通の目的や規範や方法を持っている人々の集
まりに注目する．その理由は，共通目的や利益を得るために結成される組織や集
団が，地域社会にさまざまあるコミュニティの中でも独特かつ特別な地位を持っ

1例えば，ワシントン D.C.におけるオレンジハットパトロール運動 (AmericanSurvey, 1994)．
2例えば，長野県における保健補導員コミュニティ(今村・園田・金子, 2010)．
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ていると考えるからである．共通目的や利益を得るために結成される組織や集団
は，構成員に多くの努力を要求する．その努力には，時間や労力を投入すること
に留まらず，意見が対立する者と忍耐強く対話することや，相手を説得するため
の自身の価値観や考えをつまびらかに表明するといったことも含まれる．このよ
うな継続的で密なコミュニケーションは相互理解を促進し，人々の間に一体感や
共同体意識，相互信頼を醸成する．こうして醸成された共通価値観や共有された
信念は，さらなる協働や集団行動を誘発する原因となる．以上のように，共通目
的や利益を得るために結成される組織や集団は，地域社会 3でさまざまに立ち現
れるコミュニティの起因もしくは基盤である，この意味で他のコミュニティより
重要である 4．
本論文では，住民間に利益相反がある地域コミュニティは扱わない．利益相反

がある地域コミュニティとは，例えば原発を誘致するための市民活動である．そ
のような市民活動は，住民間で経済的な利害は共有してはいるが，不安や嫌悪感
といった心理的な利害までは共有していないので，活動を推進するかどうかにつ
いて大きな利益相反を持つと言える 5．利益相反がある地域コミュニティは，そ
の性質に由来して活動の維持・拡大が困難である．本論文で利益相反について考
えない理由は，続く 1.3節で論じるように，近年問題となっている地域コミュニ
ティの衰退は，利益相反という性質に由来するのではなくタダ乗りを防ぐ仕組み
が機能しなくなったことに由来すると考えるためである．

3以降では，地域コミュニティという言葉とは区別して地域社会という言葉を使う．混乱を避
けるためにここで定義を明らかにしておく．地域社会とは，ある行政区や市町村といった単位に
住む全ての人々が形成する集団である．地域社会の中で特定の人々が参加することで形成される
のが地域コミュニティである．地域コミュニティが十分に拡大とすると，その構成員は地域社会
の構成員と一致する場合もあるし，地域社会の構成員を超えて拡大する場合もある

4本論文では，基本的には Hilleryの整理に倣ってコミュニティという言葉を用いる．しかし，
なぜ地域活動とは呼ばずに地域コミュニティと呼ぶかについては若干補足しておく必要がある．
共通目的や利益を得るための努力は共通利益を生み出す，加えて，その過程で副産物的に共通価
値観や相互信頼を醸成する．後者は，さらなる協働や集団行動を誘発し，結果として地域社会の
関係性を強化する，すなわちコミュニティの形成を促進する．後者の効果を持つことを強調する
ために，本論ではコミュニティという言葉を用いる．

5他にも，地域に清掃活動を行う団体が二つ以上あるような場合も利益相反があると言える．一
方の団体の活動の拡大は他方の団体の潜在的な構成員を奪うことに繋がるため，地域の衛生とい
う点については共通の利益を持つが，各々の組織の維持・拡大という点では利益が対立するので，
利益相反が生じる．

4



1.2 地域コミュニティの重要性と現状

1.2.1 重要性

地域コミュニティは，次の三つの機能を持つ点で社会的に重要である．それは，
行政サービスでは手が届きにくい生活をする上での様々な問題を解決する機能，
生きる上で必ずしも必要とは言えないが生活の質を高めるために有用な様々な行
事・活動を推進する機能，地域コミュニティでの協働体験を通して住民間に相互
サポート関係や相互信頼，社会的承認の感覚を醸成する機能である．
山内 (2009)は地域コミュニティの機能として，(1)相互扶助機能，(2)地域文

化維持機能，(3)総合利害調整機能，を挙げている 6．総務省コミュニティ研究会
(2007)は地域コミュニティの衰退により生じる問題として，個人や家族単位で解
決できない問題や災害への対応機能が失われること，地域の特色・文化・観光資
源が失われ地域のアイデンティティが失われること，水資源・自然環境・食料生
産能力などの管理能力が失われること，犯罪の発生など治安が悪化すること，を
挙げている．以上の指摘を要約すれば，地域コミュニティは，行政サービスでは
手が届きにくい生活をする上での様々な問題を解決する機能，生きる上で必ずし
も必要とは言えないが生活の質を高めるために有用な様々な行事・活動を推進す
る機能を持つと言える．
近藤 (2013)は，社会的サポートの欠如は，ストレスを介して健康に悪影響を及

ぼすと指摘する．そして，社会的サポートと健康の関係として次の二つの因果的
な経路を挙げている．第一に，人は，自分のことを心配し愛し尊敬し人として価
値ある存在と認められている感覚（情緒的サポート）を失うと，それがストレッ
サーとなって，健康に悪影響が及ぶと言う．第二に，社会的サポートは様々な外
部からのストレスを緩和する機能（手段的サポート）を持つが，それが失われる
ことで緩和機能が喪失し，健康に悪影響が及ぶと言う．古里・佐藤 (2014)は，社
会的サポートがもたらす，孤立感などのストレスを緩和する作用や日常的な支援
が，主観的幸福を増進すると指摘する．これらの指摘は，前段落で述べた機能を，
行政サービスによってではなく，住民間の協働によって実現することの重要性を

6具体的には，(1)冠婚葬祭，福祉等個人や家族のみでは対応できない事案に対処する相互扶助
機能，(2)経済活動でカバーしきれない文化や伝統といったソフト面の管理，継承を行う地域文
化維持機能，(3)まちづくりや防災等地域全体に関わる事案で地域住民の協力が不可欠な課題の
調整を行う総合利害調整機能，である
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浮き彫りにする．すなわち，地域コミュニティにおける協働の体験によって作ら
れる，住民間の相互サポート関係や相互信頼，社会的承認の感覚の重要性である．
地域コミュニティは，そこでの協働体験を通して住民間に相互サポート関係や相
互信頼，社会的承認の感覚を醸成するという，副次的だが重要な機能を持つ．

1.2.2 現状

しかし近年，旧来の地域コミュニティが衰退していることが様々な調査から指
摘されている (総務省コミュニティ研究会, 2007; 山内, 2009; 環境省, 2014)．環境
省 (2014)は，地域コミュニティ衰退の原因として，地域コミュニティの担い手と
なってきた商店街などの自営業者が減少したこと，職場・住居・余暇活動の空間を
分離する都市構造がコミュニティ形成を阻んでいること，人口の流動化がコミュ
ニティ形成を阻んでいることを挙げている．総務省コミュニティ研究会 (2007)は，
加えて，都市では人口流入が引き起こす既存住人との摩擦が，農村では人口流出
が引き起こす過疎化高齢化が，コミュニティ衰退の原因となっていると指摘して
いる．更に，都市での安全に集う場所・遊び場所が減少していることや，スポー
ツ・趣味・特定の関心事といった目的のはっきりした活動を志向する人々の増加
が，間接的に地域コミュニティへの依存や関心を薄めていると指摘している．地
域コミュニティの衰退は，人口移動，産業構造の変化，都市構造の変化，ライフ
スタイルの変化が複合的に作用することで引き起こされていると考えられる．
図 1.1上図は年齢階層別に東京圏への転入数の推移を示している．具体的には，

横軸には年齢階層別に各年を，縦軸には東京圏（東京都，神奈川県，埼玉県，千
葉県）への転入超過数を示している（環境省 (2014)より抜粋）．若者（15歳以上
50歳未満）が地方から東京圏へ移動する傾向は続いており，特に近年は 25歳以
上 50歳未満の転入が増えていることが特徴的である．図 1.1下図は地区別に居住
期間の変化を示している．二つ図の横軸には各地区を，縦軸には居住期間の構成
割合を示している．白抜きは居住期間が 10年以上の者，グレーは出生時からの
者の割合である．下図左は 1970年の，下図右は 2010年の国勢調査の結果である
（国土交通省 (2012)より抜粋）．全国的に出生時からの土地に住み続ける者が減
る一方で，10年以上同じ場所に住む者が増えていることが分かる．地方から都市
へと人口が移動する傾向は続いているし，地方であっても他地域から転居してき
た常住者が増えている．地域コミュニティ衰退の原因の一つである人口の流動性
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注：プラスが転入を、マイナスが転出を示す。
資料：内閣府「選択する未来」委員会報告 参考資料集

図 1.1: 東京圏への人口移動（環境省 (2014)より抜粋）と地区別の居住期間の変
化（国土交通省 (2012)より抜粋）
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私的財
（e.g., 食料，衣服，
自動車，家電など）

クラブ財（準公共財）
（e.g., 友情，入場料が必要な
自然公園・お祭り・映画など）

コモンプール財（準公共財）
（e.g., 森林，牧草地，漁場など）

公共財
（e.g., 国防，公衆衛生，
TV放送，灯台，知識など）

排除容易

消費的

非消費的

排除困難

排除性

競合性

図 1.2: 財の分類

の高まりは，もはや前提として受け入れるしかない状況と言える．

1.3 地域コミュニティの維持と形成
以前は地域コミュニティはどのようにして維持されていたのだろうか．人口が

流動的でなければ，地域コミュニティは自動的に維持されるのだろうか，それと
も維持には何か特別の仕組みが働いていたのだろうか．

1.3.1 公共財供給活動としての地域コミュニティ

地域コミュニティが生み出す利益は公共財としての性格を持つ．公共財とは，利
用を排除することが困難であるか高コストであるという非排除性（non-excludability）
と，消費することで減少しにくいという非競合性（non-rivalry）という，二つの
性質を持つ財のことである．McKean (2000)に従った財の分類を図 1.2に示す．例
えば，住民組織が防犯のために行う見回り活動は，非排除性と非競合性を持つ安
全という財を生み出す 7．

7ここでの非排除性は地域内の住民に対してである．地域外の住民に対しては排除的である．こ
のように，地域コミュニティが生み出す財は，域内住人に対しては非排除的だが域外住人に対し
ては排除的な場合が多い.
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1.3.2 地域コミュニティを維持するメカニズム

公共財供給活動は，活動に参加せずとも利益を得ることが容易なため，メン
バーのタダ乗り (free-ride)を誘発しやすい (Olson, 1965; Hardin, 1968)．タダ乗
りは公共財供給活動を阻害するため，生み出される財が特別な性質を持っている
場合 (Lessig, 2002)や特別な工夫がある場合 (Olson, 1965)を除いて，公共財供給
活動の維持は困難である．財が公共財の供給を促進する特別な性質を持つ場合と
は，財が多くの人に共有されることでその価値を高めるような性質を持っている
場合である．ソフトウェアや音楽，論文に代表される情報財がそのような性質を
持つ．同様に，公共財の供給を促進する特別な工夫がある場合とは，活動へ貢献
したかどうかを条件として益や罰を与える仕組みがある場合である．
Lessig (2002)は，多くの情報財は人々に共有されることで，コミュニケーショ

ンを促進する基盤となったり，新たな知識を創造する基盤となると指摘する．情
報財とは，市場で取引することができる情報である．情報財は，それを完成させ
るために必要な費用（固定費用）は大きいが，完成させた財を再生産する費用（限
界費用）は小さいという特徴を持つ．情報財のように，財が多数の人に共有され
ることでその価値が高まる性質を持っている場合，タダ乗りは公共財供給活動を
阻害するのではなく公共財供給活動を促進する．なぜなら，限界費用が小さいた
めタダ乗りによる損失を許容することができ，かつ，タダ乗りによる財の共有が
財の価値を高めるため，公共財を供給するインセンティブが生じるからである．
Olson (1965)は，公共財供給活動では，活動へ貢献せずとも利益を得られるの

で，コストの支払いが必要な協力よりタダ乗りの方がより多くの利益を得られ
る，そのため，損得計算ができる人間であればタダ乗りを選ぶはずだと指摘する．
これを根拠に彼は，公共財供給活動は，選択的誘因 (selective incentive)や強制
(coercion)がなければ原理的には成立しないと主張する．選択的誘因とは，活動
へ貢献したかどうかを条件として与えられる益や罰である．例えば，取り纏め役
が活動へ貢献した者へ特別の褒賞を贈ることや，参加者が非参加者を公然と非難
することが選択的誘因となる．更にOlsonは，公共財供給活動の維持には十分な
組織規模が必要であるが，規模が大きくなるほど選択的誘因が必要になるはずだ
と指摘する．その理由として第一に，人数が増えるほど一人のタダ乗りが他者に
与える影響（一人がタダ乗りすることで増加するその他の人の一 人あたり負担
量）が減少し，抜け駆けをしても他者に察知されないだろうと思うようになるた

9



め 8，タダ乗りが促進されることを挙げる．第二の理由として，組織の規模が大
きくなるほどコミュニケーションや調整といった組織化のコストが増加するため，
タダ乗りの利益が相対的に高まることを挙げる．
地域コミュニティは，情報財のような性質を持つためというよりは，Olsonが

指摘するような選択的誘因を生み出す仕組みにより維持されていると考えるのが
妥当である．例えば，地域の安全を守ることを目的に住民が行うパトロール活動
は，安全という公共財を生み出す．生み出される安全は，享受する者が増えれば
増えるほどその価値が高まるという性質は持たない．また，パトロール活動には
常に一定量のコストが必要であるため，固定費用に比べて限界費用が小さいとい
うこともない．その他の地域コミュニティが生み出す財も，情報財のような性質
を持つことは考えづらい．地域コミュニティは，Olsonが指摘する選択的誘因を
生み出す仕組み仕組みにより維持されている可能性が高い．

1.3.3 地域コミュニティにおいて選択的誘因を生み出す仕組み

放牧地や漁場などの共有資源を管理するコミュニティを研究する者達は，しば
しば公共財供給活動を維持する上での制度的取り決め (institutional arrangement)

の重要性を指摘してきた（例えばOstrom (1990)）．制度的取り決めとは，集団を
統治するためのプロセスや交渉方法についての取り決めである．Agrawal (2002)

は先行研究を調査して，重要な制度的取り決めとして主に次の 6つが指摘されてい
ると要約している．(i)ルールが単純で理解が容易であること，(ii)ローカルに考案
された利用，運用ルールであること，(iii)ルールへ服従させること（enforcement）
が容易であること，(iv) 段階的な制裁手段があること，(v) 低コストな紛争解決
手段を利用できること，(vi) 監督者や当局者が説明責任を果たすこと．コミュニ
ティに根付いた適切な制度的取り決めが，低コストな強制や紛争解決を実現し，
それが活動の維持に貢献していると言える．
タダ乗りが起こりやすい租税制度を研究する Levi (1988)は，一般にルールに

従うよう全員を強制することはあまりにコストが高くつくと言い，服従のコスト
を低下させる準自発的遵守の重要性を指摘した．彼はルールへ服従させる手段を，
強制（coercion），イデオロギー的遵守（ideological compliance），準自発的遵守

8もしくは一人の貢献が全体に与える影響が微少化して，自分一人の貢献などほとんど意味を
持たないと思うようになるため．
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（quasi-voluntary compliance）という三つに分類している．強制は，ホッブス流
の社会契約 9を実現する方法で，ルールに従わないことを違法として制裁を加え
ることで服従させる．ただし，誰が服従し違反しているかを見つけ出したり監視
するモニタリングに莫大なコストが掛かるため，非効率的で非効果的である．イ
デオロギー的遵守は，イデオロギー的な信念や規範的な信念に基づいた，非合理
的で自発的な遵守である．人々は自身が考える公正や正義と合致するルールは，
自発的に遵守する．そのため統治者はしばしば公正や正義という概念を政策に埋
め込もうとする．準自発的遵守は，強制が促進する “合理的な”イデオロギー的
遵守である．Leviは準自発的遵守について次のように説明する．彼は，多くの人
はルールに従い公共善に貢献したいと思っているが，タダ乗りをする者に出し抜
かれることを怖れてルールに従えないのだと言う．ゆえに多くの人は，強制の直
接的な誘因により服従するのではなく，強制がタダ乗りを抑制する状況を作る効
果で準自発的に遵守をするのだと言う．その根拠として，違法行為をしたとして
も発見されることはないとほとんど確信できる場合でさえ，多くの人は法に従う
ことを挙げている．人々の準自発的遵守行動が，ルールに服従させるために必要
な強制のコストを大幅に引き下げていると彼は指摘する．
政治制度を研究するPutnam (1993)は，ある社会の制度パフォーマンスはその

社会が持つ，信頼，互酬性の規範，水平的なネットワークといった組織特性と関
連しているとして，それら住民間の協働を促進する特性をソーシャルキャピタル
（social capital）と呼んだ．互酬性の規範とは，もし何か便益を与えられたら将来
返礼する義務がある，という規範である．水平的なネットワークとは，近隣住民
やスポーツクラブのメンバーのような，地位や権力が同等の者同士での交流関係
である．Putnamは，水平的なネットワークの存在が互酬性の規範が共有される
ことを促し，共有された規範が市民間の協働で起こりがちなタダ乗りを防ぐと言
う．また，協力行動の成功は人々の間に信頼を生むので，それによりネットワー
クと規範は強化され，協力行動はさらに促進されると言う．
以上の研究は，地域コミュニティも同様に，強制や紛争解決を容易にする制度，

準自発的遵守，互酬性の規範，などが選択的誘因を生み出すことで維持されてき
たことを示唆する．しかし人口の流動性が高まる現代の地域社会では，これらの

9各人がすきずきに利益追求することで生じる不利益（たとえば，紛争，戦争）を回避するた
めに，人々が結ぶ契約．紛争を回避するために双方が自身の権利や利益の一部を放棄することを
約束する．しかしこのような契約は，相手が抜け駆けしないことを確信できなければ成立しない．
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選択的誘因を生み出すメカニズムが十分に機能することは難しいだろう．なぜな
ら，新たな移住者がローカルな取り決めに直ぐさま同意するとは思えないし，見
知らぬ土地の隣人を信頼できるようになるには長い時間が必要となるからである．
同様に，移住先でのネットワーク構築はそれ自体時間がかかるものだし，互酬性
の規範の確立は更に時間がかかるはずだからである 10．しかし人口の流動性の高
まりを抑えることはもはや不可能である．われわれは人口の流動性を前提としつ
つも，地域コミュニティの維持を可能にするメカニズムを見つけ出す必要がある．

1.3.4 地域コミュニティの形成

旧来の地域コミュニティの維持が困難になる一方で，新たに地域コミュニティが
形成される事例が少なからず報告されている．例えば今村・園田・金子 (2010)は，
長野県における保健補導員コミュニティを調査し，わずか数名の保健師により始
めれた保健補導員活動が，およそ 40年をかけて長野県全体に広がるまでの様子
を描き出している．その拡大は，行政が政策などを通して選択的誘因を与えるこ
とで起こったというよりは，住民達の自発的な活動の連鎖の結果として起こった
ものだった．本論文では後者のような，活動自体が何かしらの選択的誘因を生み
出しそれにより起こる活動の拡大を，活動の草の根形成と呼ぶ．類似の概念とし
てボトムアップ形成という言葉があるが，草の根形成はボトムアップ形成は異な
る．活動参加への選択的誘因が，業務命令のような形で組織内で上意下達で与え
られて活動が形成することをトップダウン形成と言う．それに対してボトムアッ
プ形成とは，活動参加への選択的誘因が上意下達 “ではない”形で与えられて活動
が形成することを言う．ボトムアップ形成は活動参加への選択的誘因がどのよう
なプロセスで供給されるか（組織内で上意下達で供給されるか，そうでないか）
に関する概念であり，草の根形成は活動参加への選択的誘因がどこから生じてい
るか（活動内か，それ以外が）に関する概念である 11．

10ゆえに地域コミュニティの衰退は，利益相反というよりタダ乗りを誘因する性質とそれを防
ぐ選択的誘因を生み出す仕組みに関連する考えられる．本論文では，1.1節で述べたように利益
相反の問題は扱わない．その理由は以上の通りである．

11二つの概念の論理的関係を整理する．すべての草の根形成はボトムアップ形成である．しか
し，すべてのボトムアップ形成が草の根形成というわけではない．ボトムアップ形成でありなが
ら草の根形成ではない例は，例えばマスメディアによる扇動が労働運動を作り出す場合である．
そのような活動は，会社組織や労働組合内での命令を通して形成されたわけではないという点で
ボトムアップ形成である．しかし，その選択的誘因（共感や熱狂を生む理念や主張）は活動自身

12



公共財供給のジレンマに直面してなお生じる，地域コミュニティの草の根形成
は，注目すべき現象である．なぜならそのメカニズムを明らかにすることで，変
化しつつある現代においても，新たな地域コミュニティを作り出せる可能性があ
るからである．地域社会を構成する人々の持続性や凝集性が失われ，それにより
伝統的な維持メカニズムが機能しなくなりつつあることは既に指摘した通りであ
る．一方で，そのような状況にあってなお，地域コミュニティの新たな形成は可
能である．本論文では，旧来の地域コミュニティを維持するメカニズムではなく，
新たに地域コミュニティを創出するメカニズムに注目する．旧来の地域コミュニ
ティの維持はもはや無理だとしても，状況や価値観，必要性の変化に応じて新た
に地域コミュニティが創出されるならば，地域社会で表面化しつつある問題の多
くが創造的に解決されるだろう．

1.4 研究目的
本研究の目的は，地域コミュニティが草の根で形成されるメカニズムを明らか

にし，そのメカニズムに働き掛けることによる地域コミュニティの設計方略を提
案することである．

本論文で用いる，“設計方略”という言葉について説明をする．
まず本論文では，地域コミュニティは設計可能なものであるという立場を取る．

その立場を取る根拠は次である．地域コミュニティの草の根形成は，活動自体が
生み出す選択的誘因により起こる．例えば，活動が掲げる理念が強い共感を呼ぶ
ものであったり，組織の雰囲気が強い愛着を感じさせるようなものであると，人々
は活動へ関与すること自体から誘因を得る，このような活動が生み出す誘因は選
択的誘因として働く 12．したがって，地域コミュニティが持つ理念や雰囲気を操
作することで地域コミュニティの草の根形成を促進したり阻害したりする設計が
可能なはずである．
地域コミュニティは設計可能なものであるという立場から，地域コミュニティ

をシステムと捉えて，“設計”と “設計方略”という言葉を次のように定義する．本
論文では，システムをある状態に変化させたりシステムが持つある機能を発揮さ

ではなく外部の何者かによって生み出されている．
12この点についての詳細と理論的根拠は 2.2節で述べる．

13



せることを目的に，システムの変更可能な要素（変数）や入出力の関係（関数）
を操作することを “設計”と呼ぶ．また，その変数や関数を操作する際の方針を “

設計方略”と呼ぶ．例えば地域コミュニティでは，活動の理念は操作可能な要素で
ある 13．活動を主導する人々は，理念をある戦略や思惑に基づいて設定する（設
計）．例えば，人々の共感を引き出す文面にするという方針（設計方略）の下で理
念は作成される．他にも，いかなるタイプの参加者をいかなるタイミングで参加
させるかや，活動内で人々にどういったコミュニケーションをさせるか，といっ
た問題は全てコミュニティの設計方略の問題である．

1.5 研究方法
本論文では研究手法として，エージェント・ベース・モデル（Agent-Baased

Model，以下ABMと略す場合がある）およびシミュレーションを用いる．特に
本論文ではABMとシミュレーションを，地域コミュニティの草の根形成を引き
起こすメカニズムとそのトリガー 14についての洞察を得るため，またそれに基づ
き新たな仮説を構築するために用いる．
Hashimoto, Sato, Nakatsuka and Fujimoto (2008)は，動的で複雑な現象への洞

察を得るためには，ABMとシミュレーションを用いて対象とする現象のモデル
を作り動かし分析する方法（構成論的アプローチ）が有用であると指摘する．社
会経済現象に代表される動的で複雑な現象は，ミクロな行為者の意志決定がマク
ロな社会現象を作り出し，作り出された社会現象がミクロ行為者の意志決定を規
定し，その上でさらに各自の意志決定がなされる...，という循環的な因果関係の
結果として作り出されれる．このような動的で複雑な現象のメカニズムを考察す
るためには，ある時点である変数を切り出し，その変数間の量的関係を分析する
だけでは不十分である．なぜなら，その変数間の関係はシステムの時間発展と共
に変化するものであるからだ．システムの動的な性質を理解するためには，シス
テムの要素と要素の相互関係をABMとしてモデル化し，そのモデルを動かし観
察することを通して，時間発展の中で各要素の関係がどのように変化をしていく

13活動の理念とはその活動が重視する価値観である．
14本論文では，草の根形成が起こるために必要な一連の条件の中で，特に操作することが容易
な条件をトリガーと呼ぶ．ここでの操作の容易さの基準には，論理的な容易さ（例えばその条件
を操作しても副作用的な効果が生じにくい）だけでなく，社会的な容易さ（例えば経済性が高い，
説得が容易）も含む．
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かを分析する必要がある．したがって．地域コミュニティという複雑なシステム
の草の根形成という動的プロセスを理解するためには，Hashimoto et al. (2008)

が提案する構成論的アプローチが有用である．
本研究の研究アプローチをより明確にすることを目的に，続く 1.5.1項でABM

のタイプとシミュレーションの目的を整理し，1.5.2項で社会現象をモデル化する
上でABMを用いるより具体的な根拠を述べる．

1.5.1 ABMのタイプ

Squazzoni (2012)は，ABMのタイプを 5つに分類している．

1. 人工社会（Artificial societies）：シリコン上に再現された社会システム．経
験的，実験的に研究できないこと（例えば社会行動や社会構造の進化）を
その中で探索することを目的として構築されたモデル．社会生活について
のモデルを構成要素としてそれらを統合している．

2. 抽象モデル（Abstract models）：社会現象についての理論モデル．理論の構
築と発展を目的とする，特定の経験的事例を反映するものではない．

3. ミドルレンジモデル（Middle-range models）：説明しようとする経験的事例
のクラスが特定された理論モデル．経験的に知られている矛盾や問題に説
明を与えることを目的とすることが多い．

4. ケースベースモデル（Case-based models）：対象とする事例の時間的・空間
的範囲がより特定されたモデル．そのシステムについての詳細な表現を与
えたり，システムの持つ複雑性を表現することを目的にする．

5. 応用シミュレーション（Applied simulation）：関心のある実システムを必要
な精度で複製したモデル．問題解決のためにそのシステムの機能について
知ることや，得られた知識で計画者や意志決定者を支援することを目的と
する．具体的には，エージェント（それぞれの判断の下で意志決定し行動
する人々）が入っている場合のそのシステムの振る舞いや，意志決定者が
何か決定を下した場合の帰結についての知識を得ようとする．

本論文で扱うABMは，3.のミドルレンジモデルである．本論文では，既存の
仮説に基づきモデルを構築し，その分析からさらなる洞察やより詳細な仮説を得
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ることを目的としてシミュレーションを行う．言い換えれば，具体現象の定量的
な説明や振る舞いの予測のためのツールとしてではなく，理論的な洞察を新たに
引き出す知識創造のためのツールとしてシミュレーションを用いる．

1.5.2 社会現象の持つ創発特性を表現するABM

ミクロ行為者からマクロ社会現象への因果的影響に加えて，マクロ社会現象か
らミクロ行為者への因果的影響（下方因果，downward causation）が存在する場
合には，個別行為者の特性に還元できないシステムレベルでの特性（創発特性）
が生じる．複雑なシステムには，複雑過ぎてミクロに還元できないように見える
だけの認識論的な創発効果（weak emergence）と，実際にミクロに還元できない
存在論的な創発効果（strong emergence）があると言われる．ミクロマクロの循
環的な因果的影響は，存在論的な創発効果を生み出す (Squazzoni, 2012, p.13)．こ
のような，各主体の意思決定と主体間の相互作用によって生み出された社会的帰
結がさらに各主体の意思決定に影響を与えるような循環的な因果的影響はミクロ・
マクロ・ループと呼ばれる (塩沢, 1997)．多くの既存のモデルはミクロ・マクロ・
ループの効果を正しく記述できないので 15，システムが持つ創発特性を表現でき
ない．一方でABMは，ミクロ行為者がマクロ社会現象を作り出すプロセスと同
時に，マクロ社会現象がミクロ行為者の行為を規定するプロセスを表現できる．
そのため，ABMは社会現象の持つ創発特性まで表現することが可能である．
以上の論点は例えば社会学では，ミクロマクロリンク問題に対する批判と，そ

れを乗り越えるための方法という形で議論されてきた．社会科学の理論的関心は，
マクロな社会現象がなぜどのように形成されるのかを説明することにある．この
問題に対してある者達は，「マクロ現象はミクロ行為者の意思決定と相互作用が集
積した結果であるはずなので，マクロ社会現象の形成変化はミクロ行為者と彼ら
の相互作用のレベルから説明できるはずだ」と考え，研究を進めてきた 16．社会

15例えば統計モデルで，マクロ統計量（社会経済的な指標）がどのようなミクロ特徴量（そこ
に住む人々の人口統計学的な特徴）により決定されているかを表現することはできる．またそれ
に加えて，マクロからミクロへの影響を表現することも専門的なテクニック（ベイジアンネット
ワークや共分散構造モデルなど）を用いればできるだろう．しかし，それらのモデルは，あくま
で一時点での影響関係の記述にすぎない．ミクロマクロの循環的な影響関係の効果，すなわちそ
れぞれの変数が相互に影響を与えあい時間変化するプロセスで付随して生じる効果（システムの
創発特性）は，そこでは記述されないしできない．同様の批判は統計モデル以外にも当てはまる．

16方法論的個人主義と呼ばれる研究アプローチ．
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学ではこの視点の下でマクロ現象を説明することをミクロマクロリンク問題と呼
び (Coleman, 1990)，その試みは一定の成果を挙げている．しかしこの視点は，マ
クロからミクロへの因果的な影響を無視しているので，社会現象でしばしば現れ
る存在論的な創発効果を上手く説明できない．この点を批判する者達が，ABM

を用いた社会現象のモデル化を行ってきた．例えば，Macy and Willer (2002)は
行為者を学習する主体としてモデル化して，その上でミクロ行為者とその相互作
用からマクロ現象を説明している．

1.6 意義と効果
近年，地域の問題をコミュニティによって解決する試みが盛んに行われている

（例えば，コミュニティデザインと呼ばれる取り組み (山崎, 2011)）．それらの試
みは，地域コミュニティのあり方を問い直し，従来とは異なるやり方で問題を創
造的に解決しようと挑戦している．しかし，そこで行われてるコミュニティ設計
は，もっぱら経験的なもので理論的な枠組みを欠いていると言わざる得ない．本
論文は，地域コミュニティの形成メカニズムを明らかにしそのメカニズムに働き
掛ける方法を提示することで，コミュニティ設計に対して理論的な枠組みを提供
するという意義がある．理論的枠組みが存在することの実務上での利益は，第一
に見通しがよい思考の枠組みを得られることと，第二に（部分的であれ）仮説検
証的に試行を行い知見を蓄積できることにある．本論文では，人々を合理的行為
主体としてモデル化し，彼らの相互作用の結果から全ての集団レベルの現象を説
明する．合理的行為主体としてモデル化するとは，人間の全ての行動と意志決定
を，利益最大化原理という視点から解釈してモデル化することを言う．このよう
な首尾一貫した視点は，複雑な現象に対して良い見通しを与える．その見通しは
例えば，表面に見える問題の背後にある構造的問題への気づきを与えたり，シス
テムレベルでの問題解決（すなわち構造的問題の解決）への洞察を与えたりする．
理論は仮説を作り出すことを容易にする．仮説に基づいた試行や仮説検証プロセ
スを含む試行は，なぜ成功（あるいはなぜ失敗）したのかについての洞察を与え
てくれる．そうした洞察は，個別の試行から得られた知見を関連付け体系化する
ことに役立つ．
地域コミュニティは日常生活の中で学習が起こる主要な場所の一つであり，地

域コミュニティに蓄積された知識や経験は人々にとっての重要な情報源である
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第2章： 理論的背景と仮説および問い

第1章：はじめに

第5章： 総合議論

第4章： 個人志向と社会志向が共存する
サードプレイスの形成メカニズムの研究

第3章： 規範意識と自己効力感に駆動
されたコミュニティ活動の形成と拡大

第6章： 結論

図 1.3: 論文の構成

(Brookfield, 1984)．関与者の間で不断の相互学習が起こる地域コミュニティは，
知識が生み出され共有される場に他ならない．しかしわれわれは通常，知識を創
造したり共有するために地域コミュニティを形成するのではなく，何か別の目的
や力学に導かれて地域コミュニティを形成する．すなわち，何かしらの目的を達
成するために起こした協働体験やその過程で必要に迫られて起こった学習の副産
物として知識が生み出され共有される．この意味で，協働の基盤が形成され拡大
するメカニズムは，知識の創造共有メカニズムの重要な一角を成す．そのため，
協働の基盤が形成され拡大するメカニズム明らかにしようとする本論文は，知識
科学的に意義がある．

1.7 論文の構成
図 1.3に本論文の構成を示す．
1章では，本論文の主題である地域コミュニティの現状や関連する議論を概観

して，本研究における論点と目的を明らかにした．
2章では，地域コミュニティの草の根形成メカニズムを考察する上での理論的

背景を明らかにし，メカニズムについての仮説と本論文における問いを提起する．
3章では，規範意識と自己効力感に駆動されことで起こると考えられるコミュ

ニティ活動への参加拡大メカニズムを検討する．
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4章では，サードプレイスにおいて，社会的に孤立しがちな個人志向の者を統
合する仕組みを検討する．
5章では以上の研究をまとめ，本論文で提起した問いに回答を与え，さらに地

域コミュニティを設計する上でのポイントを考察する．
6章では，地域コミュニティの草の根形成を設計ためには，参加を拡大するト

リガーの設計，外部組織の設計，誘因の設計，という三つの設計視点が必要であ
るという本論文の結論を述べる．
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第2章 理論的背景と仮説および問い

前章では，人口の流動性の高まりと共に地域コミュニティが崩壊しつつあるこ
とを確認した．そして地域コミュニティ崩壊の原因は，それを維持してきた旧来
のメカニズムが機能しなくなってきたことにあると分析した．われわれは，地域
コミュニティの維持や創出といった問題に取り組むためには，旧来の地域コミュ
ニティの維持メカニズムより，新たな地域コミュニティの草の根形成メカニズム
に注目することが有用であると考える．
そこで本章では，地域コミュニティの草の根形成メカニズムを分析するために

必要な理論的枠組みと概念を整理する．整理した概念を用いて分析をおこない，
地域コミュニティの草の根形成メカニズムの仮説を提案する．そして提案した仮
説に基づき，以降の章で探求する 3つの具体的な問いを提示する．

Keyword: grassroots movement, resources mobilization theory, collective action,

solidary incentive, bandwagon effect

2.1 草の根活動形成を説明する諸理論
草の根活動の形成メカニズム関する注目すべき理論的研究は，ほとんどが社会

学における社会運動研究の中で行われてきた．
McAdam (1982)は社会運動の形成を説明する社会学の理論を，伝統的集合行

動論，資源動員論，政治過程モデル，という三つに分類している．伝統的集合行
動論は，社会構造の変化が人々に心理的な緊張状態を作り出し，それを解消する
ために社会運動が起こると説明する理論である（例えば (Smelser, 1963)）．資源
動員論は，心理的緊張状態に加えて，運動を組織するために必要な資源が存在し
かつそれを動員する手段がある場合にのみ社会運動は起こると説明する理論であ
る（例えば (McCarthy and Zald, 1977)）．政治過程モデルは資源動員論を発展さ
せた理論で，社会経済的な変化により政治的機会へのアクセスが可能になるとそ
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れが資源動員を促進するため社会運動が起こると説明する理論である 1（例えば
(McAdam, 1982)）．政治過程モデルが資源動員論と異なるのは，動員できる資源
や動員手段の有無というよりは，資源動員を容易にしたり困難にしたりする政治
的機会の変化がより本質的だと考えそこから現象を説明しようとする点にある．
大畑 (2010)はそれらに加えて「新しい社会運動」論を紹介している．「新しい社会
運動」論は，社会運動を次のように説明する理論である．すなわち，現代では個
人化が進んだことで様々な場面でコンフリクトが生じそれがアイデンティティの
問題への関心を高め，その関心が運動目的の達成というよりは運動参加経験の共
有や集合的アイデンティティの生成を目的とした社会運動を生み出す，と説明す
る（例えば (Melucci, 1989)）．一方で，社会運動以外に目を向ければ，Lave and

Wenger (1991)が徒弟制組織に代表される実践共同体の形成メカニズムについて
議論している．実践共同体もまたコミュニティの一つである．Laveらは，共同体
に十全に貢献できないにも関わらず共同体に関与することが許される窓口，すな
わち正統的周辺参加の機会が存在することが，新参者に学習機会を提供して十全
な参加者へと変化させると説明する．
資源動員論は，主に社会運動の形成プロセスを説明する理論であるが，地域コ

ミュニティの形成を説明する理論的枠組みとしても最も有望だと考えられる．な
ぜなら，資源動員論は次の３つの特徴を持つからである．

• タダ乗りが起こりやすい状況での組織化を明示的に問題にした理論である，

• 集合行為の形成を説明する一般理論としての性格を持っている，

• 集団レベルで生じる創発特性を正当に評価してそのモデル化を試みている．

続く 2.2節で，資源動員論について詳しく検討をする．資源動員論を選ぶ理由の
詳細については，2.2.2項で論じる．

1例えば，何かしらの要因で運動の背後にある問題や価値観が広く人々に認知されるようにな
る．すると運動の訴えが政府組織に受け入れられるようになる．それは運動が政府の資源にアク
セスできるようになることを意味する（政治的機会の開放）．資源へのアクセスは運動のコストを
低減させるので（例えば，活動の一部が政府により公式制度化され運動コストが低減する），運
動の動員はさらに促進される，といった具合の説明をする．
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2.2 資源動員論

2.2.1 資源動員論とは何か

資源動員論（resources mobilization theory）とは，草の根で組織が形成される
プロセス（特に社会運動の形成プロセス）を資源が動員される過程と捉え，それ
を非合理的で突発的な集団現象の結果というよりは人々の合理的な選択の結果と
して説明しようとする理論である．ここで動員とは，共通の目的を達成するため
にまた集団の利益を守るために，個々の集団メンバーが自分の資源を供出し集め
用いる過程のことである (Oberschall, 1978)．片桐 (1989)によれば，資源動員論
は，Olson (1965)の議論を援用して共通利益が存在するだけでは組織化は起こら
ないと主張する点と，その上で草の根活動では連帯性と外部支援が組織化を駆動
する重要な要因であると主張する点に特徴がある．資源動員論の視角（すなわち
理論の特異性や有用性）や重要概念を理解するためには，断片的に議論を要約す
るよりも議論の歴史を振り返ることが役立つように思われる．そこで，2.2.3項で
資源動員論を巡る議論の小史を論じることにし，その中で合わせて重要概念の整
理をする．

2.2.2 なぜ資源動員論か

本論文で，地域コミュニティの形成メカニズムを説明する枠組みとして，資源
動員論を採用する理由は次の三つである．
第一の理由は資源動員論が，タダ乗りが起こりやすい状況での組織化を明示的

に問題にしていることである．伝統的集合行動論や「新しい社会運動」論，実践
共同体の理論は，タダ乗りの問題を見落としているか，そもそもタダ乗りが起こ
りやすい状況を論じてはいない．そのため，地域コミュニティというタダ乗りが
起こりやすい状況での組織化を説明する枠組みとしては不適当である一方で，タ
ダ乗りが起こりやすい状況での組織化を明示的に問題にする資源動員論や政治過
程モデルは説明枠組みとして有望である．政治過程モデルは資源動員論を発展さ
せたモデルであるが，政治的機会へのアクセスが解放されているかどうかという，
社会運動にとっては本質的だが地域コミュニティにとっては本質的ではない論点
まで含んでいる．そのため資源動員論と比べた場合，政治過程モデルは相対的に
不適当である．
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第二の理由は，資源動員論が集合行為の形成を説明する一般理論としての性格
を持っている点である．ここではOlsonに倣い，タダ乗りが起こりやすい状況で
集団が形成され行動が起こる現象一般を集合行為（collective action）と呼ぶこと
にする．地域コミュニティも社会運動も集合行為の一つである．資源動員論は，
効用，誘因，意思決定メカニズム，生産関数，資源，資源動員の戦略，社会ネッ
トワークといった抽象度が高い概念 2を用いて，いかにしてタダ乗りが起こりや
すい状況で活動への貢献が広がるかを説明しようとする．そのため，重要概念や
ロジックのレベルでは，集合行為一般を説明できる高い説明力がある．また資源
動員論は，人々は自身の利得を最大化するよう行動するだろうという合理的選択
理論を基礎として理論構築が行われているため，理論が単純で明快である 3．こ
の明快さが不適合と思える要素を取捨選択することを容易にし，理論の汎用性を
高めている．以上の特性により，資源動員論を，地域コミュニティ形成を説明す
る説明枠組みとして採用することは適している．
第三の理由は，資源動員論が集団レベルで生じる創発特性の重要性を正当に評

価しそのモデル化を試みている点である．Oberschall (1978)は集合行為を説明す
る上で，組織を個人と見立てたり個人の単純な和と見なして分析することはOlson

が指摘するような論点を見逃す危険があると言う．一方で集合行為を，参加者や
都市の性質から説明をしようとする原子論的分析 (Spilerman, 1970)もあまり説
明力を持っていないと言う．その理由として，集団レベルで生じる創発特性の存
在を指摘している．創発特性とは，集団レベルでは観察されるが個人のレベルに
は（容易には）還元できない効果の総称である．Oberschallは，集合行為の形成
や衰退は動的性質を持つ一つのシステムの中で起こっている現象であると指摘し，
伝播効果，バンドワゴン効果，戦略的相互作用，争点形成，先導者と追従者の関
係といった，システムレベルの性質 4をモデルに含める必要性を主張する．地域
コミュニティの形成においても同様に，そういったシステムレベルの性質が重要
な役割を果たしているように思われる．そのため，システムレベルの性質を説明

2必ずしもこれらの言葉が使われるわけではないが，おおよそ対応する意味の言葉を用いて理
論構築が行われている．

3資源動員論では，個人の水準では合理的に振る舞うはずの人々が，なぜ集団の水準では非合理
に見える現象（すなわち集合行為の形成）を引き起こすのか，という問いの立て方がされる．そ
の問いに対して，ある社会心理的要因が働くからや，ある社会構造に埋め込まれているから，と
回答するのが資源論員論研究の一般的な論理構成である．正確に言えば，この問いの立て方と論
理構成が理論に単純さと明快さを与えている．

4これらは創発特性の一例である．
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する枠組み取り込みながら発展した資源動員論は有用である．

2.2.3 資源動員論の小史

本項では，資源動員論を巡る議論の小史を論ずる．資源動員論は，Smelser (1963)

に代表される伝統的集合行動論への批判を通して成立したと言われるので，そこ
から概観を始めることにする．続く段落ではおおよそ時間の流れに沿って論述を
進め，(1)伝統的集合行動論への批判と資源動員論の成立，(2)資源動員論の視角
（初期の重要論文であるMcCarthy and Zald (1977)，Oberschall (1978)，Fireman

and Gamson (1979)を中心に），(3)資源動員論におけるシステムレベルの性質
の研究（バンドワゴン効果を議論するMarwell and Oliver (1993)を中心に），に
ついて整理する 5．本項の一部（特に (1)の構成）は，塩原 (1989)，片桐 (1995)，
重冨 (2005)を参考にしている．

(1) 伝統的集合行動論への批判と資源動員論の成立

伝統的な集合行動 (collective behavior)論とは，社会構造の変化が人々の間に
心理的な緊張状態（例えば，単なる不満の共有や，ある問題の対処に関する信念
の共有）を作り出し，その緊張状態が人々を社会運動へと動員する，と説明する
理論の総称である．資源動員論は，伝統的集合行動論への批判を通して成立した．
Morris and Herring (1987)は，伝統的集合行動論を，シカゴ学派集合行為論，構
造的集合行為論，大衆社会論，相対的剥奪論，の 4つに分類している．資源動員論
の重要な理論家の一人であるMcCarthy and Zald (1977)は，Gurr (1970)，Turner
and Killian (1972)，Smelser (1963)の批判を通して資源動員論を論じた．そこで，
Gurr (1970)（相対的剥奪論の代表的な理論家），Smelser (1963)（構造的集合行
為論の代表的な理論家），Turner and Killian (1972)（シカゴ学派集合行為論の代
表的な理論家）の主張を確認することから始めることにする．
Gurr (1970)は，相対的剥奪仮説を用いて心理的な緊張状態が作り出されるメ

カニズムを説明している．相対的剥奪とは，人が自ら得る資格があると考えてい
るものと実際に手にしているものとの差によって生じる不満や怒りである．例え
ば，経済成長により人々の充足水準と欲求水準がともに高まっていくが，何らか

5ここで述べる小史は，議論の完全なリストというよりは，本論文で関心がある概念やアイデ
アの紹介を目的とした断片的な小括であることを注意しておく．
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の理由で経済が停滞すると欲求水準が高いままで充足水準が急激に低下する，こ
れにより人々の間に不満が蔓延して社会運動が形成されると説明される（Davies

(1962)の Jカーブ仮説）．Smelser (1963)は，そういった不満の蔓延に加えて，不
満を低減させる主張や可能な手段についての一般化された信念の共有 6が社会運
動の形成を引き起こすと説明する．Turner and Killian (1972)は，公式制度や伝
統的な慣習が適切に機能しなくなる社会的統制が失われた状況では，人々は曖昧
な状況を解釈しようとしてまた意思決定の基準を求めて他者の行動や会話を積極
的に参照すると言う．この傾向により，統制が失われた状況では，社会的相互作
用（主に流言）を通して特定の行動が集団に広まりやすいと言う 7．彼らは，この
メカニズムが引き起こす急激な行動の伝播が社会運動を引き起こすと説明する．
McCarthy and Zald (1977)は，以上の伝統的集合行動論に対して，そういった

不満，一般化された信念，統制喪失が生み出す不安といった心理状態の共有は，
社会運動を引き起こす必要条件ではあるかもしれないが十分条件ではないと批判
した. 加えて，客観的・主観的剥奪，運動現象の発生，運動への参加意志との間
で予想された関係は，多くの実証研究でほとんどあるいは全く支持されなかった
とも指摘している．彼らは，Olson (1965)が指摘する共通の利害を持っていたと
してもそれが直接集合行為に繋がるわけではないという議論を示し，人々の間に
不満や信念が共有されたとしても必ずしも社会運動が起こるわけではないと指摘
する．そして，むしろ社会運動を組織するために必要なさまざまな資源が十分に
あるかや，資源を持つ人々を参加させられるかが活動形成の成否を分けていると
主張した．以上の文脈から，資源や資源動員プロセスに注目して社会運動を分析
する資源動員論アプローチが提唱された．McCarthy and Zald (1977)は，資源動
員論の成立を宣言する記念碑的論文の一つと言われる．

(2) 資源動員論の視角

資源動員論は，資源動員プロセスにおける連帯性と外部支援に特に注目する．
Olson (1965)の議論に従えば，集合行為の形成は活動外からもたらされる選択

的誘因や強制によってのみ可能である．したがって，集合行為の形成が成功する

6その信念はしばしば短絡化され現実を誇張したイデオロギーという形で，流言などを通して
流布する．

7そのようにして広まった行動は他の人々に同調を促す規範のような効果を持つので，彼らは
それを創発規範と呼ぶ．

25



か失敗するかは，活動外から適切な選択的誘因や強制が与えられているかどうか
に依存することになる．この見通しを受け入れるならば，集合行為の形成は外部
誘因の副産物でしかないという立場に立つことになる．これを集合行為形成のバ
イプロダクト説と呼ぶことにしよう．資源動員論への批判の多くは，資源動員論
をこのバイプロダクト説と見立てることで行われてきた．批判する論者達は，「多
くの草の根活動は，選択的誘因や強制をメンバーに与えられるほど十分に組織化
されていなかったり，政府などから支援を取り付けることもほとんど期待できな
いはずである．であるにも関わらずなぜ活動は形成されるのか」，と批判してき
た 8．
この批判に対して資源動員論は，連帯誘因の存在 (Fireman and Gamson, 1979;

Oberschall, 1978)と外部からの資源動員 (McCarthy and Zald, 1977)が活動の形
成を駆動すると主張してきた．資源動員論はまた，連帯誘因や外部資源の動員が
活動形成を駆動するので，それらを機能させる人々の社会ネットワークの構造が
活動形成の成否を決める重要な変数であるはずだと指摘する (Oberschall, 1978)．

連帯誘因 連帯誘因（solidary incentive）とは，人々が集団を形成することに由
来して生じる様々な誘因である．誘因 (incentive)とは，特定の行動を誘発したり
（正の誘因）抑制したりする（負の誘因）様々な刺激である．集合行為は，活動
が最終的に生み出そうとする集合財（物質的な財であったりサービスであったり
社会変革であったりする）以外にも，連帯誘因という形で様々な影響を人々に与
える．本論文では，最終的な集合財からの誘因は連帯誘因に含めないことにして，
それ以外の集団が提供する誘因を連帯誘因と呼ぶことにする 9．連帯誘因は様々
ある．ここでは，(a)共感的誘因，(b)既存関係的誘因，(c)情報的誘因という三
つの分類で整理を試みる．
(a) 連帯感や主義が生み出す誘因を共感的誘因 (sympathetic insentive)と呼

8批判者の多くは，重大な矛盾が生じるので前提が誤っているはずだという形で批判をした．す
なわち彼らは，社会運動の議論ではOlsonの議論を前提とできない，もしくは適用するためには
大幅な修正が必要であると主張する．

9混乱を防ぐために，ここで選択的誘因と連帯誘因の関係についても整理しておく．選択的誘
因とは，「活動へ貢献したかどうかを条件として与えられる益や罰」であった．一方で，連帯誘因
とは，人々が集団を形成することに由来して生じる様々な誘因である．いくつかの連帯誘因は，
集合行為への選択的誘因として働く．それゆえに資源動員論は連帯誘因に注目する．しかし全て
の連帯誘因が集合行為への選択的誘因として働くわけではない．とはいえ以降の議論で注目する
連帯誘因は，集合行為への選択的誘因として働くものばかりである．
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ぶことにする．Fireman and Gamson (1979)は，連帯感の高い集団，すなわち自
分の運命が集団の運命と結び付いていると多くのメンバーが感じている集団では，
個人利益と集団利益の境は曖昧になると言う．彼は，連帯感の高い集団では，人々
は集団目標への裏切りに腹を立て積極的にサンクションを行い，また他者の忠誠
心と献身的行動に感動して集団やその目標により価値を見出すようになると指摘
する．前者の行動は規範的拘束力を生み後者の心理作用は情緒的コミットメント
を生むことで，人々の行動を貢献へと誘引する．またFiremanらは，多くのオー
ガナイザは，生み出そうとしている集合財がどういう意味で正義，権利，公正に
適うのか論じることで，支持を獲得しようとすると指摘する．こうした主義への
訴えかけは，義憤を引き起こしたり，貢献することでの道徳的満足感，貢献しな
いことでの罪悪感を生み出すことで，人々を貢献へと誘引する．さらにMelucci

(1989)は，現代の社会運動では，活動が生み出そうとする集合財というよりは，
活動参加を通して得られる肯定的アイデンティティや相互承認という経験が人々
の参加を誘引していると指摘している．
(b) 背後にある日常の関係性が生み出す誘引を既存関係的誘因 (existing rela-

tional insentive)と呼ぶことにする．Oberschall (1978)は，既存の関係性が確
立している所では，人々は既存の関係性から得ている利益，例えば社会的なつき
あいや社会的な支えを守ろうとしてまたはそれを失うことを怖れて活動に参加す
ると指摘する．また，既存の組織やリーダーシップの存在は，それを利用してタ
ダ乗りをした者を見分けたり集団規範（その集団で支配的な価値判断や行動様式）
に同調するよう圧力をかけることを可能にする．そのため，より遠くまでより早
く動員をかけることをが出来るようになると指摘する．つまり，背後にある日常
の関係性は，そこで生じるしがらみ的な利害を介して，また集団規範への同調圧
力を介して，集団目標への協力を促進する．
(c) 集団内での情報交換に関連して生み出される誘引を情報的誘因 (informa-

tional insentive)と呼ぶことにする．Fireman and Gamson (1979)は，他者が
貢献するかどうかはしばしば集合行為が成功するかどうかを測る重要な指標にな
るので，人々は各々の貢献を伝え合うと言う．そして他のメンバーが自らの役割
を果たすと予想できないとき，人々は参加する動機を失い，逆のバンドワゴン効
果が起こると指摘する．さらに，あるタイプの行為者は，集団の連帯性の高さ，
共通利益を実現する機会に恵まれているかや利益が脅かされているか，資源の豊
富な行為者が動員されているか，といった情報に基づき参加の意志決定をしてい
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図 2.1: 成員のカテゴリ（McCarthy and Zald (1977)に基づき作成）

ると指摘する．またWalsh and Warland (1983)は，スリーマイル島原発事故に
関する住民組織の動員過程を調査し，タダ乗りをした者のおよそ 1/3が熟慮の上
で関与しなかったのではなく，単に活動の存在を知らなかっただけだったと明ら
かにしている．このように集団内での情報交換，具体的には，他者の貢献に関す
る情報交換や単に活動についての情報提供や勧誘の有無は，活動への参加や不参
加を誘引する．

外部資源の動員 McCarthy and Zald (1977)は，社会運動はしばしば，集合財へ
の利害を持つ受益者ではなく，まったく関係が無い非受益者を支持基盤としてい
ることを指摘した．彼らは，共感的誘因や既存関係的誘因といった連帯誘因を介
して動員された非受益者が，運動のコストを埋め合わせることで活動の形成に重
要な役割を果たす場合があると指摘する．さらに，外部資源の動員を可能にする
要因として，連帯誘因に加えて，活動の組織構造についても注目している．すな
わち，無給の活動家だけでなくパートタイムの活動家や有給のフルタイム職員と
いう役割があることが，参加者の持つ資源量に応じた役割を提供したり役割の重
さに応じて選択的誘因を提供することを可能にし，様々な者の関与を容易にする
と言う．

成員カテゴリ McCarthy and Zald (1977)は，コミットメントの強さ，動員可能
な資源の量，受益者か非受益者かという三つの軸で，社会運動の成員を分類した
（図 2.1）．構成員とは，組織のために資源を提供する個人や組織である．支持者
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とは，運動の目標をよいと思う個人や組織である．反対者とは，社会運動活動の
非支持者である．傍観者とは，非支持者ではあるが単に社会運動活動を見ている
だけの者である．構成員は更に次の三つに分けられる．専従幹部とは，組織の意
思決定に関与する者で，給料を受け取りフルタイムで働き，組織のために多くの
時間を提供する．専従スタッフとは，意思決定には関与しないがフルタイムで働
く者である．一般活動家とは，組織のために時折時間を提供するパートタイムの
人々である．また，大衆とは，限定された資源をコントロールできる個人や集団
である（最小限の資源とは自身の時間と労働である）．エリートとは，多くの資
源量をコントロールできる個人や集団である．McCarthyらは，潜在的受益者の
動員だけでなく，非受益者である良心的構成員（conscience constituent）や良心
的支持者（conscience adherent）を動員できるかが，しばしば活動の成否の鍵に
なると指摘した．

異質性 活動の指導者は，動員を始める動機としての選択的誘因を持つ場合が多い
(Frohlich, Oppenheimer and Young, 1971)．また，学生や大学教員といった自身の
スケジュールに大きな裁量を持つ人々は，良心的構成員となりやすい (McCarthy

and Zald, 1977)．さらに，求められる投入資源量が同じであったとしても，収入
や自由になる時間が多い人はそうでない人々と比べて求められるコストを割安と
感じるはずである (Fireman and Gamson, 1979)．このように，個別に選択的誘因
を持つ者が存在したり資源を多く持つ者が存在したりすること，すなわち人々の
異質性が動員を容易にする．

ネットワーク構造 Oberschall (1978)は，Tilly (1978)の整理を引用して，集団
構造はカテゴリ性 (catness)とネットワーク性 (netness)という二つの性質で特徴
づけられると言う．カテゴリ性は，集団内で共有されたアイデンティティの強さ
および共通の性質をもつ人々の社会的境界の明確さである．ネットワーク性は，
集団メンバ相互を結ぶ個人的紐帯の密度である．集団の連帯性はカテゴリ性と関
連すると言い，カテゴリ性の高い集団ほど資源の動員は容易であると指摘してい
る．

以降の研究は，基本的にはこれら初期のアイデアを精緻化したり実証的にテス
トする形で発展した．
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(3) 資源動員論におけるシステムレベルの性質の研究

Marwell and Oliver (1993)は，初期の協力者が後続の者への協力の誘因を生
み出すネットワーク外部性の効果に注目して，バンドワゴン効果により動員の自
己強化的拡大が起こることを示した．バンドワゴン効果とは，多数が同じ選択を
選んでいるという事実が後続への何かしらの誘因を生み出す効果のことであり，
それは後続の同調的行動という現象を引き起こす．具体的には彼らは，公共財の
生産関数がさまざまな場合について検討し，特別な仕組みがなくとも，十分な規
模の初期グループが存在するだけでバンドワゴン効果が生じ，それにより動員が
自己拡大することを示した．ここから，草の根活動形成の成否は，十分な規模の
初期グループを形成できるかどうかにかかっていると主張する．また動員という
現象には，動員が拡大するかしないかを決める閾値（具体的には初期グループの
規模）が存在すること，すなわちクリティカルマスが存在することを指摘する．
彼らは，動員できる時間や労力を多く持つモチベーションの高い人々が存在する
はずで，彼らの連合により初期グループは形成されると言う 10．さらにCentola

(2013)は，ネットワーク構造（クラスタ性，スモールワールド性）や同質性の程
度が，バンドワゴン効果が生じ始める閾値を変化させることを示している．近年
の研究は，動員可能な資源の量に関わらず，バンドワゴン効果などのシステム特
性によっても動員が促進されることを指摘している．

2.2.4 動員の構図

以上の議論を踏まえれば，草の根活動一般における動員の構図を図 2.2のよう
に描くことができる．ネットワーク資源とは，既存関係的誘因や情報的誘因といっ
た連帯誘因が機能するために必要な既存の社会関係である．ここでの動員とは，
ネットワーク資源と連帯誘因を利用して，傍観者や反対者を支持者に変えること，
また支持者を構成員に変え，構成員の関与を維持することである．図 2.2では，専
門幹部などの意思決定を行う構成員を指導者，意思決定には関わらないが資源提
供をする専門スタッフや一般活動家といった構成員を活動家として図示している．
動員の拡大を引き起こすメカニズムについてもここで整理をしておこう．メカ

ニズムは大きくは三つ提示されている．Oberschall (1978)は，連帯誘因が動員の

10すなわち，初期グループ形成の問題は，資源分布の不均一性さえ仮定できれば解決されると
言う．
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図 2.2: 動員の構図

拡大を引き起こすと説明する．Marwell and Oliver (1993)は，バンドワゴン効果
により動員の拡大が起こると説明する．Elster (1989)は加えて，異なる参加基準
を持つ人々が混在していることが動員の拡大を引き起こすと説明する．彼は活動
への参加動機を，日常的カント主義者，利己主義者，エリート主義者，功利主義
者，大衆主義者，公正規範主義者という五つに分け，それぞれの参加動機を持つ
人々が段階的に参加をすることで動員が拡大すると説明する．ここで，日常的カ
ント主義者とは常に参加する者である．利己主義者とは常に参加しない者である．
エリート主義者とはあまり他人が参加していないときに参加しようとする者であ
る．功利主義者とは自分が参加すれば集団全体の利得が上がると信じられるとき
のみ参加する者である．大衆主義者とは多くの人が参加したら参加しようとする
者である．公正規範主義者とは参加者がある人数を超えたら参加しようとする者
である．Elsterは，次のようなプロセスで動員が拡大する可能性を指摘している．
すなわち，まず日常的カント主義者が参加をし，すぐ後にエリート主義者が参加
する．この時，集団の利得が単調増加していれば功利主義者が参加を始める．功
利主義者の参加により人数が増えると，エリート主義者が抜ける代わりに大衆主
義者が参加を始める．エリート主義者が抜けたとしても十分な人数が確保されて
いれば，公正規範主義者が参加を始める．これらの，選択的誘因（連帯誘因の効
果），システム特性（バンドワゴン効果），集団特性（異質性な行為者が混在す
ることによる効果）が動員の拡大を引き起こすと考えられている．
続く節では，以上の動員の枠組み（図 2.2）に基づき，地域コミュニティの草

の根形成メカニズムを考察する．
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2.3 地域コミュニティの自発的形成メカニズム
本節では，資源動員論に関する検討を踏まえて，地域コミュニティの草の根形

成メカニズムを考察する．以降では，草の根で活動が形成される様を自発的形成
と呼ぶことにする．

2.3.1 自発的形成に関連する要因

連帯誘因として働く規範意識

地域コミュニティで最も強く働く連帯誘因は，間違いなく既存関係的誘因であ
る．なぜなら，地理空間上の近さで結びついた人々は，近隣同士で多かれ少なか
れ交流を持つので，そこでのつきあいや助け合いがしがらみ的な利害を不可避的
に生じさせるからだ 11．利害の程度は，同じ場所に住む期間が長ければ長いほど
大きくなるだろう．また，地域では挨拶や雑談する関係という形でネットワーク
が広範に広がっているので，相互監視や評判を介したサンクションが機能しやす
く，それも既存関係的誘因を強化する．一方で，共感的誘因や情報的誘因はあま
り強く働かないはずである．共感的誘因が強く働かないと考えられる理由は，第
一に，地域コミュニティの活動目的は主義に訴えかけるような物というよりは共
助的な物であるので，共感的誘因を生み出しづらいからである．第二に，地域社
会はあるアイデンティティを共有することで結びついた集団でもなければ下位集
団の境界も明確ではないので 12，集団のカテゴリー性が低く，ゆえに共感的誘因
が生じにくいからである．同様に情報的誘因も特別な働きをするとは考えづらい．
なぜなら，地域コミュニティの潜在的受益者も含めた受益者集団の規模はそれほ
ど大きくないはずで，情報交換をするまでもなく人々はそこで行われている活動
の実態が見えているはずだからである．情報交換をしたことで人々の行動が変わ
ることは考えづらい．
さまざま存在するであろう既存関係的誘因の中で，地域コミュニティで特に強

力に働くと思われる誘因が規範意識である．地域コミュニティにおいて，規範意
識が活動へ参加する際の主要な動機の一つであることが指摘されてきた (Clark,

11本稿では，地域コミュニティを地理空間上の近さで結びついた集団として特徴付けている（1.1

節）．
12同様に本稿では，地域コミュニティを共通の社会的特性で結びついた集団を複数内包してい
る集団として特徴付けている（1.1節）．
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2007; 今村他, 2010)．ここで規範意識 (subjective norm)とは，所属する集団の
支配的な価値判断や行動様式についての認識である．人々は，集団からの逸脱を
怖れて（それにより周囲からの支持を失ったり罰せられることを恐れて），規範
意識に基づいた自発的同調行動を行うことが知られている (Deutsch and Gerard,

1955)．規範意識は，集団の規範を正確に写し取ったものというよりは，彼にとっ
ての重要な個人や集団（準拠集団）の行動を参照する (Merton, 1949)ことで形成
される主観的な認識である．地域コミュニティでは，連帯誘因としての規範意識
が動員の拡大を駆動している可能性が高い．

バンドワゴン効果

規範意識に基づいた同調的な参加行動は，参加者数が増えれば増えるほど強化
されるのでバンドワゴン効果が生じる．一方で規範意識は，参加する者が少ない
場合には，参加 “しない”ことへの同調行動を引き起こす．そのため，場合によっ
ては逆のバンドワゴン効果が生じる．

初期グループを形成する者達

地域コミュニティにおいて，初期グループを形成する候補となる者達は豊富に
存在する．例えば，行政関係者，政治家，研究者，非営利団体の代表，地元名士，
といった者達は，彼らが外部に持つ選択的誘因（例えば，仕事上の使命であった
り，政治上の利益であったりするもの）に動機づけられて活動を組織し動員しよ
うとする．また，退職者や主婦，自営業者といった者達は，自由にできる時間や
労働力といった資源を豊富に持つために，最初期に動員される候補となる．実際
の地域コミュニティでも，しばしば彼らが活動を主導している．

動員可能な外部資源

地域コミュニティにおいて，動員可能な外部資源は多くない．なぜなら，共通
利益を持つ者達以外に訴えかけること，具体的には主義に訴えかけるような共感
的誘因を生み出すことが困難であるからだ．可能性としては，例えば職場での部
下を参加させるといった既存関係的誘因を用いた動員はありえる．しかし，この
ような形での動員が一時的なものではなく継続的なものになることは考えにくい．
地域コミュニティにおいて，受益者以外を動員できることは稀である．
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ネットワーク資源

傍観者／反対者
支持者

活動家

指導者
連帯
誘因

(1) 外部に選択的誘因を
持つ人々や，余剰資源を
持つ人々が，初期グループ
を形成する．

(3) 参加者の増加は
バンドワゴン効果を
生み，傍観者や反対者
をも動員し始める．

(2) 初期グループ周辺
の支持者が，規範意識
により活動家へと
変えられる．

図 2.3: 地域コミュニティの自発的形成メカニズム

2.3.2 自発的形成メカニズム

図 2.3は，以上の議論を踏まえた，地域コミュニティの自発的形成メカニズム
の仮説である．それは次のようなメカニズムである

1. まず，外部に選択的誘因を持つ人々や多くの資源を動員できる人々が初期
グループを形成する（最もコストが高くつく，最初期の指導者や活動家と
いった役割を引き受ける）．

2. 初期グループの活動は，彼らの友人知人，特に具体的な貢献をしないまで
も活動に支持的な態度の人々の規範意識を刺激して，彼らを活動家へと変
える．こうして，既存のネットワークを辿って参加が拡大し始める．

3. 増加した参加者数はバンドワゴン効果により連帯誘因を強化し始める．そ
の効果により，活動に対して傍観的な態度を取る者，反対の立場の者も順
次巻き込まれ，活動はさらに拡大していく．

以上の地域コミュニティの自発的形成メカニズムは，論理的にも経験的にももっ
ともらしく思える．つまり，十分にネットワーク資源が存在する場合については，
地域コミュニティの自発的形成はこの枠組みで十分説明できるように思われる．
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2.3.3 一般的な普及メカニズムとの相違点

地域コミュニティの草の根形成は，社会的相互作用を介して集団内で参加行動
が広がる現象と捉えられる．新たな行動やアイデアが集団内で普及するメカニズ
ムについては，多くの理論的，実証的研究がなされている (Rogers, 2003)．われ
われが提案する地域コミュニティの自発的形成メカニズムが，一般的な普及メカ
ニズムと比べてどのような点で同じでどのような点で異なるのかを整理すること
は，本研究の独自性を明らかにする上で有益である．そこで，一般的な普及メカ
ニズムについて概説し，その上で地域コミュニティの自発的形成メカニズムに特
有の性質について述べる．
新たな行動やアイデアの普及は，時間を独立変数に，新しい行動やアイデアの

集団内での普及率を従属変数に取った場合，線形増加で進むのではなく S字型の
非線形な形で進むことが経験的に知られている (Rogers, 2003)．この初期段階で
は緩やかに普及が進むがある時点を境に急速に普及速度が早くなる現象は，理論
的には閾値分布の効果もしくはネットワーク外部性の効果として説明されてきた．
S字型の普及プロセスを説明する広く知られた二つの理論的説明を概説する．

閾値モデル

Granovetter (1978)は，その人が新たな行動やアイデアを採用するかどうかは，
彼の周囲の人々がどれだけその行動やアイデアを採用しているかに依存すると指
摘した．なぜなら多くの人は，周囲の人々がどれだけ採用しているかを基準とし
て，新しい行動やアイデアを採用するかしないかを判断しているからだと彼は言
う．Granovetter は，人は，周囲の何人が採用すれば自分も採用するという閾値
を持っており，その閾値は個人によって異なると言う，またその閾値の分布はお
およそ正規分布に従うと言う．以上の仮定に基づき彼は普及の閾値モデルを提案
した.

閾値モデルに従えば，新しい行動やアイデアの普及は，次のようなドミノ倒し
式のプロセスとして説明される．まず，集団内にわずかに存在する閾値がほぼゼ
ロの革新的な人 （々正規分布の左裾の人々）が，新しい行動やアイデアを採用をす
る．続いて，閾値がゼロでないにしてもかなり低い少数の人々が，そのわずかな採
用行動に触発されて採用をする．こうしてもはやわずかとは言えない規模の人々
が採用をすると，閾値が中程度の集団の多数派（正規部分の最頻値付近の人々)）
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も採用をしだす．集団のほとんどが採用をした時点で，閾値がかなり高い少数派
（正規分布の右裾の人々）も採用をし始める．
閾値モデルは，普及が自発的に拡大する理由を説明する．また普及プロセスが

S字型を描く理由を，閾値の分布が正規分布であることから上手く説明する．さら
に閾値モデルは，普及の自発的拡大が起こるために必要な最小限の初期採用者数
が存在する（つまりクリティカルマスが存在する）ことを示唆する．また最小限
の初期採用者として何人が必要かは，閾値分布の形状に依存することを示唆する．

ネットワーク外部性モデル

電話や Eメールは，利用者の数が増えれば増えるほど，それを利用すること
の効用が高まる．なぜなら利用者が増えれば増えるほど，誰とでもコミュニケー
ションができるようになり，利便性が高まるからだ．このような，ある者の財や
サービスの利用が，他の者にとってのその財やサービズの価値に影響を与える効
果を，ネットワーク外部性と呼ぶ．Mahler and Rogers (1999)は，電話やEメー
ル，インターネットといった新しい技術を採用する行動が普及する過程を，ネッ
トワーク外部性から説明した．
ネットワーク外部性の効果によって普及が起こるロジックは単純である．少数

しか新しい行動やアイデアを採用していない状態では，ネットワーク外部性の効
果が小さいため多くの人々の利用に訴求できない（利便性が低いため大多数は利
用しようと思わない）．しかし一度採用が増加しだすと，ネットワー ク外部性の
効果も同様に増加するため，採用する人が増えれば増えるほど多くの人の利用を
呼び込むという流れができる（利便性が高まるので過去には利用しよ うと思わ
なかった人も利用するようになる）．ネットワーク外部性モデルも，普及が自発
的に拡大する理由を上手く説明する．また普及プロセスが線形ではなく非線形な
増加を示す理由を説明する．

地域コミュニティの自発的形成メカニズム

規範意識が選択的誘因を供給することで起こる地域コミュニティの自発的形成
は，普及のネットワーク外部性モデルに近い．規範意識が供給する選択的誘因は，
活動へ参加する者が増えれば増えるほど大きくなる．その効果により，活動への
参加に否定的な者も順次巻き込まれていく．しかし規範意識は，参加者が少ない
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孤立者

支持者／傍観者／反対者

移住者　e.g., 旧来の住民

指導者／活動家

ネットワーク資源

図 2.4: 問題状況

場合には “逆方向の” 選択的誘因を供給するという効果を持っており，この点が
ネットワーク外部性モデルとは異なる．2.3.1項で言及したように，地域コミュニ
ティの自発的形成の場合には，参加する者が少ない場合には参加 “しない”こと
への同調行動が起こる．この逆のバンドワゴン効果は，活動が拡大するか消滅す
るかを左右するクリティカルマス（普及の自発的拡大が起こるために必要な最小
限の初期採用者数）を生み出す．またクリティカルマス以下では参加を妨げる力
が働くため，少数の初期参加者から活動を拡大させることは，ネットワーク外部
性モデルの場合よりも困難である．

2.3.4 解くべき問題状況

図 2.4は，本論文が検討しなければならない問題状況である．1章の現状分析
で明らかになったのは，既存のネットワーク資源に埋め込まれていない人々，具
体的には移住者に代表される社会的に孤立した者達が増加していることである．
したがってわれわれは，資源動員論が想定してきた全ての人々の間で連帯誘因が
十分に働く場合についてではなく，連帯誘因が “働かない人もいる”場合につい
て考える必要がある．ネットワーク資源に埋め込まれた者をどう動員するかに加
えて，孤立者の動員方法も検討しなければならない．
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2.4 問い
本論文の目的は，地域コミュニティの自発的形成メカニズムを明らかにし，そ

のメカニズムに働き掛けることによる地域コミュニティの設計方略を提案するこ
とである．以上の目的を達成するためにわれわれは次の三つの問いに答える．
まず，

問 1 提示した地域コミュニティの自発的形成メカニズムは確かか，

についてその論理的な妥当性を確認する．既に指摘したように，規範意識に駆動
されて起こる動員は，逆のバンドワゴン効果が生じる可能性がある．そのため，
場合によっては動員が阻害される．例えばこの逆のバンドワゴン効果のように見
落としているシステム効果が他にもあり，それが作用することで実は活動の形成
拡大は起きないという可能性も僅かではあるが残っている．われわれは設計に役
立てられる枠組みが欲しいので，仮説の論理的な妥当性を十分に吟味する必要が
ある．
次に，

問 2 動員の拡大を引き起こすトリガーは何か，

を明らかにする．図 2.3で示した地域コミュニティの自発的形成メカニズムの下
で，活動形成の成否を分ける明らかに重要な変数は，初期グループの規模である．
不十分な規模の初期グループは，逆のバンドワゴン効果を生み出す．すなわち規
範意識が，参加の拡大ではなく，初期グループ活動家の離脱を促進してしまう．そ
のため初期グループの規模が十分でなければ，活動形成は失敗することになるだ
ろう．しかし，十分な規模の初期グループを組織することは，それ自体大変困難
なことに思える．初期グループの規模に代わる動員の拡大を引き起こすトリガー
を明らかにできれば，そこに働き掛けることによる地域コミュニティの設計が可
能となるだろう．
さらに，

問 3 移住者のような社会的に孤立した者を統合する仕組みは何か，

を明らかにする．孤立した者を既存の関係に統合する方法が明らかになれば，連
帯誘因が働かない人々が多数いる場合について，提案する地域コミュニティの自
発的形成メカニズムは十分機能することになるだろう．
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孤立者

支持者／傍観者／反対者

指導者／活動家

問1) 形成メカニズムの妥当性の確認
→第３章

問2) 動員を拡大する
トリガーの研究
→第３章

問3) 孤立した人々を
統合する仕組みの研究
→第４章

移住者　e.g., 旧来の住民

図 2.5: 本論文における三つの問い

一連の問いに答えることで，地域コミュニティの自発的形成メカニズムを明ら
かにし，人口の流動性が高まる中であっても，そのメカニズムに働き掛けること
で地域コミュニティを創出できる方法を提示できると考える．

三つの問いの関係を図 2.5に示す．図には，ある地域コミュニティの，潜在的
な者も含めた受益者集団を描いている．本論文では，活動に対して具体的な貢献
を行っていない人々（図中の支持者，傍観者，反対者）を，活動へ貢献するよう
行動を変容させること（図中の指導者，活動家）を問題にする（問 2）．また，既
存の関係性に埋め込まれていないがゆえに連帯誘因が働かない者達（図中の孤立
者）を，既存の関係性に統合して連帯誘因が働くようにすることを問題にする（問
3）．問 1と問 2については第 3章で論じ，問 3については第 4章で論じる．

2.5 着眼点
問 2「動員の拡大を引き起こすトリガーは何か」と，問 3「移住者のような社

会的に孤立した者を統合する仕組みは何か」に答えるための着眼点を提示する．
以降の章では，ここで提示したアイデアに基づき研究を進める．
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2.5.1 動員の拡大を引き起こすトリガー

Marwell and Oliver (1993)は，初期グループの規模により動員の拡大が起きる
か起きないかが決まると指摘し，動員現象にはクリティカルマスが存在すること
を主張した．Centola (2013)は，ネットワーク構造によりクリティカルマスの値が
変化することを指摘している．彼らが指摘する初期グループの規模やネットワー
ク構造は，活動の自発的拡大を引き起こすトリガーの一つと言える．こういった
トリガーとなる変数に注目することで，地域コミュニティの自発的形成を “仕掛
ける”ことが可能となるに違いない．しかし実務的には，初期グループの規模を
操作することは経済的に難しいし，ネットワーク構造の操作は不可能である．他
に操作が容易なトリガーとなる変数はないのだろうか．

自己効力感

本論文では，活動の自発的拡大に関連する変数として自己効力感 (self-efficacy)

に着目する．自己効力感とは，ある状況において結果を出すために必要な行動を
自分がうまくできるかどうかについての予期である (Bandura, 1977)．Bandura

は，ある行動が望ましい結果をもたらすことが分かっていても，人はしばしばそ
の行動を行わないことがあることを指摘した．そのような現象を説明するために，
彼は自己効力感という概念を用いた．すなわち，望ましい結果が得られることが
分かっていても，行動を完遂することを予期できなければ（すなわち自己効力感
が欠如していれば），人々は行動を行わないと説明した 13．Banduraはまた，自
己効力感は，(1)遂行行動の達成，(2)代理的経験，(3)言語的説得，(4)情動的喚
起の情報，により醸成されると指摘している 14．
草の根活動の形成における自己効力感の重要性は様々に指摘されている．例え

ばClark (2007)は，自己効力感の醸成で起こるコスト低減作用が，地域コミュニ
ティの発展段階で重要な役割を果たしていると指摘している．今村他 (2010)は，
自己効力感という言葉を使っていないが，たまたま活動に参加したことが，参加
が思ったほど大変ではないことを気付かせ，それにより継続的に参加するように

13彼は，得られる結果に対する予期（結果予期）と，そのために必要な行動を完遂することへ
の予期（効力予期）を概念的に分けた．そして効力予期を自己効力感と呼んだ．

14具体的には，(1)その課題に取り組み達成したという成功体験だけでなく，(2)他者がその課
題を遂行するさまを観察した経験や，(3)やれば出来るといった自己暗示や他者からの説得，(4)

脈拍や鼓動といった生理的な反応の変化の経験により，自己効力感は醸成されると言う．
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なる様を報告している．また，ほとんどの場合，十分な規模の初期グループを組
織できていないように思えるが（例えば第 1章で挙げた長野県の保健補導員コミュ
ニティは，わずか数名の保健師が始めた活動であった），それにも関わらず活動
が拡大した事例では，成功体験や肯定的な経験の供給を慎重に行っているように
見える．Fireman and Gamson (1979)は，活動を指導する者の最も重要な役割は，
初めは短期間で成功が見込める目標を選ぶこと，小さくとも有形の勝利を獲得し
続けること，そしてそれらの経験を通して人々に自分たちも何かがやれるのだと
いう感情を与えることだ，と指摘している．
自己効力感は，活動への主観的な参加コストを低減させることで，参加行動を

促進すると考えられる．Banduraが提唱する自己効力感は，合理的選択理論の観
点から二通りの解釈ができる．一つ目の解釈は，人は未知の課題や達成困難に思
える課題に直面したとき，課題に取り組むコストを過大に見積もったり期待値を
過小に評価して課題への挑戦を諦めるだろうという見方である．二つ目の解釈は，
成功体験などを通して醸成された自己効力感は，心理的な負担などを取り除くこ
とで次回以降の課題に取り組むコストを低減させるだろうという見方である 15．
本論文では二つ目の解釈を採用する．この解釈に立った時，自己効力感の醸成と
は一種の自己報酬と理解でき，そのため活動参加を促進する選択的誘因として働
いていると予想される．自己効力感を醸成するためには，例えば適切な目標や役
割を設定して参加者に成功体験を提供することが有効である．こういった成功体
験の供給は，主催者達の手で十分設計できる事柄である．

2.5.2 社会的に孤立した者を統合する仕組み

Fireman and Gamson (1979)は，人が集団との連帯を築く要因として，(1)友
人と親族，(2)組織への参加，(3)生活設計，(4)従属・優越関係，(5)退出不能性，
という 5つを挙げている 16．これらの要因が存在すると，人々は集団の運命に対

15この解釈は次の見方に基づいている．すなわち，成功体験や他者の成功の観察は，行動を達
成するために必要な手続きや資源についての知識を与えてくれるだろう．そのような事前知識は，
計画や見通しを立てることを可能にするだろうから，それにより作業の効率化や心理的な負担の
低減（すなわち主観的なコストの低減）が起こるはずである，というものだ．Banduraも，資源
配置についての知識を持っていたり計画立案をできることが，高い自己効力感を裏付けると指摘
してる．

16具体的には，(1)集団内に友人や親族を持っていること．また友人や親族を介した知り合いが
多く集団にいること．(2)集団のメンバーと，営利組織，自発的結社，クラブ，その他の集まりな
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して大きな利害関係を持つことになり，共通のアイデンティティ，運命を共にし
ているという感情，集団を防衛しようとする気持ちが生じると言う．彼らは，連
帯は歴史的諸力によって生じるものなので運動を通して作り出すことは難しいと
指摘する．一方で，社交クラブや友愛組織といった運動とは別の活動を組織する
ことが連帯を作り出すために有効であるとも言う．その理由として，社交クラブ
や友愛組織は集合財を供給する重荷を背負っていないので安い費用で参加ができ
ることを指摘する．そのため多くの人々を集め，集合的な経験を提供し，連帯を
作り出せると言う．彼らの議論は，地域コミュニティ“外の活動”に注目すること
で，移住者のような社会的に孤立した人々を地域の関係性に統合できることを示
唆する．

サードプレイス

本論文では，社会的に孤立した人々を地域の関係性に統合する仕組みとして，
サードプレイス（third place）に着目する．サードプレイスとはコーヒーショッ
プやバー・居酒屋・図書館のような、自宅（ファーストプレイス）や職場・学校
（セカンドプレイス）以外の居心地が良く仲間たちとの会話を楽しめる場所であ
る (Oldenburg, 1989)．Oldenburgは，多様な人々が集うサードプレイスは，日常
生活では関わりを持たない者との出会いや対話の機会を人々に提供すると指摘し，
それゆえにサードプレイスは断片化した地域社会を統合し公共意識を養う機能を
持つと言う．サードプレイスという言葉を使わないとしても，様々な研究者が同
様に，家庭でも職場でもない居場所の重要性や，何か目的を達成するため人々が
集う場所というよりは単に居心地の良さを求めて人々が集う場所の重要性を指摘
してきた．例えばPutnam, Feldstein and Cohen (2003)は，そういった性質を持
つ場所に言及して，そこが旧来の繋がりが崩壊した地域社会での新しい関係性を
生み出す場所になっていると指摘し，小辻 (2013)は社会的孤立を解決する仕組
みとして有望であると指摘する．
サードプレイスが，日常生活では関わりを持ちづらい人々の間に新しい関係性

を作り出す仕組みであることはおおよそ疑いがない．したがって，社会的に孤立

どで行為を共にしていること．(3)自分の生活設計に関して，集団のメンバーに世話になっている
こと（例えば，配偶者や仕事を見つける上で，友人を作る上で，子育て，トラブル解決，敬意や
尊敬をもった待遇を受けるために，世話になっていること）．(4)集団のメンバーと，外部者の者
との従属関係や優越関係を共有してこと．(5)集団から退出するのが難しいこと．を挙げている．
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した人々を統合する仕組みとしてサードプレイスは有望である．しかし，サード
プレイスは，交流を好む一部の人々に専有されやすく，それ以外の人々が排除さ
れやすいという問題を持つ (大分大学福祉科学研究センター, 2011)．具体的には，
高齢者や女性の利用者がなじみを形成しやすく，若者や男性が気軽に立ち寄れな
い雰囲気が作られやすいことが指摘されている．われわれは，多様な社会的特性
を持つ地域社会の住民，その誰もが自由に利用できる交流の場所の設計方法を明
らかにしなければならない．
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第3章 規範意識と自己効力感に駆動
されたコミュニティ活動の形
成と拡大

本章では，第一に規範意識が連帯誘因として働くことで地域コミュニティの自
発的形成が起こるという仮説の妥当性を確認し，第二に自己効力感の醸成をトリ
ガーとすることで活動形成を引き起こせるというアイデアの検討を行う．そのた
めにまずは，規範意識と自己効力感が共に働いている場合に起こると思われる，
参加行動の拡大シナリオを提示する．われわれは提示したシナリオを作業仮説と
して，エージェントシミュレーションにより現象を再現することを試みる，そし
て得られた結果を詳細に分析することで形成メカニズムを明らかにする．
本章では，地域コミュニティ形成の問題の中で，特に具体的に活動に貢献する

者達の集団がどう形成されるかを問う（すなわち指導者や活動家の動員を問う）．
この点への注目を強調するために，本章ではコミュニティ“活動”の形成という言
葉を用いる．

Keyword: community activity, subjective norm, self-efficacy, agent-based model,

community design

3.1 エピソードと問題意識
地域社会では，過疎化や人口減少が進んだことでコミュニティ活動の担い手が

急速に減少している．一方で，強い繋がりを持つ残った住人達は，同調圧力と社
会的責任の下でコミュニティ活動への “過度な”貢献を強いられ急速に疲弊して
いる．地方における地域コミュニティの衰退は，担い手の減少と既存参加者の疲
弊という二つの側面から起こっている．
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われわれが調査を行った地方自治体（富山県舟橋村，以降では単に舟橋村と呼
ぶ）では，既存参加者の疲弊が地域コミュニティ衰退の大きな原因となっていた
(山田・立瀬・小林, 2012)．舟橋村は，総人口が数千人程度と小規模でありなが
ら，その立地に関連して県内で唯一人口が増加している珍しい自治体であった．
農地が宅地へ転用されたことで新たな住宅地ができ，近郊の都市部への通勤が便
利な舟橋村に，新たな住民が流入しているという構図であった．しかし舟橋村で
も，コミュニティ活動の衰退が問題となっていた．新たに移住してきた住民達が，
旧来のコミュニティ活動への参加を拒否していたからである．新住民達は移住し
てきた住民同士でコミュニティを形成して助け合う一方で，地域の奉仕活動（旧
来のコミュニティ活動）への参加は拒否をしていた．この結果として，地域住民
は増えながらも，コミュニティ活動への参加者は増えないという状況が生じてい
た．コミュニティ活動へ参加者が増えない状況は，旧住民達の負担を高め，活動
へ参加している旧住民を疲弊させるという結果を引き起こしていた．さらに悪い
のは，そのような不公平な状況が，旧住民達の間に新住民達を敵視する感情を広
め，それに反応する形で新住民達も旧住民達を敵視するという，対立構造を作り
出していることだった．
このような状況を目の当たりにして，われわれが疑問に感じたのは，なぜその

ような状況になってまで旧住民達はコミュニティ活動に参加し続けるのか，とう
ことであった．質問紙による調査結果を分析したところ，旧住民の多くは義務的
な意識からコミュニティ活動に参加していることが明らかになった (山田・立瀬・
小林, 2012; 山田・橋本・立瀬・須永, 2013)．市役所職員へのインタビューから，
複数のコミュニティ活動に参加する住民がいること（多い場合は十前後）や，彼
らは活動が生み出す便益や活動の目的への理解から参加しているというよりは，
活動へ参加することが名誉なことであるという認識やお願いされたからにはやり
遂げなければならないという責任感から参加していることが明らかになった．以
上の調査結果は，共同体への所属意識や依存度が強い人々の集団（言い換えれば
成熟したコミュニティ）では，活動からの便益以外の参加を動機づける強いイン
センティブが生じることを示唆した．そのインセンティブは，彼らが所属するコ
ミュニティ自体が生み出していると考えるのが自然であった．しかし参加を動機
づける義務感は，コミュニティ活動を維持する力になるという利点がある一方で，
人々に過大な貢献を要求する（活動への参加を断れないという理由から）ことで
彼らを疲弊させるという欠点もあった．長期的な視点に立った場合，このロジッ
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クでの地域コミュニティの維持は明らかに持続的ではないし，住民の間に不平等
感を生みそれにより相互不信が醸成されるという無視できない負の効果もあった．
では，いかにすればこのような義務的な参加状況から，より自発的で無理がな

い参加状況へと変えることができるのか．本章の研究の問題意識はここから始まっ
た．われわれが注目したのは，活動への参加経験がより肯定的で積極的な参加行
動を生み出す自己効力感の効果であった．以上から，「公共財供給のジレンマに直
面するコミュニティ活動であっても，義務感を生み出す規範意識が十分に参加を
動機づければ活動への参加行動は拡大し維持するはずである．しかし，それだけ
では長期的な参加行動の維持は不可能である．活動への参加を通して自己効力感
が醸成される場合に，初めて持続的な参加行動の拡大と維持が実現するはずであ
る．以上が，地域コミュニティの草の根形成メカニズムに違いない．」という，本
章の研究における作業仮説が立てられた．この作業仮説はさらに「では，いかに
すればそのような良い流れを作り出せるのだろうか」という，第二の問を生み出
した．

3.2 本章の目的
公共財供給活動を維持するためには，制度による適切なインセンティブの提供

が必要と言われる．一方で，制度の設計によらずに自発的に形成されるコミュニ
ティ活動もある．今村他 (2010)は，地域住民による健康増進活動である長野県
の保健補導員コミュニティを調査し，地域に共有された “おつきあい”や “お互い
さま”を重視する価値観により，活動の形成と拡大が起こったと主張する．この
ようなコミュニティ活動の自発的形成はいかにして起こるのだろうか．そのメカ
ニズムを明らかにできれば，変化の連鎖を引き起こすトリガーを見つけ出し，そ
こへ仕掛けることによるコミュニティ活動の設計が可能となるはずである．本章
では，エージェント・ベース・モデルの構築とシミュレーションから，コミュニ
ティ活動の自発的形成メカニズムを分析し，その設計方略を考察する．

3.3 コミュニティ活動を駆動する社会心理的要因
本論文では，コミュニティ活動の拡大を駆動する社会心理的要因として，規範

意識と自己効力感に注目する．規範意識とは，所属する集団が共有している社会
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図 3.1: 規範意識と自己効力感に駆動されたコミュニティ活動の形成・拡大仮説

規範についての認識である．人は他者の行動の観察を通して集団の規範を推察し，
規範からの逸脱への恐れや承認への欲求を動機とした行動を行うことが知られて
いる (Deutsch and Gerard, 1955)．自己効力感とは，その行為を達成したり完遂
する能力が自身にあるかについての認識である．成功体験を得たり他者の成功過
程を観察することは，目的の行為を達成するのに必要な資源や計画についての知
識を得ることに繋がり，それらが困難な目標への挑戦や継続的な取り組みを動機
付けることが知られている (Bandura, 1977)．実際に今村他 (2010)は，先の保健
補導員コミュニティで，多くの者が，「ご近所さんがやっているのだから私もやら
ないわけにはいかない」という動機で参加し始めることや，「やってみたらよかっ
た」や「慣れることで楽しくなった」と活動への関与を通してやりがいや楽しみ
を見出す者が多いことを報告している．
規範意識と自己効力感に動機づけられることで，コミュニティ活動の形成・拡

大が起こるプロセスとして，図 3.1の仮説が考えられる．それは，

1. まず，付き合いのような規範意識に動機付けられた一時的な参加行動が起
こり，

2. 次に，参加を通して得られた成功体験が一時的参加者の自己効力感を高め，
継続的な参加へと転じさせ，

3. さらに，拡大した参加人数が周囲の人々の規範意識を刺激することで，同
調的参加を拡大していく，

というものである．
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3.4 方法
本章では，コミュニティ活動の形成という問題を，「コミュニティ活動への関与

や社会的相互作用を経て，人々の間に活動への参加行動が広がるか」という問題
として定式化し，エージェント・ベース・モデルによりモデル化する．構成論的
アプローチ (Hashimoto et al., 2008)に基づき，構築したモデルを用いて，いかな
る初期条件の下でコミュニティ活動の形成が起こるかを探索し，望ましい結果を
もたらしたプロセスを分析することを通して，その現象を引き起こすメカニズム
についての示唆や仮説を導き出す．
エージェントシミュレーションの第一の目的は，図 3.1として提案した仮説に

よりコミュニティ活動の自発的形成が起こることを示すことである．第二は，こ
のプロセスを引き起こす条件や変数といったトリガーを特定し，そこに仕掛ける
ことによるコミュニティ活動の設計方略を考察することである．

3.5 エージェント・ベース・モデル
本章では，ある一つのコミュニティ活動とその利害を共有する社会集団をモデ

ル化する．コミュニティ活動とは，複数人が共通の利益のために協力して取り組む
活動である．ここでは，防犯のために地域住民が協力して行う見回り活動を想定
してモデル化する．見回り活動の場合，利害を共有する社会集団とは見回りが行
われる地区に住む全住民である．本章では，連帯誘因が働くことで起こるコミュ
ニティ活動を形成を考察するために，人々が居住地を移動することは無く，かつ，
住民間でのつきあいが起こっている程度には既に関係性が構築されている状況を
考える．
図 3.2は構築したモデルの概略図である．一人の住人は一体のエージェントで

表現される．コミュニティ活動の状況はコミュニティタスクゲームとしてモデル
化される．規範意識と自己効力感からの影響を受けて意思決定をするエージェン
ト達が，コミュニティタスクゲームに繰り返し取り組む過程で，参加行動が集団
内に拡大するかどうかを観察する．社会集団の規模は一つの町内会程度を想定し，
100体のエージェントで表現する．エージェントは 8近傍（ムーア近傍）で接続
する周期的境界の 10× 10の正方格子上に配置される．正方格子上へ配置する理
由は，人々が地理的に近い住民（つまり前後左右の家に住む住人）とのみ相互作

48



図 3.2: コミュニティ活動形成モデルの概略

用する状況を表現するためである．2.3.1項で論じたように，近隣住民間でのつき
あいや助け合いが利益を生み出しており（既存関係的誘因），この利益を失うこ
とへの恐れが規範意識を形成する．したがって，人々は地域全体の動向を気にか
けているというよりは，近隣住民の行動に特に注目しているはずなので，ここで
は地理的に近い住民とのみ相互作用する状況を考える 1．
本モデルでは，採算度を外視して活動に貢献するような特別な人が，コミュニ

ティ活動の形成に与える影響は検討しない．地域活性化の議論では，しばしば地
域コミュニティの活性化には，信念を持ち活動に打ち込むバカ者がまず必要と論
じられる．しかし，そのような人材を見つけること自体が難しい．地域コミュニ
ティの設計とういう観点からは，そのような特別な存在が居なくても活動を形成
できる方法を発見することの方がより価値がある．そこで，リーダーのように特
別な役割を果たす人が居ない状況を考え，エージェントには初期に動員できる資
源の量以外にはどのような違いも無いものとする 2．

3.5.1 コミュニティタスクゲーム

コミュニティ活動は公共財供給活動の一種であり，タダ乗り行動を誘発する特
性を持つ．例えば防犯のための見回り活動は，その地区に住む全ての人々に安全
という公益を提供する．しかし，ある住民が見回り活動に協力しなかったからと
いって，彼が安全という益を得ることを妨げることは難しい．この非排除性とい

1このような正方格子上での相互作用のモデル化には例えば Axelrod (1997)がある．
23.6節の第一段落で論じるように，動員できる資源の量の違いは初期 Attitudeの違いとして

表現される．
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表 3.1: Payoff matrix & Experience

参加した場合 不参加の場合
参加者の割合 Cost Bene.Exp. Cost Bene.Exp.

[0,1/9) -9 0 Fail. 0 0 -

I. [1/9,2/9) -8 0 Fail. 0 0 -

[2/9,3/9) -7 0 Fail. 0 0 -

[3/9,4/9) -6 4 Succ. 0 4 -

II. [4/9,5/9) -5 4 Succ. 0 4 -

[5/9,6/9) -4 4 Succ. 0 4 -

[6/9,7/9) -3 4 Succ. 0 4 -

III. [7/9,8/9) -2 4 Succ. 0 4 -

[8/9,1] -1 4 Succ. 0 4 -

う特性が，活動に貢献せずに益だけを得るタダ乗り行動を誘引する．コミュニティ
活動が持つこの公共財供給活動としての側面をモデル化する．
コミュニティ活動の特性を表現するために，ステップ・レベル型公共財ゲーム

(Rapoport, 1985)を拡張したコミュニティタスクゲームを構築する．コミュニティ
活動は二つの性質を持つ．一つ目の性質は，コミュニティ活動が成功するために
は，ある人数の協力者が必要という点である．例えば見回り活動で，一日で地区
全域を回ろうと思ったとき，時間的空間的な制約から必ず一定数の協力者が必要
になる．もう一つの性質は，コミュニティ活動では，協力者が増えるごとに各協
力者の負担が軽減していく点である．見回り活動の場合，人数が増えればそれだ
け一人あたりの担当範囲や頻度が少なくなり負担が減る．一つ目の，ある人数の
協力者が集まることを境に公共財の供給が成功するようになるという性質を表現
したモデルとして，ステップ・レベル型公共財ゲームがある．そこで，ステップ・
レベル型公共財ゲームを，協力者の増加と連動して各協力者が拠出する負担が減
少するように拡張することで，コミュニティ活動を表現する．
コミュニティタスクゲームは，表 3.1で示すように，参加者が拠出する時間や

労力といった費用（Cost）と，活動が成功した際に生み出される公益（Benefit）
の関係で表現される．参加人数が 1/3を超えると活動は成功し Benefitが供給さ
れる．また，参加者一人あたりのCostは，参加人数が増えるほど軽減される．各
人が受け取る正味の報酬はBenefitとCostの和である．タダ乗りへの誘因は，常

50



に参加より不参加の報酬が高いという報酬構造で表現される．また報酬構造は，
全員が参加すれば全員が不参加の場合より多くの報酬が得られるにも関わらず，
個別には不参加が誘引されるために社会的に望ましい状況が実現され難いという，
公共財供給活動が陥る社会的ジレンマ (Hardin, 1968)を表現する．以上に加え，
コミュニティタスクゲームでは，自己効力感の効果を検討するために参加者に経
験（Experience）が供給される．経験とは，活動に取り組み推進することを容易
にしたり困難にしたりする一連の知識や信念を表す．活動が成功した場合には資
源利用や計画についての一連の正しい知識や信念が得られると考えられるので成
功体験が，失敗した場合には間違った知識や信念が得られるので失敗体験が供給
される．
コミュニティ活動の形成を考える上で，単に活動が成功している状態と，活動

が成功しかつ安定的に維持されている状態は区別すべきである．なぜなら，現実
には，発起人や発起人のグループのみである程度の成果を出す状態までいくこと
は比較的容易だが，そこからさらに参加者を集め活動を安定的な状態にまで発展
させることは困難を極めるからだ．活動に対して傍観的な態度を取る者や反対の
立場の者を巻き込むことは言うまでもなく困難である．また活動に支持的な態度
の人々であっても，彼らから，単なる応援を超えて “具体的な貢献”を引き出す
ことは困難である．そこで，コミュニティタスクゲームでは，成果が出ているが
参加人数が十分でないため少数の参加者に過大な負担がかかっている状況（表 1

中の領域 II）と，成果が出ておりかつ十分な参加人数が集まっている状況（領域
III）が表現されるようにCostとBenefitの値が割り振られる．

3.5.2 エージェントモデル

Ajzen (1991)は，規範意識と自己効力感の影響を強く受ける状況での意思決定
モデルとして，計画的行動理論を提案している．そこで，計画的行動理論に基づ
いたエージェントの設計を行う．図 3.3はエージェントの意思決定過程の概略図で
ある．計画的行動理論では態度，規範意識，自己効力感という三つの信念の重要
さが指摘されている．そこでエージェントは，三つの信念を表現する，Attitude，
Norm，Efficacyという内部変数を持つものとしてモデル化する．三つの信念がコ
ミュニティ活動への関与や社会的相互作用を通して形成される過程をモデル化す
るために，エージェント集団はコミュニティタスクゲームに繰り返し取り組む．
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図 3.3: エージェントモデルの概略

ここで t回目のゲームを step tと呼ぶ．

意思決定過程

態度は，主体が持つ当該行為に対する好みや結果への合理的期待に基づいて
形成される信念である．コミュニティ活動への参加を肯定的に評価しているのか
否定的に評価しているのかを表す．Attitude（エージェント iの step tにおける
AttitudeをAt

iで表す）は 0から 1の実数でモデル化し，0は参加に対して否定的，
1は肯定的であることを表すことにする．自己効力感は，当該行為を完遂する能力
が自身にあるかについての認識である．コミュニティ活動へ参加したとして，自
分がそれをやり遂げられるだろうかという自信の高低を表す．Efficacy（Et

i）は-1

から 1の実数でモデル化し，-1は活動をやり遂げる自信が低いこと，1は自信が
高いことを表す．
参加に対して強い肯定的態度や否定的態度を持つ者は，自己効力感の高低にか

かわらず自身の信念に従った行動を取るだろう．一方で，弱い肯定的態度や否定
的態度である者ほど，自己効力感が高ければ参加をしやすく，自己効力感が低け
れば参加をしにくいというように行動が変化すると考えられる．つまり，態度が
中立的に近い者ほど，自己効力感の高低が意思決定に強い影響を及ぼすと考えら
れる．以上の態度と自己効力感の関係を表現し，At

iとEt
i は（式 3.1）（式 3.2）に
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従い内的動機 (IM t
i )を形成するものとしてモデル化する．

IM t
i = At

i
Xt

i (3.1)

X t
i =

⎧
⎪⎨

⎪⎩

1
αEt

i+1 , Et
i ≥ 0

α(−Et
i ) + 1, Et

i < 0
(3.2)

ここで，自己効力感が持つ影響力の強さがパラメータ αにより表現される．本論
では標準的な状況として，自己効力感が態度と同等程度の影響力を持つ場合を考
える．具体的には，態度が完全に中立的であるとき (At

i=0.5)に，自己効力感が態
度と同じ程度の影響力を持つ場合を考え，α を 2と設定する．このときEt

i = 0.5

で IM t
i はおよそ 0.75，Et

i = −0.5でおよそ 0.25となる．
規範意識は，当該行動が社会的に望ましいのかについての主観的認識である．

コミュニティ活動へ参加すれば社会的に高く評価されるだろうと考えていれば肯
定的な規範意識を持つことを意味し，コミュニティ活動へ参加すれば社会的に非
難されるだろうと考えていれば否定的な規範意識を持つことを意味する．そこで，
Norm（N t

i）は 0から 1の実数としてモデル化し，0は参加が社会的に望ましくな
いと否定的に認識している状態，1は望ましいと肯定的に認識している状態を表
すことにする．
自身の価値観や経験に基づいて形成される態度や自己効力感は，行動を内発的

に動機付ける内的動機である．周囲の状況から強く影響を受けて形成される規範
意識は，行動を外発的に動機付ける外的動機である．内的動機が参加を動機付け
るときは，基本的には参加行動が引き起こされ，規範意識が不参加を強く動機付
ける場合にのみ不参加行動が起こるはずである．内的動機が不参加を動機付ける
ときも同様だろう．この内的動機 (IM t

i )と規範意識 (N t
i )の関係を単純にモデル

化するならば，(1−N t
i ) ≤ IM t

i の場合にのみ参加行動が起こる，というものにな
る．しかし，本論で明示的に扱う，態度，自己効力感，規範意識以外の要因の影
響も考慮する必要がある．特に，内的動機と外的動機である規範意識が拮抗する
とき，その他の要因の影響が顕在化すると考えられる．その影響を考慮して，内
的動機と規範意識の関係をモデル化したのが（式 3.3）である．

I ti =
1

1 + e(1/β)((1−Nt
i )−IM t

i )
(3.3)

ここで，I tiは行動意図である．その他の要因が行動に及ぼす影響は，行動の確率的
なゆらぎとしてモデル化される．パラメータβは，行動の確率的なゆらぎの程度を
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表す．標準的な状況として，内的動機と規範意識が−0.1 < (1−N t
i )−IM t

i < +0.1

の範囲で拮抗するとき，三つの信念以外の要因からの影響が行動に現れる場合を
考える．すなわち，この範囲にあるとき，その他の要因に起因する不確実な行動
が統計的に有意なほど（5%以上の確率で）現れる場合を考え，βを 1/30と設定
する．
I ti を行動確率とした，（式 3.4）に従い各エージェントは参加の意思決定を行う．

参加数が集団全体の 1/3を超えれば（式 3.5）に従いタスクは成功する．

P t = {i | i ∈ L, I ti > rand(0, 1)} (3.4)

task t =

⎧
⎨

⎩
success, |P t| / |L| ≥ 1/3

failure, |P t| / |L| < 1/3
(3.5)

ここで，rand(0, 1)は 0から 1の一様乱数（0以上 1未満）である．P tは step t

における参加エージェント集合であり，Lは全エージェント集合である．task tは
step tにおいて活動が成功し公益が供給されたか (success)失敗したか (failure)を
表す．

態度・自己効力感・規範意識の形成

各エージェントはタスクの結果から報酬を得る．報酬（CB t
i で表す）は表 3.1

に従いCostとBenefitの和として計算される．Attitudeは報酬に基づき，単純な
強化学習 (Bush and Mosteller, 1955)で形成されるものとしてモデル化する．step

tでのゲームの結果に基づき参加者は（式 3.6）に，非参加者は（式 3.7）に従い
At

iを更新する．パラメータ δはAt
iの変化のしやすさ表す．

At+1
i =

⎧
⎨

⎩
At

i + δCB t
i (1− At

i), (CB t
i ≥ 0) ∧ (i participate at step t)

At
i + δCB t

i A
t
i, (CB t

i < 0) ∧ (i participate at step t)
(3.6)

At+1
i =

⎧
⎨

⎩
At

i − δCB t
i A

t
i, (CB t

i ≥ 0) ∧ (i not participate at step t)

At
i − δCB t

i (1− At
i), (CB t

i < 0) ∧ (i not participate at step t)
(3.7)

Bandura (1997)によれば，Efficacyは強い自信を持つ，あるいは全く自信を失っ
た状態からは変化しにくく，中立的状態からは変化しやすい．これを踏まえ，参
加者の Efficacyは，活動における成功体験と失敗体験の影響を受け（式 3.8）に
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従い形成されるものとしてモデル化する．パラメータ γはEt
i の形成のされやす

さを表す．

Et+1
i =

⎧
⎨

⎩
Et

i + γ{1− (Et
i )

2}, task t = success

Et
i − γ{1− (Et

i )
2}, task t = failure

(3.8)

Norm は，隣接する 8エージェントの行動（それぞれの行動をNB t
ij で表す）を

観察することを通して形成される．8エージェントのうちで参加行動をとった者
の割合から集団の規範を推察して，規範意識を形成するものとしてモデル化し，
（式 3.9）（式 3.10）に従いN t

i を更新する．パラメータ ϵは周囲の行動への追従の
しやすさを表す．

N t+1
i = ϵ

∑
j NB

t
ij

8
+ (1− ϵ)N t

i (3.9)

NB t
ij =

⎧
⎨

⎩
1, neighbor j participate at step t

0, neighbor j not participate at step t
(3.10)

3.6 シミュレーション結果
コミュニティ活動に対する評価にのみ個体差がある集団を考える．すなわち，

当該の活動に参加した経験は無く，社会的な望ましさについての見解も持ち合わ
せていない集団を考える．初期Attitudeのみ標準偏差 0.15の正規分布をとり，そ
の他の初期内部変数は一様に中立（全ての iが，E0

i = 0, N0
i = 0.5）とする．初

期Attitudeに違いがあること（事前に活動に対して肯定的な態度を持っていたり
否定的な態度を持っていたりすること）は，動員できる資源の量に違いがあるこ
とを表現する．すなわち，人々には活動に投入できる熱意・時間・労力・資金に
違いがあり，こうした資源を豊富に持つ人は肯定的な態度で積極的に貢献しよう
とするが，一方で資源を持たない人は否定的な態度で関わることを回避しようと
することを表現する．コミュニティタスクゲームを 500回繰り返し，step 500の
時点で参加者数が全体の 2/3を超えているとき (表 3.1での領域 III)を，コミュニ
ティ活動の形成と定義する．

3.6.1 規範意識と自己効力感の効果

まずは，規範意識と自己効力感がコミュニティ活動の形成を引き起こすかを確認
する．図 3.4は，規範意識と自己効力感の効果がある条件（δ = 0.01, γ = 0.05, ϵ =

55



図 3.4: 規範意識と自己効力感の効果がある条件（○），規範意識の効果のみある
条件（△），どうちらの効果もない条件（×）でコミュニティ活動の形成

0.5, ○の実線），規範意識の効果のみある条件（δ = 0.01, γ = 0, ϵ = 0.5, △の
破線），どうちらの効果もない条件（δ = 0.01, γ = 0, ϵ = 0, ×の一点鎖線）で
の，100試行中でのコミュニティ活動の形成割合を示している．横軸は集団の初
期 Attitudeの平均値である．(I)，(II)では初期状態での参加者の期待獲得報酬が
0以下となるため，コミュニティ活動の形成は困難である．(I)では期待獲得報酬
が 0以下でかつタスクが失敗するため活動形成は更に困難である．規範意識と自
己効力感のどちらの効果もない条件（×）では，期待獲得報酬が 0以下の領域 (I)，
(II)では活動形成は起こらない．一方で，規範意識の効果がある条件（△）では，
参加者の期待獲得報酬が 0以下であってもタスク成功が期待できる領域 (II)では
活動形成が起こるようになる．さらに，両方の効果がある条件（○）では，初期
Attitudeの平均が 0.5未満の領域でも活動形成が起こる．すなわち，コミュニティ
活動へ否定的な評価を持つ集団でも，活動形成が起こり得るようになる．以上か
ら，規範意識と自己効力感の効果が，初期Attitudeが低いより困難な状況でのコ
ミュニティ活動の形成を促進することが分かる．
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図 3.5: 活動形成が起こったケース（左），右は起こらなかったケース（右）の参
加行動と内部変数の時間推移

3.6.2 態度・自己効力感と行動の関係

規範意識と自己効力感により，コミュニティ活動の形成が促進されるメカニズ
ムを探るために，参加行動と内部変数の関係を調べる．図 3.5は，初期Attitudeの
状態が全く同じで疑似乱数のシード値のみ異なる設定で，活動形成が起こるケー
ス（左）と起こらないケース（右）を示している．実線は参加割合，破線は集団
の平均Attitude（薄いグレーは標準偏差），一点錯線は平均Efficacy（濃いグレー
は標準偏差）である．横軸 stepはコミュニティタスクゲームを繰り返した回数で
ある．規範意識と自己効力感の効果はあり（δ = 0.01, γ = 0.05, ϵ = 0.5），初期
Attitude分布の平均は 0.5である．
図 3.5右の，形成が起こらないケースの初期段階では，平均Attitudeは低下する

一方で平均Efficacyが上昇している．このとき，参加割合が図中 II)の参加者CB t
i

が 0より小さい領域にあるため，参加者の間ではAttitudeの低下が起こる．一方
で活動が成功するためEfficacyは上昇する．結果として，内的動機 (IM t

i )の低下が
阻止され参加行動の一時的な維持が起こる．しかし，長期では参加者のAttitude

が下がりきるので，どこかの時点で活動は崩壊する．また，参加をしない者も，
参加をしないにも関わらず正の CB t

i がフィードバックされるので，Attitudeが
否定的な方向に強化される．したがって，最終的に集団全体のAttitudeがほぼ最
低値になる．これは，参加者の報酬が負である一部の領域において，成功体験が
補助的な報酬として提供されることにより起こる現象と解釈できる．タスク成功
に必要な参加人数と参加者報酬が正になるのに必要な参加人数が一致していない
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という，地域コミュニティ一般が持つゲームの構造に起因して起こるこの現象は，
参加行動を維持するメカニズムの一つと考えられる．一方，ゲーム構造と初期配
置がまったく同じにも関わらず図 3.5左では活動の形成が起こっている．ここか
ら，ゲーム構造以外にも参加行動の拡大を引き起こすメカニズムがあることが示
唆される．

3.6.3 規範意識と自己効力感を介した参加行動の拡大

確率的なゆらぎに起因した行動の僅かな差違が，規範意識と自己効力感の効果
を介して拡大され，定性的な結果の違いを生んだと推測される．そこでエージェ
ントの行動のゆらぎを統制した上で（β = 0），自己効力感と規範意識の効果がど
のように参加行動を拡大するかを分析する．行動のゆらぎを表すパラメータ βが
0の場合の（式 3.3）は（式 3.11）により近似できる．β = 0は三つの信念以外の
要因からの影響が無い状況を想定することになる．

I ti =

⎧
⎨

⎩
1, (1−N t

i )− IM t
i ≤ 0

0, (1−N t
i )− IM t

i > 0
(3.11)

図 3.6は，規範意識の効果のみがある条件（β = 0, δ = 0.01, γ = 0, ϵ = 0.5）と
規範意識と自己効力感の効果がある条件（β = 0, δ = 0.01, γ = 0.05, ϵ = 0.5）で
の，9エージェントの参加行動の時間推移を示している．１マスは１エージェント
を表し，白丸は参加行動を，黒丸は不参加行動をしたことを意味する．背景色は
Attitudeの状態を，白からグレーのグラデーションで表している．中立 (At

i = 0.5)

に近いほど白い，強い肯定的 (At
i = 1)もしくは強い否定的 (At

i = 0)に近いほどグ
レーである．配置は実際の空間配置を表し，8近傍で接続している．初期Attitude

分布の平均は 0.5である．step 500の時点で，前者は活動の形成が維持され，後
者は参加エージェント数が 0となった．二つの条件を比較し，規範意識と自己効
力感の効果がある条件でのみ参加行動が起こっているエージェントをグレーの四
角で図示している．step 2では自己効力感の効果により二人のエージェントの参
加行動が維持される．step 3では参加行動が維持された二人に隣接するもう一人
が規範意識の効果で新たに参加をする．step 4では新たに参加行動を行ったエー
ジェントに隣接するもう一人のエージェントの参加行動が維持される．この結果
から，自己効力感の効果を起点とし規範意識の効果を介することで，参加行動の
拡大が起こることが示唆される．また，自己効力感による行動変容は図中では白
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図 3.6: 規範意識と自己効力感の効果がある条件（下）と規範意識の効果のみあ
る条件（上）での 9エージェントの参加行動の推移

色に近い背景色で示したAttitudeが中立的に近いエージェントにおいて起こりや
すいことが分かる．そこから，行動変容の連鎖は中立的エージェント間で広がる
傾向があることが示唆される．

3.7 議論

3.7.1 中立的な態度の人々に仕掛ける

3.6.3項の結果は，自己効力感の効果がたまたま活動に参加した中立的な態度
の人々の参加を繋ぎ止め，規範意識の効果が周囲の中立的な態度の人々を巻き込
むことで，参加行動の拡大が起こったと解釈できる．したがって，中立的な態度
の人々が成功体験を得られる状況を作ることで，活動形成を促進できると予想さ
れる．そこで，タスクの成功失敗に関わらず，参加者が成功体験も失敗体験も得
られない状況を考え，一部の者のみが成功失敗体験を得られることが，コミュニ
ティ活動の形成にどのような影響を与えるかを検討する．成功失敗体験を得られ
ないとき，参加エージェントの自己効力感は活動の成功失敗に依らずに変化しな
いので，（式 3.8）ではなく（式 3.12）に従う．

Et+1
i =

⎧
⎨

⎩
Et

i , task t = success

Et
i , task t = failure

(3.12)
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図 3.7: 被介入エージェントを集団からランダムに選び出す条件（○），初期
Attitudeの値が中位 1/3に位置するエージェントからランダムに選び出す条件
（△），中位エージェントの内で隣接する者を順に選び出す条件という，三つの介
入戦略を実験した結果

介入として，選択的にエージェントを選び出し，彼らだけ成功体験や失敗体験を得
られるよう配慮する状況を考える．成功失敗体験を得られるよう配慮されたエー
ジェントを被介入エージェントと呼ぶことにし，被介入エージェントを選び出す
様々な方法を介入戦略と呼ぶことにする．被介入エージェントが参加した場合の
自己効力感の形成はこれまでと同様に（式 3.8）に従う．
図 3.7は，被介入エージェントを集団からランダムに選び出す条件（○），初

期Attitudeの値が中位 1/3に位置するエージェントからランダムに選び出す条件
（△），中位エージェントの内で隣接する者を順に選び出す条件（×）での，コ
ミュニティ活動の形成割合（100試行中）を示す．横軸は被介入エージェントと
して選び出す者の割合である．全てが被介入エージェントである場合の形成割合
0.18を破線で示す．β = 0, δ = 0.01, γ = 0.05, ϵ = 0.5，初期Attitude分布の平均
は 0.5である．図から，被介入エージェントを全体からランダムに選び出した場合
（○）に比べ，初期Attitudeの値が中位 1/3のエージェントから選び出した場合
（△）の方が，より少ない人数への介入で形成割合を高められることが分かる．さ
らに，中位のエージェントを被介入エージェントとして選ぶ場合でも，隣接する
者から選び出しクラスタが形成されるようにする方（×）が，ランダムに選び出
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す場合より少人数への介入で形成割合を高められることが分かる．ここで，中位
エージェントから隣接する者を順に選ぶ条件では，互いに隣接する中位エージェ
ントが形成するクラスタの中で大きいものから順に，ランダムに最初の一人を選
び出し，順次隣接するエージェントを選び出すというアルゴリズムを用いた．
この結果は，コミュニティ活動の形成を促進するためには，活動に対して様々

な態度を持っている人に公平に成功体験や失敗体験が得られる状況を作るという
よりは，たまたま参加したような中立的な態度の人々が経験を得られる状況を作
り出すことが効果的であることを示す．その際に，少数名に対象を絞り，彼らが
新たに連れてくる友人や彼らと同調的な行動を取っている人々を含めたグループ
に対して，成功体験や失敗体験を得られる状況を作り出すことがより効果的であ
ることを示唆する．

3.7.2 コミュニティ活動の一時的形成と崩壊

初期Attitude分布の構成や配置の差違や，行動の確率的なゆらぎに起因して，
３種類の定性的に異なる結果が生じる．第一の類型は，図 3.5の活動形成が起こ
る場合で示した，コミュニティ活動が安定的に形成される場合である．このとき，
2/3以上のエージェントが参加することで参加エージェントの CB は正となる，
そのため Attitudeが上昇し参加行動は起こりやすくなる．一方で，参加をしな
いエージェントは，不参加行動に対して正の CB がフィードバックされるため
Attitudeは下がり参加行動は起こりにくくなる．結果として集団はAttitudeが高
い群と低い群に二分される．第二の類型は，図 3.5の活動形成が起こらない場合
で示した，コミュニティ活動が一時的に形成され，その後に崩壊する場合である．
このとき，1/3以上 2/3未満のエージェントが参加するため参加者CBが 0以下
となり参加エージェントのAttitudeは下がっていく．しかし，活動が成功するた
めEfficacyが上昇し，一時的に参加行動を維持させる．参加をしないエージェン
トは正のCBがフィードバックされるためAttitudeは下がり参加行動は起こりに
くくなる．結果として集団全体のAttitudeが低くなり最終的に活動は崩壊する．
第三の類型は，参加エージェント数が初期の段階で 0になる不形成の場合である．
このとき，CBや成功体験失敗体験といったコミュニティ活動からのフィードバッ
クが生じないため，集団のAttitudeは初期分布が維持される．
図 3.5右の活動形成が起こらないケースで示した，コミュニティ活動の一時的
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形成と崩壊は，現実でもしばしば見られる．NPOなどの活動は，震災復興など
の社会的な要請や補助金の重点的交付を理由に半ば流行的に立ち上がることがあ
る．このような活動は，流行の間は，世間からの賞賛や注目に動機付けられて活
動が推進されるが，流行が終わると，目的とする成果を十分に出せていなかった
り採算を取れる運営体制が確立できなかったりという理由で，多くの場合は消滅
する．さらに，そうして一時的に立ち上がった活動は，地域に根付いていた同種
の活動を崩壊させる場合がある．例えば，持ち回りなどのルールで成立していた
地域の互助的活動が，NPOができたことにより彼らに金銭を支払う形に代替さ
れ，崩壊する場合である．このとき，従来の活動は失われ，場合によってはコミュ
ニティ活動への参加を動機付けていた，価値観や社会規範も地域から失われる．
図 3.5右のケースは，このようなコミュニティ活動の一時的な盛り上がりと崩壊，
地域全体の疲弊という状況をよく表現する．

3.8 本章のまとめ
本章では，規範意識と自己効力感に駆動されてコミュニティ活動の形成メカニ

ズムを明らかにするために，エージェント・ベース・モデルの構築とシミュレー
ションを行った．さらにコミュニティ活動の自発的形成を設計するために，活動
形成を引き起こすトリガーやプロセスを分析した．
シミュレーション結果から，規範意識と自己効力感の効果によりコミュニティ

活動の自発的形成が促進されることが示された (3.6.1項)．結果の分析から，自己
効力感の効果が中立的態度のエージェントの参加行動を維持し，規範意識の効果
がその行動を切っ掛けとして隣接する他の中立的態度のエージェントの参加行動
を維持したり引き起こしたりすることで，参加行動の連鎖的な拡大が起こること
が分かった (3.6.3項)．また，シミュレーションでは，コミュニティ活動が一時的
に形成されその後に崩壊するという，現実でしばしば見られる現象を示した (3.7.2

項)．この現象が起きるメカニズムは，成功体験が補助的な報酬として働くこと
でコミュニティ活動が一時的に維持されるというものである (3.6.2項)．さらなる
実験から，コミュニティ活動の形成を促進するためには，中立的態度の参加者と
彼らが連れてくる人々や彼らと行動を共にしている人々のグループに対して，成
功体験や失敗体験を得られる状況を作り出すことが効果的であることが分かった
(3.7.1項)．
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本章では，人々が居住する場所を移動することは無く，かつ，近隣住民間での
助け合いが起こる程度には既に関係性が構築されている状況からの，コミュニ
ティ活動の形成を考察した．人口の流動性が高まる状況でいかにして地域コミュ
ニティを設計するかという，本研究の当初の問題意識に立ち返れば，さらに居住
者が入れ替わる状況や関係性が形成されたり消失したりする状況での検討が必要
である．具体的には，エージェントが入れ替わる状況でもコミュニティ活動の形
成は実現するのかや構成員の流出入量とコミュニティ活動の形成にはどのような
関係があるのか，関係性が形成されたり消失したりするすなわちネットワークの
構造が時間変化することはコミュニティ活動の形成にどのような影響を与えるの
か，さらに，その過程で形成される正方格子より複雑なネットワーク構造 3はコ
ミュニティ活動の形成にどのような影響を与えるのか，を明らかにすることが今
後の課題である．スケールフリー性やスモールワールド性といったネットワーク
構造が，情報の伝播速度などに大きな影響を与えることは広く知られている．複
雑な参照関係の構造やネットワーク次数が異なることが，参加行動の浸透プロセ
スに大きな影響を与えることは十分考えられる．

3.9 本章における新たな発見
本章ではシミュレーションとその結果の分析を通して，次の二点で当初の作業

仮説を超える新たな洞察を得た．

• 第一に，自己効力感は長期参加者の過剰な負担を埋め合わせることで活動
維持に貢献すると予想したが，そうではなく自己効力感は一時的参加者（中
立的態度の者）の参加を繋ぎ止めることで活動の拡大に貢献した．

• 第二に，自己効力感の醸成は活動が拡大する上で重要だが，全ての人々の
間でというよりは中立的態度の人々の間で醸成されることが特に重要であ
る．更に言えば彼らの集団の間で醸成されることが重要である．

第二の点は，自明ではない次の仮説を示唆する．

• 活動の草の根形成においては，中立的な態度の人々がどう行動するかが成
否の運命を分ける．具体的に言えば，活動を主導する者達（肯定的態度の

3例えばスケールフリー性やスモールワールド性を持つネットワーク構造
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者）が一定数居るならば，その次ぎに重要になるのは中立的態度の者達で
ある．彼らがたまたま参加したタイミングで，継続的に参加し続けられる
状況になっているかどうかが活動形成の成否を分ける．

舟橋村の調査では，コミュニティ活動の維持において規範意識が重要な役割を
果たしていることを発見し，規範意識の負の効果は自己効力感の効果により相殺
できるだろうという着想を得た．そしてそのアイデアに基づき，コミュニティ活
動の草の根形成メカニズムについての仮説を立てた．しかし，その草の根形成を
引き起こすトリガーは何か，どのようにすればそれを引き起こされるのかという，
本来の関心事項についての仮説までは立てられなかった．ABMの構築とシミュ
レーションから，活動の拡大プロセスで自己効力感がどのような役割を果たすか，
また，多様な態度を持つ人々が混在する場合に特にどのようなタイプの人々に大
きな影響が生じるかまで分析することが可能となった．その分析からわれわれは，
中立的態度の人々が草の根形成のトリガーであることを発見した．つまり構成論
的アプローチにより，個人における自己効力感の醸成がシステム全体におよぼす
波及効果と，その時に重要な役割を果たす構成要素を発見した．
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第4章 個人志向と社会志向が共存す
るサードプレイスの形成メカ
ニズムの研究

前章では，地域コミュニティの草の根拡大メカニズムを明らかにした．しかし，
前章では規範意識という連帯誘因が全ての人に働く状況を仮定していた．連帯誘
因が働かない人々，すなわち社会的に孤立した人々をいかにして地域コミュニティ
に巻き込むかという問題は残されている．そこで本章では，社会的に孤立した人々
を統合する仕組みについて検討する．本章ではその仕組みとしてサードプレイス
に着目する．仕組みを議論する前に，まず，なぜ社会的孤立が起こるのかを改め
て検討しておく．われわれはBeck (1986)の議論に注目して，社会的孤立の問題
を，現代社会で広く見られるライフスタイルが個人化する現象が引き起こす諸問
題の一つと捉え直す．すなわち，ライフスタイルが個人化することで人々が積極
的に地域との関係を築こうとしなくなったという問題がまずあり，ここにたびた
び移住するという状況が加わったことで，旧来の関係から切断され更に新たな土
地でも関係性を築かない社会的に孤立した人々が増加したと分析する．以上の分
析は，個人志向のライフスタイルを好む人達を社会的に統合することがより本質
的な問題であることを示唆する．そこで本章では，サードプレイスにおいて個人
志向の人々が，交流を好む社会志向の人々と共存できる方法を，エージェントシ
ミュレーションを用いて探索する 1．
本章では，既存の関係性に埋め込まれていないがゆえに連帯誘因が働かない孤

立した者達を，いかにして既存の社会関係に統合するかを問う．

1共存の実現を目指す理由は次の目論見に基づく．すなわち，孤立した個人志向の人々と地域
での関係性を豊富に持つ社会志向の人々が，同じタイミングで同じ場所を利用すれば，そこで偶
発的な交流が生まれるはずである．そういった偶然の出会いは両志向の間に新たな関係性を構築
するだろう．こうして作られた関係性が，個人志向の人々を地域社会に統合する切っ掛けとなる
はずだ．という目論見である．

65



Keyword: third place, placemaking, social integration, agent-based model, so-

cial dynamics

4.1 エピソードと問題意識
サードプレイスは，誰もが立ち寄れ会話に参加できるため新参者の社会統合の

場所として機能したり (Oldenburg, 1989)，多様な人々を引き寄せるため異質な者
との出会いや創造的な活動が生まれる場所として機能する (Florida, 2002)と言わ
れる．サードプレイスがそれらの機能を発揮するためには，単に居心地の良い場
所を作るだけでは不十分である．誰もが利用できる開かれた場所となるように設
計すること，更に言えば利用者の多様性と異質性が “実際に担保される”よう設
計することが必要である．
われわれは，ある地方自治体（石川県能美市，以降では単に能美市と呼ぶ）に

おいて，地域の社会統合を促進する場となりかつ地域の魅力をも作り出すサード
プレイスを作り出すプロジェクトに取り組んだ (小林・山田, 2014a,b, 2015)．能
美市が直面する若年者人口の減少という問題に対して，サードプレイスを作るこ
とで，就職を機に地域外へ転出する域内若者の定住を促進し，かつ域外の単身者
や家族移住の移住を促進する，というのがプロジェクトの目論見であった (小林・
山田, 2014a)．サードプレイスが存在することで，新たに転入してきた人々にとっ
ては既存のコミュニティに溶け込む切っ掛けができるし，新しく社会人になる青
年達にとっても地域の大人達のコミュニティに参加をする切っ掛けとなるはずで
ある．また，街の中の居心地の良い場所は，新たに移住してくる人達に対する大
きなアピールポイントとなるし，就職の時期を迎える青年達にとっても住んでき
た街にあえて残る理由を与えるはずである．そこでわれわれはまず，若者にとっ
ての居心地がよい街の中の場所はどのような場所であるかを調べた．しかし既に
実施されていた住民調査の分析と追加調査から明らかになったのは，若者達は，
知らない他者との会話や出会いを楽しめる場所というよりは，カフェのような自
分の時間を過ごせる場所を求めているということであった (小林・山田, 2014a,b)．
以上の状況把握を踏まえてわれわれは，Oldenburgが論じる交流の場所として

のサードプレイスを作るだけでは，若者の定住・移住促進を実現できないことに
気がついた．Oldenburgが論じるサードプレイスは，「居心地が良い場所を作り出
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せば，人々が集い会話や交流が生まれる場が作り出せる．会話や交流は場所の新
たな魅力として作用するはずなので，後は自発的に利用は拡大するはずである．
ゆえに始めの居心地の良ささえ慎重に作り込めばよいはずだ」，というロジック
で作り出せると思われた．しかしこの構図は，少なくとも若者には当てはまりそ
うもなかった．彼らにとっての居心地のよい場所とは，自分の時間を過ごせる場
所である．したがって，彼らがどれだけ集まろうと知らない他者との会話や交流
は生まれそうもなかったし，さらに悪いことにそういった予期せぬ会話や交流は
彼らにとっての居心地の悪さの原因となる可能性すらあった．以上の考察は次の
二つの論点を明らかにした．すなわち，

• 自分の時間を過ごせる場所を街の中に求める者が一定数おり，彼らの利用
はOldenburgが論じるサードプレイスを作るだけでは達成できない．

• 自分の時間を過ごせる場所を街の中に求める者とっては，他者との会話や
交流は居心地の悪さの要因となる可能性がある．

これらは，利用者の多様性と異質性が担保されるよう設計する上での具体的な難
しさとその論点を示している．自分の時間を過ごせる場所でもあり，交流の場所
としても機能するサードプレイスを作ることは簡単ではなく，設計のためには詳
細な設計が必要である．
ではいかにすればそのようなサードプレイスを作り出せるのだろうか．本章の

研究の問題意識はここから始まった．われわれは多様な人々の共存を実現する鍵
となる変数として，居心地の良さを作り出す要因，特に居心地の良さを作り出す
社会的要因に注目した．本章の研究は，「居心地の良さを作り出す社会的要因が，
サードプレイス利用者の多様性と異質性を低減させている．したがって，これら
の要因を適切に設計することで共存を実現できるのではないか．例えば，交流を
楽しみたい人と，自分の時間を楽しみたい人で利用スペースを分けたり，ごくた
まにだけ二つのタイプの間で会話や交流が起こるようにすることで，共存を実現
できるのではないか」という仮説から出発した．

4.2 本章の目的
サードプレイス (Third Place, 以下 TPと表記する)とはコーヒーショップや

バー・居酒屋・図書館のような、自宅（ファーストプレイス）や職場・学校（セ
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カンドプレイス）以外の居心地が良く仲間たちとの会話を楽しめる場所である．
多様な人々が集うTPは，日常生活では関わりを持たない者との出会いや対話の
機会を人々に提供すると言われ，それゆえにTPは断片化した地域社会を統合し
公共意識を養う機能を持つと考えられている (Oldenburg, 1989)．しかし，街路
やレストラン・タウンホールでの集合的経験から，テレビの前での個人的経験へ
とのライフスタイルの変化に起因して，伝統的なコーヒーショップのような他者
との会話や交流を楽しむ場所は減少しつつある (Putnam, 2000)．具体的な内容に
入る前に，本論文におけるTPの定義を明確にする．本論文ではTP定義として，
Oldenburg (1989)の定義を全面的に採用する．すなわち，TPとは個人の視点か
ら見たとき，家庭でも学校・職場でもない居心地の良い場所である．TPとは集
団の視点から見たとき，誰もが集える交流の場所である．以上の二つの条件を満
たすもののみが TPである．続く段落でTPの具体例としてコミュニティカフェ
を挙げるが，そこでTPとして言及するコミュニティカフェは全て上の二つの条
件を満たす物である 2．
近年，地域活性化や社会問題の解決を目的とした，コミュニティカフェと呼ば

れる地域の拠点を創出する試みが盛んに行われている (大分大学福祉科学研究セ
ンター, 2011; 長寿社会文化協会, 2014)．その多くは，子育て支援や障がい者の生
活自立支援といった具体的なテーマを掲げ，テーマを共有する人々のための場所
を作ることを目的としている．一方で，明確なテーマを掲げず，社交の場として
のコミュニティカフェ作りも行われている．小辻 (2013)は，そのような「市民セ
クターが運営する誰でも自由に利用でき，運営者や他の客と自由に交流ができる
社交場」をまちの居場所と呼び，まちの居場所づくりが，近年問題となっている
社会的孤立を解決するために有効であることを指摘している 3．小辻が着目する
まちの居場所は，現代日本におけるTPの一つの形と言えよう．誰もが自由に利
用できる交流の場所としてのTPは，社会関係が希薄化し社会的孤立の弊害が表

2コミュニティカフェはプラットフォームであるため，TP以外の形態でも使われる．たとえ
ば，アートプロジェクトの拠点として使われるコミュニティカフェ（自己表現のために使われる
コミュニティカフェ）や，特定の人々の間での情報交換や相互扶助の拠点として使われるコミュ
ニティカフェがある．これらは本論文の TPの定義に当てはまらない．したがってこれらは本論
文の議論の対象ではない．一方で，コミュニティカフェでなくとも上の二つの条件を満たせばTP

である．たとえば，井戸端会議が発生するバス停脇のベンチなどは TPである．これらは本論文
の議論の対象である．

3ここでの社会的孤立とは，主観的な孤独状態ではなく家族やコミュニティとの接触がほとん
ど無い客観的な孤立状態 (Townsend, 1957)を指す．
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面化しつつある現代において (NHK「無縁社会プロジェクト」取材班, 2010)，孤
立した人々に新たな社会関係を構築する機会を提供する仕組みとして再評価され
つつある．
しかし，誰もが自由に利用できる交流の場所を作り出すことは容易ではない．

例えば，社交の場を謳い作り出されたコミュニティカフェの全てが，誰もが自由
に利用できる場所となっているわけではない．コミュニティカフェは，交流を好
む一部の人々に専有されやすく，それ以外の人々が排除されやすいという問題が
指摘されている (大分大学福祉科学研究センター, 2011)．具体的には，高齢者や
女性の利用者がなじみを形成しやすく，若者や男性が気軽に立ち寄れない雰囲気
が作られやすいことが指摘されている．一方で，TPの概念を提唱したオールデン
バーグがカフェをTPの例として挙げたこと (Oldenburg, 1989)に着目して，TP

をコンセプトとして運営を行うチェーン店カフェもあるが，それらは知らない他
者との交流の場所となりにくいという問題を持つ．近年の都市生活者への意識調
査が明らかにするように，都市には，公共空間における居心地の良い場所として，
集い・交流できる場所を求める人々がいる一方で，自分の時間を過ごせる場所を
求める人々が多数存在している (久繁, 2007; 小林・山田, 2014b; 畠山・丹羽・佐
野・菊池・佐藤, 2015)．チェーン店カフェは，知らない他者との社交場というよ
りは，彼らが一人の時間を楽しんだり (斎藤・栫井・中嶋・五十嵐・木口, 2008)

友人との時間を楽しんだり (田中・梅崎, 2012)する場所として利用される傾向に
ある．個人的な経験やライフスタイルを重視する人々が増えつつある現代社会 4

において，誰もが自由に立ち寄り，時に交流を楽しむことができる場所はいかに

4このような人々の増加は，一時的で流行的なものではなく，社会構造の変化に起因した永続
的な変化と言われる．社会学者のウルリッヒ・ベックは，1980年代ごろから先進諸国で広く見ら
れるようになった，職業集団，地縁組織，家族などのかつては安定的と考えられていた社会集団
の結びつきが弱くなり，個人が選択を行える領域が拡大してライフコースや消費嗜好の多様化し
ていく変化を，「個人化」と呼んだ (Beck, 1986)．彼はその原因を，(1)経済成長が物質的生活の
向上をもたらし，個人的欲求を優先する土壌を作ったこと，(2)労働市場の整備が，大多数の人間
が自らの労働力を売り生計を維持することを可能にしたこと，(3)社会保障制度の整備が，個人
が市場において失敗しても生存を維持できる環境を作ったことにあると分析し，この変化は社会
構造の変化に起因して起こる半ば必然的な変化であると主張する．日本でも同様の変化が起こっ
ていることが指摘されている (武川, 2004)．ベックの他にも，社会的な結びつきが弱まる一方で
人々のライフスタイルが個人化していく変化を，近代化が進み後期近代と呼ばれる段階に至った社
会で一般的に見られる構造的変化と分析する者は多い (Bauman, 2000; Beck, Giddens and Lash,

1994)．したがって，個人的な経験やライフスタイルを重視する人々の増加は，一時的で流行的な
変化というよりは永続的な変化と捉えるのが妥当である．
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すれば作り出せるのか．
本章の目的は，近年増加しつつある公共空間に自分の時間を過ごすことを求め

る人々に着目し，交流を求める人々に専有されやすいコミュニティカフェのよう
な場所を，両者が共存できるTPとして設計する方法を明らかにすることである．
特に，居心地の良さに動機づけられる形で，双方が自然に集う場所を作り出す方
法を，エージェント・ベース・モデルの構築とシミュレーションから明らかにす
る．本章で着目する公共空間に自分の時間を過ごすことを求める人々とは，若い
世代に多く見られる「伝統的な繋がりや関係性より自らの楽しさや充実感を重視
する人々」(豊田・岡本, 2005)である．以降では，そのような個人的な経験やラ
イフスタイルを重視する人々を個人志向の人々5と呼び，従来の交流を好む人々
を社会志向の人々と呼ぶことにする．われわれが個人志向の人々の共存に着目す
る理由は，個人志向の人々が特に社会的繋がりを失うリスクに晒されていると考
えるからである 6．TPでの共存は，個人志向の人々に社会志向の人々との偶然の
出会いや交流をもたらし，それは地域コミュニティなどの既存の社会関係への再
統合を促すはずである 7．

4.3 サードプレイスを設計する上での課題
なぜコミュニティカフェは社会志向の人々に専有されやすいのか．公共空間に

おける居心地の良さを作り出す要因として，場所が持つ物質的要因の重要さに加
えて，社会的要因の重要性が指摘されてきた (井川・高田・三浦, 2005; Waxman,

2006;林田, 2011)．照明や空間のデザインといった物理的要因が，居心地の良さを

5ここで論じる個人的志向の人々は，ベックらが指摘するライフスタイルや価値観が個人化し
た人々とも対応する．

6人々のライフスタイルが個人化し社会的な結びつきが弱まる現代社会では，個人の自由の拡
大と引き替えに社会的排除のリスクが高まる (Young, 1986)．近年このリスクの認識が，社会的
包摂というスローガンの下で新たな社会保障制度の創出を推進してきた (藤本, 2012)．

7交流を求めずに地域社会で孤立する人々をどうするかという問題（個人志向の人々の社会的
統合の問題）の他にも，次のような問題が存在することは容易に想像できる．それは，交流を求
めながら地域社会で受け入れられない人々をどうするかという問題である．例えば，若者が地域
の既存コミュニティに受け入れられないという問題である．しかしこの問題は，本論の問題意識
からは相対的に重要ではない．なぜなら，そのような社会志向の若者達は，同世代同士での繋が
りは持っているはずで，その繋がりはどこからで地域の既存コミュニティに繋がっているはずだ
からである．広い視点に立てば，彼らは十分に社会統合されている可能性が高い．そのため本論
文では，より重要な個人志向の人々の社会統合という問題に着目する．
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作り出し利用を動機づけることはよく知られている（たとえば原田・木下 (2004)）．
しかし物理的要因だけではなく，店主のパーソナリティ(井川他, 2005)や，情緒
的な繋がりを感じられる人々がそこに居るか (Waxman, 2006)，仕事や仕事上の
立場から逃げられる場所であるか (林田, 2011)といった社会的要因も，その人に
とっての居心地の良さを生み出す重要な要因であることが指摘されている．次の
二つの理由から，居心地の良さを生み出す社会的要因が共存を妨げる原因となっ
ている可能性がある．
第一に，居心地の良さを作り出す社会的要因は，利用者ごとに全く異なる可能

性があり，それが共存を難しくする．照明や空間のデザインといった物理的要因
は，利用者が個人志向であるか社会志向であるかによらずに，おおよそ同じ傾向
の印象を与えることが報告されている (小林・山田, 2014b)．しかし，社会的要因
の効果はそれほど一様とは限らない．例えば，仕事や仕事上の立場から逃れたい
人達 (林田, 2011)にとっては，職場の同僚がその場に居ることは居心地の悪さを
作り出すはずである．一方で，会話や交流を通した情緒的な繋がりを求める人達
(Waxman, 2006)にとっては，知人や友人が居ることは居心地の良さとなるはず
である．このように，ある社会的環境が利用者によって真逆の印象を与えること
は十分あり得る．
第二に，居心地の良さを作り出す社会的要因は，場所に集う利用者によって作

り出されるという側面を持っており，それが一層共存を難しくする．具体的には，
次のような構造的問題が内在している可能性がある．社会志向の者は主に交流す
ることを目的に訪れるため，会話や交流ができる利用者が居ることは居心地の良
さの要因となるはずである．一方で，個人志向の者は主に煩わしいコミュニケー
ションから逃れて自分の時間を過ごすために訪れるので，会話や交流を積極的に
行わないであろうし，それを求められることは居心地の悪さの要因となるはずで
ある．そうであるならば，社会志向の利用者が増えればそれだけ会話や交流の機
会が増え，ゆえに個人志向の利用者にとっては居心地の悪い場所となる．反対に，
個人志向の利用者が増えればそれだけ会話や交流の機会は減り，ゆえに社会志向
の利用者にとって居心地の悪い場所となるはずである（図 4.1）．このように，一
方の利用行動が，居心地の良さを作り出す社会的要因を介してもう一方の利用行
動を阻害するならば，両志向の共存は一層困難である．多くのコミュニティカフェ
が高齢者や女性といった社会志向の利用者に専有されやすいこと (大分大学福祉
科学研究センター, 2011)は，この構造的問題が一因であると思われる．社会志
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対立！ 

社会志向の人々 
他者との会話や交流という 

居心地の良さを求める 

個人志向の人々 
自分の時間を過ごせる 

居心地の良さを求める  

社会志向の増加
→多すぎる交流や会話 
→個人志向の居心地の悪さ 

個人志向による占有
→不足する交流や会話
→社会志向の居心地の悪さ 

図 4.1: TPにおける構造的問題

向の人々と個人志向の人々が共存できるTPを作り出すためには，居心地の良さ
を作り出す社会的要因に注目し，専有を引き起こす構造的問題を解決する必要が
ある．

4.4 方法
本章では，TPでは会話や交流に起因した居心地の良さが生み出されており，そ

の居心地の良さに誘引された行動が，一方の志向による専有を引き起こしている
との仮説の下で，エージェント・ベース・モデル（ABM）の構築とシミュレー
ションを行い，社会志向の人々と個人志向の人々の共存を実現する方法を明らか
にする．
エージェントシミュレーションを用いる理由は二つある．第一に，交流や居心

地の良さと利用者行動の複雑な関係（具体的には，4.3節で第二の問題として挙
げた点を参照せよ）を適切に扱い分析するためである．エージェントシミュレー
ションは，各主体の意思決定と相互作用をモデル化し，繰り返し相互作用の結果
としてどのような集団行動が現れるかを観察するアプローチである．したがって
ABMであれば，ある利用者の行動が居心地の良さを介して他の利用者の行動に
影響を与えるといった関係を適切に表現できるし，その長期的な波及効果も評価
できる．第二に，複数の設計の効果を評価し比較するためである．効果的な設計
を検討するためには社会実験などにより実証的に評価することが望ましい．しか
し，社会実験は条件を統制することが難しく，莫大なコストも掛かるため十分な
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図 4.2: TPにおける利用者行動モデル

数の試行が行えないという問題がある 8．エージェントシミュレーションは，複
雑な影響関係にある設計の効果を評価し，統制された条件の下で結果を比較する
ことを可能にする．

4.5 エージェント・ベース・モデル

4.5.1 モデルの概要

本章では，ある一つのTPと，それを利用する可能性がある潜在的な利用者集
団をモデル化する．利用者の行動は，居心地の良さに動機づけられた行動として
モデル化される．特に，交流や会話に起因して発生する居心地の良さに着目して
モデル化し，社会志向と個人志向の人々によってTPがどのように利用されるか
をシミュレーションから観察する．本論では，利用者の行動を次のように単純化
して捉える．各利用者はある単位期間ごとにTPを訪れるかどうかの意思決定を
行う．TPを利用して居心地が良かった場合は，次の期間も TPを訪れやすくな
り，居心地が悪かった場合は訪れにくくなる．図 4.2は TPの利用者行動モデル
の概略図である．以降では，t回目の意思決定と行動が行われる時点を step tと
呼ぶ．
一人の利用者を一体のエージェントとして表現する．社会志向の利用者と個人

志向の利用者が共存可能なTPを検討するために，社会志向の人々をモデル化し

8例えば，TP創出の社会実験を行う小林・山田 (2014b)，小林・山田 (2015)は，条件の統制
は行わない実験を数度実施し，その結果を事後的に分析するに留まっている．
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た社会志向エージェント（以降では，略して社会志向と呼ぶことがある）と，個人
志向の人々をモデル化した個人志向エージェント（略して個人志向と呼ぶことが
ある）が混在する集団を考える．二種類のエージェントは居心地の良さを感じる
基準やTPで交流をする傾向が異なるという点からその違いが表現される．集団
に含まれる社会志向エージェントの数はNsoc，個人志向エージェントの数はNind

である．人々の仲を取り持つコミュニティリーダーの存在は共存を促進すると考
えられるが，本モデルではそのような特別な働きをする者の影響は検討しない．
3.5節で論じたように，特別な働きをする人材を見つけること自体が難しいため，
地域コミュニティの設計とういう観点からは，特別な存在が居なくても共存を実
現できる方法を発見することの方が価値がある 9．そこで，各利用者は，TPで起
こるコミュニケーション（正確には他の利用者の間で起こるコミュニケーション）
には，一切介入しない状況を考えてモデル化する．

4.5.2 サードプレイスの利用行動

TPの利用行動は，各々が TPをどれだけ好んでいるかという評価に基づいて
決まると考えモデル化する．エージェントが step tで当該のTPをどの程度好ま
しく思っているかの評価をAt

iで表現する．At
iは 0から 1の実数を取る変数とす

る．ここで 1は TPを好ましく思っている状態を，0は好ましく思っていない状
態を表す．TPの利用頻度は TPへの評価と正の相関関係にあると考えるのは妥
当に思える．そこで，利用の意思決定が主に TPへの評価 At

iに基づいて行われ
る場合を考え，利用行動を評価に基づいた確率的な行動としてモデル化する．す
なわち，エージェント iが step tでTPを訪れるか (Visit) 訪れないか (Not visit)

という行動 (Bt
i)は，（式 4.1）に従い決まるものとする．

Bt
i =

⎧
⎪⎪⎪⎪⎨

⎪⎪⎪⎪⎩

Visit, At
i > rand(0, 1)

Visit, δ > rand(0, 1)

Not visit, otherwise

(4.1)

rand(0,1)は 0から 1の一様乱数（0以上 1未満）である．δは利用行動を誘発す
る外的要因の強さを表している．たとえば，友人や知人に誘われてTPを訪れる

9利用者に特別な働きを期待することは難しい．一方でTPには運営者がおり，運営者が利用者
間のコミュニケーションを取り持つような特別な働きをすることは十分期待できる．そこで 4.6.3

項では，“運営者が”利用者間のコミュニケーションを促進するような特別な役割を果たす場合に
ついて検討する．
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場合のように，さまざまな理由で利用行動は起こるだろう．δはそういった本論
では明示的に考慮しない要因が引き起こす利用行動を表現している．δは 0から
1の実数を取り，1に近いほど外的要因の影響が強いことを意味する．単純化の
ために，外的要因の影響には個人差も時間変化もない場合（δは iや tによらずに
一定の値）を考える．意思決定は同時かつ互いに独立になされ，全てのエージェ
ントが毎 stepごとに意思決定を行う．
TPで起こる会話や交流は，各利用者の積極的に交流をしようとする態度に依

存して起こるものとしてモデル化する．TPを利用したエージェント iが他者と
のコミュニケーションを希望する確率（以降では，コミュニケーション傾向と呼
ぶ）を pi，エージェント jが他者とコミュニケーションを希望する確率を pjとし
よう．両者の間で実際にコミュニケーションが起こるのは，両者が共にコミュニ
ケーションを希望した場合のみであると考えるならば，コミュニケーションが起
こる確率は pi · pjとしてモデル化できる 10．人々が相手やタイミングによってコ
ミュニケーション傾向を変えることや，コミュニケーション傾向に個人差がある
ことは当然考えられる．しかし本論では，そのような複雑な場合は考えず，コミュ
ニケーション傾向 piが各志向間でのみ異なる場合を考える．このような単純な場
合を考える理由は，TPにおける共存の難しさは，人々の交流の仕方の多様さと
いうよりは，居心地の良さの感じ方の多様さに起因していると考えるからである．
以降では，社会志向エージェントに共通するコミュニケーション傾向を psoc，個
人志向エージェントに共通するコミュニケーション傾向を pindと表記する．step

tでTPを利用したエージェント iとエージェント j（Bt
i = Visit, Bt

j = Visit ）の
間で実際に交流が起こるかどうか（ctij）は，（式 4.2）により計算される．ctijと ctji

は同じ値である．step tでエージェント iが交流した人数（nt
i）は（式 4.3）によ

10他にも，両者がコミュニケーションが望んだ場合に実際にコミュニケーションが起こるという
よりは，一方がコミュニケーションを望みかつもう一方がそれを受け入れた場合にコミュニケー
ションが起こると考えてモデル化することもできる．どちらがモデルとして妥当であるかを判定
するには，実際の TPでのコミュニケーションを調査する必要がある．ここでは，本脚注で記載
した方法ではコミュニケーションを受け入れる確率という新たなパラメータを導入する必要があ
り，本論の関心から外れる所でモデルが複雑化するデメリットがあると考え，同じぐらい説得力
がありながらより単純な本文で記載した方法を採用した．
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り計算される 11．

ctij =

⎧
⎨

⎩
1, pi · pj > rand(0, 1)

0, otherwise
(4.2)

nt
i =

∑

j

ctij (4.3)

4.5.3 居心地の良さとサードプレイスの評価形成

TPにおける居心地の良さを，社会的要因に起因した居心地の良さと，物理的
要因に起因した居心地の良さからモデル化する．TPへの評価At

iは居心地の良さ
に基づいて形成されるものとしてモデル化する．ここで想定する居心地の良さを
作り出す社会的要因とは，交流や会話である．居心地の良さを作り出す物理的要
因とは，雰囲気の良い空間デザインやコーヒー，音楽の提供といったサービスで
ある．われわれの関心は，社会的要因と利用行動の関係であるので，本論ではこ
こに焦点を当てたモデル化を行う．TPの評価に影響を与えるその他の要因につ
いては，その影響が十分小さいか統制されている場合を考えることにして，ここ
では考慮しない．図 4.3は会話や交流に基づいた居心地の良さとTPの評価形成
の概略図である．
交流や会話に基づいて主観的な居心地の良さが判定される仕方はさまざま考え

られるが，本論では最も単純と思える交流人数に基づいた閾値モデルとしてモデ
ル化する．すなわち，利用者は次のように居心地の良さを判断しているものとし
てモデル化を行う．交流や会話を求める社会志向の者にとっては，TPでの他者
との交流は居心地の良さを生み出すだろう．したがって多くの交流はTPの評価
を上げるはずである．一方で，一人の時間を過ごしたい個人志向の者にとっては，
他人に自分の時間を邪魔されずに自分の時間を過ごせることが居心地の良さを生
み出すはずである．したがって少ない交流がTPの評価を上げるはずである．以
上の判断がある閾値に基づいてなされると考えれば，エージェント iの step tで
の居心地の良さは，TPで交流した人数 nt

i と iが持つ閾値に基づいて判定され，
居心地が良いと感じればAt

iは増加し，居心地が悪いと感じればAt
iは減少すると

11このモデルでは TPを訪れた人が，他の全ての利用者と交流することも論理的にはあり得る．
しかし，例えばNsoc = 50, Nind = 50, psoc = 0.7, pind = 0.2で，全てのエージェントが TPを利
用している場合でも，社会志向エージェントが他の 99体全てのエージェントと交流する確率は
1.0× 10−57 以下である．交流人数（nt

i）が非現実的なほど大きい数値になる確率は極めて低い．
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図 4.3: 交流に基づいた居心地の良さとTPの評価形成

表現できるはずである．ここで閾値とは，社会志向の者にとってはTPで居心地
の良さを感じるのに必要な交流人数を意味し，個人志向の者にとってはTPで居
心地の悪さを感じ始める交流人数を意味する．以上を形式的に表現し，エージェ
ント iが社会志向エージェントである場合は（式 4.4）に従いAt

iを更新し，個人
志向エージェントである場合は（式 4.5）に従いAt

iを更新するものとする．

At+1
i =

⎧
⎪⎪⎪⎪⎨

⎪⎪⎪⎪⎩

At
i−0.1+γ, (nt

i<αi)∧(Bt
i =Visit)

At
i+0.1+γ, (nt

i≥αi)∧(Bt
i =Visit)

At
i, otherwise

(4.4)

At+1
i =

⎧
⎪⎪⎪⎪⎨

⎪⎪⎪⎪⎩

At
i+0.1+γ, (nt

i<βi)∧(Bt
i =Visit)

At
i−0.1+γ, (nt

i≥βi)∧(Bt
i =Visit)

At
i, otherwise

(4.5)

ここで，αiは社会志向エージェント iが持つ閾値であり，交流人数 nt
iが αi以上

であれば居心地の良さを感じ，そうでなければ居心地の悪さを感じる．βiは個人
志向エージェント iが持つ閾値であり，交流人数 nt

iが βi以上であれば居心地の
悪さを感じ，そうでなければ居心地の良さを感じる．αiと βiは 1以上の自然数
である．閾値は個々人の性向に由来するため短期間では変わらないと思われるの
で，個人差はあるが時間変化は無い場合を考える．
γは居心地の良さを生み出す物理的要因の影響である．物理的要因は個人志向
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1: for each step t do

2: for each agent i do

3: Calculates Bt
i according to (4.1)

4: end for

5: for each pair of visiting agents i, j do

6: Calculates ctij according to (4.2)

7: end for

8: for each visiting agent i do

9: Calculates nt
i according to (4.3)

10: end for

11: for each agent i do

12: Updates At
i according to (4.4)(4.5)

13: end for

14: end for

図 4.4: シミュレーションの手続き

であっても社会志向であってもおおよそ同じ印象を与えるとの報告に基づき，物
理的要因の影響は各志向間で差は無いものとしてモデル化する．また単純化のた
めに，物理的要因の影響に個人差は無く，常に一定の居心地の良さが得られる場
合を考える．γ = 0は物理的要因の影響が無いことを，0 < γ < 0.1は社会的要因
に比べて弱い影響しかないことを，0.1 ≤ γは社会的要因より強い影響があるこ
とを意味する．新たな TPが形成される場合を考えるために，人々が当該の TP

にどのような関心も肯定的評価も持たない状況を初期設定とする．すなわち，全
てのエージェントの初期評価A0

i は 0とする．At+1
i の値が 1を超える場合は 1に，

0を下回る場合は 0に適宜修正する．

4.5.4 手続き

シミュレーションは，TP利用の意思決定（式 4.1），TPでの交流（式 4.2）（式
4.3），評価の更新（式 4.4）（式 4.5）という三段階の処理から成る．一連の処理を
1 stepとして，step T まで繰り返す．図 4.4にシミュレーションの手続きを示す．
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図 4.5: TPの状態（St）の定義

4.5.5 評価指標

TPが共存状態にあるのか，それとも専有状態にあるのかを評価する簡便な指
標を導入する．Step tにおけるTPの状態（St）を，個人志向エージェントの利
用数（vtind）と社会志向エージェントの利用数（vtsoc）から定義する（図 4.5）．す
なわち，vtind/Nind ≥ 0.4かつ vtsoc/Nsoc ≥ 0.4の状態を共存，vtind/Nind ≥ 0.4かつ
vtsoc/Nsoc < 0.4の状態を個人志向専有，vtind/Nind < 0.4かつ vtsoc/Nsoc ≥ 0.4の状
態を社会志向専有，vtind/Nind < 0.4かつ vtsoc/Nsoc < 0.4の状態を非利用と定義す
る．図 4の横軸は step tにおける個人志向エージェントの利用割合（vtind/Nind），
縦軸は社会志向エージェントの利用割合（vtsoc/Nsoc）である．最終 stepにおける
状態 ST を評価指標として用いる．加えて実験では，各志向の利用者数 vtind, v

t
soc

の推移も観察する．

4.6 シミュレーション結果
会話や交流に起因した居心地の良さは，本当に一方の志向による専有を引き起

こすのだろうか．どちらの志向が専有するかは何によって決まるのだろうか．こ
れらの疑問に答えるために 4.6.2項ではまず，何も設計が施されていない TPを
想定し，利用者集団の構成や利用者の性質とそこで作り出されるTPの状態の関
係を検討する．加えてその分析から，専有が起こるメカニズムを考察する．続く
4.6.3項では，一方の志向による専有を防ぎ，共存を実現する方法を検討する．具
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体的には，物理的要因に起因した居心地の良さが提供される場合と，二つの志向
間のコミュニケーションが操作される場合について実験を行う．4.6.1項では，実
験に先だって基本的なパラメータ設定や実験で操作するパラメータについて説明
する．

4.6.1 パラメータ設定

TPとして具体的に想定するのは，地域住民のために開かれる小規模なコミュ
ニティカフェである．利用者集団の規模は，町内会単位の住民を想定して，エー
ジェントの数は 100体とする．Step数は，エージェントの行動がおおよそ収束す
るまでの十分な長さとして step 500まで（T = 500）とする．TPの利用を動機
づける外的要因の強さは，At

iに比べて十分小さい場合を考えて δ = 0.05とする．
TPの状態を決定すると思われるパラメータは二つある．人々がどのような基準

で居心地の良さを感じるか（各エージェントの閾値 αi, βi），利用者がTPでどの
ような交流や会話をするか（各エージェントのコミュニケーション傾向 psoc, pind）
である．本論では，TPにおける共存の難しさは，人々の交流の仕方の多様さと
いうよりは，居心地の良さの感じ方の多様さに起因していると考えるので，人々
の居心地の良さの基準（各エージェントの閾値 αi, βi）に注目する．二つのパラ
メータに加え，個人志向の人々がどの程度いるか（エージェント集団に含まれる
個人志向エージェントの割合，以降ではこの割合を rindと表記する）もまたTP

の状態と関係するはずである．
そこで，4.6.2項では各エージェントの閾値と個人志向エージェントの割合を操

作して，TPの状態がどのように変化するかを観察する．コミュニケーション傾
向は，社会志向エージェントのものと個人志向エージェントのものに十分な差が
ある場合を考え pind = 0.2, psoc = 0.7とする 12．個人志向エージェントの割合 rind

は，を rind = 0.05 ∼ 0.95を 0.05刻みで，または，rind = 0.1 ∼ 0.9を 0.1刻みで検
討する．個人志向エージェントの数Nindは 100rind，社会志向エージェントの数
Nsocは 100(1− rind)である．社会志向エージェントの閾値αiは，平均 µsoc = 10，

12本論でその他の設定は検討しないが，たとえば，両志向の値の差が本論の設定より大きい場
合や小さい場合，また値が共に小さい場合や大きい場合では，利用者の行動は異なってくるだろ
う．個人志向のコミュニケーション傾向が社会志向のコミュニケーション傾向より大きいことは
考え難いので，pind < psocという関係は成り立つ必要がある．しかしこれを満たせば，本論で採
用する値以外にも，psoc,と pind はどのような値をとってもよい．
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標準偏差 σsoc = 2の正規分布からランダムに抽出された値（αi ∼ N(10, 2)）とし，
個人志向エージェントの閾値 βiは，平均 µind = 3，標準偏差 σind = 2の正規分布
からランダムに抽出される値（βi ∼ N(3, 2)）とする 13．この設定では，二つの
志向の居心地の良さを共に満たすような量の交流がTPで起こることはほとんど
ない，したがって利用者の性質に起因して二つの志向の共存は困難である．値を
正規分布から抽出するのは，閾値に個人差がある状況を考えるためである．閾値
は，以上の設定をベースラインとして，全部で 6つの条件で実験を行う．すなわ
ち，双方の居心地の良さを共に満たすような量の交流が全く起こらない共存不可
能な条件（ µsoc = 10, µind = 1），共に満たすような量の交流がある程度起こる共
存可能な条件（ µsoc = 10, µind = 5），さらにそれぞれの条件で個人差が無い場合
（ σsoc = 0, σind = 0 ）を加えた 6条件である．共存不可能な条件は，ベースライ
ン条件と比べて個人志向エージェントの閾値が低い，したがって個人志向の人々
が交流の量に対して不寛容な条件とも言える．同様に，共存可能な条件は個人志
向エージェントの閾値が高いので，個人志向の人々が交流の量に対して寛容な条
件とも言える．4.6.2項では，物理的要因に起因した居心地の良さ γは 0とする．
4.6.3項では，共存を実現する方法を明らかにするために，物理的要因に起因し

た居心地の良さの提供がある場合（γ = 0.05）と，TPでのコミュニケーション
が操作される場合（（式 4.2）が異なる形式となる場合）について検討する．

4.6.2 会話や交流が生み出す居心地の良さと利用者行動の関係

まずは，何も設計が施されていない状況で，さまざまな利用者集団の構成によ
り，どのようなTPの状態が作り出されるかを確認する．図 4.6は，各設定で 100

試行の実験を行い，最終 step時点でのTPの状態（S500）を集計した結果を示し
ている．白は共存が実現した試行，薄いグレーは社会志向エージェントに専有さ

13閾値の値は，各エージェントが交流できる人数の期待値に基づき決めた．TPを利用した個人志向
エージェントが交流できる人数の期待値（Eind）と社会志向エージェントの交流人数の期待値（Esoc）
は，TPを利用した個人志向エージェントの数（vind）と社会志向エージェントの数（vsoc）を変数と
した，次の式で計算できる．Esoc = vsocpsocpsoc+vindpsocpind, Eind = vsocpindpsoc+vindpindpind．
社会志向エージェントの閾値 αi が Esoc > αi であれば社会志向は継続利用しやすく，個人志向
エージェントの閾値 βi が Eind < βi であれば個人志向は継続利用しやすいと言えよう．そこで，
Esoc > αi かつ Eind < βi を満たす vtsoc, v

t
ind の領域がほとんどない設定（αi = 10,βi = 3）を共

存困難な状況，満たす領域が全くない設定（αi = 10,βi = 1）を共存不可能な状況，満たす領域
がある程度ある設定（αi = 10,βi = 5）を共存可能な状況と定義して，実験設定に用いた．αiの
値を固定して βi の値を変化させているのは，結果の解釈を容易にするためである．
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図 4.6: 個人志向エージェントの割合とTPの状態の関係

れた試行，濃いグレーは個人志向エージェントに専有された試行の割合を示して
いる．横軸は個人志向エージェントの割合（rind）である．その他の条件設定は，
共存困難で閾値に個人差がある条件（µsoc = 10, σsoc = 2, µind = 3, σind = 2）か
つ，物理的要因からの影響が無い条件（γ = 0）である．図から，個人志向エー
ジェントが少ない，または多い条件（rind ≤ 0.35, 0.8 ≤ rind）では，個人志向エー
ジェントによる専有が起こりやすく，個人志向エージェントと社会志向エージェ
ントの数が同じ程度の条件（0.4 ≤ rind ≤ 0.75）では社会志向エージェントによ
る専有が起こりやすいことが分かる．また，個人志向エージェントの数が多い条
件（0.8 ≤ rind）では，いくらか共存が起こることも分かる．単純に考えれば，個
人志向エージェントが少なければ社会志向に専有されやすく，多ければ個人志向
に専有されやすくなるように思えるが，それとは異なる結果になったのはなぜだ
ろうか．
図 4.7は，rind = 0.5において社会志向専有となったある試行の利用者の推移で

ある．個人志向エージェントの利用数（青線），社会志向エージェントの利用数
（赤線）の推移を示している．横軸は stepである．また，個人志向エージェント
が利用の多数を占めている期間 (I)，社会志向エージェントが多数を占めている期
間 (III)，その切り替わりが起こっている期間 (II)を図中で示している．共存困難
で閾値に個人差がある条件（µsoc = 10, σsoc = 2, µind = 3, σind = 2），かつ，物理
的要因からの影響が無い条件（γ = 0）である．図から，専有の切り替わりを含
むやや複雑な過程であることが分かる．また，社会志向の利用数が増加するには，
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ある程度の個人志向の利用数が前提条件となっているようにも見える．このよう
な，個人志向専有 (I)，切り替わり (II)，社会志向専有 (III)という状態の推移は，
他の試行や，異なる rindの値で行った実験でも一般的に見られた．では，利用者
数の増加減少はどのようなメカニズムで起こっているのだろうか．
図 4.8は，利用者数の増加減少が起こるメカニズムについての仮説である．初

期段階の (I)では，利用者が十分集まっていないため，交流が起こる回数は少な
い．そのため，個人志向エージェントの閾値を下回り，居心地が良くなるので，
個人志向の利用数の拡大と継続利用（以降では，継続利用を定着と呼ぶ）が進む．
一方で，社会志向エージェントの閾値を上回ることはなく居心地が悪いので，社
会志向の利用は拡大しない．切り替わりが起こる (II)では，個人志向エージェン
トの利用数が増えたことで，一部の社会志向エージェントの閾値を超える数の交
流が起こり始める．それにより，閾値が低い一部の社会志向エージェントの定着
が起こり，同時にTPでの交流が増加する．増加した交流は，わずかに閾値が大
きい他の社会志向エージェントを定着させ，交流を更に増加させる．この繰り返
しにより，社会志向エージェントは段階的にすべて定着する．一方で，増加した
交流は，段階的に個人志向エージェントの閾値を上回っていくので，個人志向の
継続利用は減少していく（以降では，継続利用が止まることを離脱と呼ぶ）．社
会志向エージェントが多数定着する (III)では，TPで起こる交流がほとんどの社
会志向エージェントの閾値を超えるため，社会志向エージェントの離脱は起こら
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ない．同様に，ほとんどの個人志向エージェントの閾値を超えるため，個人志向
エージェントの定着は起こらない．以上の結果として，社会志向に専有された状
態で安定する．
このメカニズムの考察に基づけば，個人志向エージェントが少ない条件（図 4.6，

rind ≤ 0.2）で，社会志向による専有が起こらない理由は，個人志向エージェント
が少なく社会志向エージェントの閾値を超えるほどの交流が起こらないためであ
ることが分かる．社会志向の利用者が定着できないため，個人志向による専有期
間 (I)で安定する．また，個人志向エージェントが多い条件（図 4.6，0.8 ≤ rind）
で，共存が起こる理由は，社会志向エージェントが少なく個人志向エージェント
の閾値を超えるほどの交流が起こらないためであることが分かる．切り替わりが
起こる期間 (II)で，いくらかの個人志向の利用者が離脱せずに残るため，結果的
に共存となる．
次に，人々が持つ閾値と作り出されるTPの状態の関係を確認する．図 4.9は，

個人志向エージェントの割合（rind）とエージェントの閾値（αi, βi）をさまざま
に変えた設定で 100試行の実験を行い，最終 step時点でのTPの状態（S500）を
集計した結果を示している．物理的要因からの影響は無い設定（γ = 0）で実験
を行っている．行には，共存不可能な条件（µsoc = 10, µind = 1），共存困難な条
件（µsoc = 10, µind = 3），共存可能な条件（µsoc = 10, µind = 5）での結果を示し，
列には，個人差がある条件（σsoc = 2, σind = 2），ない条件（σsoc = 0, σind = 0）
での結果を示している．図 4.9(c)がベースライン条件である．各グラフの横軸は
個人志向エージェントの割合（rind）である．白は共存が実現した試行，薄いグ
レーは社会志向エージェントに専有された試行，濃いグレーは個人志向エージェ
ントに専有された試行，黒は非利用となった試行の割合を示している．図 4.9(c)

と (a)の比較から，個人志向が不寛容なために共存不可能な条件では，個人志向
エージェントの割合によらずに，個人志向の専有が起こりやすくなることが分か
る．その理由は，個人志向しか利用しない期間 (I)において，不寛容さゆえに多く
の個人志向エージェントが離脱をするためである（ただし，全てが離脱するわけ
ではない）．社会志向エージェントが定着するために必要な量の交流が生じない
ために，個人志向による専有状態で安定する．図 4.9(c)と (e)の比較から，個人志
向が寛容なために共存可能な条件では，個人志向エージェントの数が少ない状況
で，社会志向の専有や共存が起こりやすくなることが分かる．その理由は，ベー
スライン条件であっても期間 (I)でわずかに離脱していた個人志向エージェント

85



個人差あり（σsoc=2, σind=2)
(b)(a)

(d)(c)

(f)(e)

個人差なし（σsoc=0, σind=0)

共
存
困
難

（
μ

so
c=
1
0
, 
μ

in
d
=
3
)

共
存
不
可
能

（
μ

so
c=
1
0
, 
μ

in
d
=
1
)

共
存
可
能

（
μ

so
c=
1
0
, 
μ

in
d
=
5
)

0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9

個人志向専有

0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9

個人志向専有

社会志向専有
共存

0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9

個人志向専有

社会志向専有

共存

0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9

個人志向専有

社会志向専有

共存

0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9

非利用

0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9

0
0
.2

0
.4

0
.6

0
.8

1
.0

0
0
.2

0
.4

0
.6

0
.8

1
.0

0
0
.2

0
.4

0
.6

0
.8

1
.0

0
0
.2

0
.4

0
.6

0
.8

1
.0

0
0
.2

0
.4

0
.6

0
.8

1
.0

0
0
.2

0
.4

0
.6

0
.8

1
.0

個人志向専有

個人志向エージェントの割合（rind）

最
終
st
ep
で
の
TP
の
状
態（

S
5

0
0
 ）

図 4.9: エージェントの閾値とTPの状態の関係
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が，寛容になったために離脱しなくなったからである．それにより，個人志向エー
ジェントの割合が少なくても十分な数の個人志向が定着し，ゆえに社会志向エー
ジェントの定着が可能になる．共存が起こりやすくなるのは，個人志向エージェ
ントが寛容になったために，多少の社会志向エージェントが利用していたとして
も，専有の切り替わり期間 (II)で離脱する個人志向の利用者が少なくなるからで
ある．図 4.9(c)と (d)の比較，(e)と (f)の比較から，個人差がない条件では，個
人志向の専有が起こりやすくなることが分かる．その理由は，個人差がある条件
では，期間 (II)での社会志向エージェントの段階的な定着が起こるが，ない条件
ではそれが起こらないからである．そのため，個人志向エージェントの数が少な
いほど社会志向専有への切り替わりが起こりにくく．結果として個人志向の専有
が促進される．図 4.9(b)の場合は，全ての個人志向があまりに非寛容なため（全
ての個人志向の閾値 βiが 1），彼らは個人志向同士による僅かな交流すら受け入
れられない．それは期間 (I)において，全ての個人志向エージェントが離脱をす
るという状況を作り出すため，個人志向の専有ではなく非利用が起こる．
以上の結果をまとめる．共存可能な状況を作る個人志向の寛容さ（閾値の高さ）

は，個人志向の利用を拡大するように思われるが，そうではなく社会志向による
専有と共存を促進する．共存を不可能にする個人志向の不寛容さは（閾値の低さ）
は，個人志向の利用を減少させるように思われるが，実際は個人志向による専有
を促進する．また，閾値に個人差が無いことは個人志向による専有を促進する．
言い換えれば，閾値に個人差があることは社会志向による専有や二つの志向の共
存を促進する．

4.6.3 共存を促進する二つの設計の効果

ここまでの実験では，交流や会話といった居心地の良さを作り出す社会的要因
と利用者行動との関係を検討してきた．そして，個人志向エージェントが含まれ
る割合や各エージェントが持つ閾値の値がさまざまであっても，多くの場合，社
会志向エージェントによる専有や，個人志向エージェントによる専有が起こるこ
とを確認した．ではどうすれば専有が起こりやすい状況を解決し，二つの志向の
利用者が共に利用できる状況を作り出せるのだろうか．
本項では居心地の良さを作り出す物理的要因について，TPにおけるコミュニ

ケーションの操作について，共存を促進する効果があるかを検討する．閾値に個
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図 4.10: 物理的要因の影響がある場合のTPの状態

人差がある共存困難な条件（µsoc = 10, σsoc = 2, µind = 3, σind = 2）で，十分に
共存が起こりにくいことが確認されたので，本節ではこの条件でさまざまな設計
の効果を検討する 14．

居心地の良さを作り出す物理的要因の提供

雰囲気の良い空間デザインやコーヒーや音楽の提供といった，居心地の良さを
作り出す物理的要因は万人にとっての魅力であり，多様な利用者を誘引する主な
要因である．そこで，居心地の良さを作り出す物理的要因を設計することで，二
つの志向の共存を実現できるかを確認する．物理的要因の影響が社会的要因に比
べて弱い場合（0 < γ < 0.1）について考えることにして，γ = 0.05で実験を行
う．物理的要因の影響が社会的要因より強い場合（0.1 ≤ γ）は，共存が実現する
のは明らかなのでここでは検討しない．
図 4.10は，物理的要因の影響がある条件で（γ = 0.05），各設定で 100試行の

実験を行い，最終 step時点でのTPの状態（S500）を集計した結果である．閾値
に個人差がある共存困難な設定（µsoc = 10, σsoc = 2, µind = 3, σind = 2）で実験を
行っている．横軸は個人志向エージェントの割合（rind）である．白は共存が実

14閾値に個人差がある共存困難な条件では，個人志向エージェントの割合を 0.05から 0.95ま
で変化させた領域に個人志向専有，社会志向専有，共存という重要な TPの状態の全てが現れる．
この条件であれば，設計の効果として，三つの状態のどれがどの程度変わるかまで観察できるは
ずである．以上もこの条件を採用した理由である．
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現した試行，薄いグレーは社会志向エージェントに専有された試行，濃いグレー
は個人志向エージェントに専有された試行の割合を示している．図 4.10と図 4.6

の比較から，居心地の良さを作り出す物理的要因は，個人志向エージェントの割
合が多い状況では，共存を促進することが分かる．一方で，個人志向エージェン
トの割合が中程度もしくは少ない状況では，社会志向による専有を促進すること
が分かる．雰囲気の良い空間にしたりコーヒーや音楽を提供したとしても，それ
ら物理的要因の影響を上回るほど社会的要因の影響が強い状況では，必ずしも共
存を実現できるわけではない．

二つの志向間のコミュニケーションの操作

その地域にどのようなタイプの人々が暮らしているのかということや個人志向
の割合がどの程度であるのかといった情報は，必ずしも知れるわけではないし知
れたとしてもそれを操作することはできない．会話や交流に起因して起こる専有
はどうすれば解決できるのだろうか．そのためには，実際のコミュニティカフェ
やチェーン店カフェが行っている，会話や交流に起因した居心地の良さを設計す
る巧妙な方法に注目すべきである．実際のカフェでは，空間配置などの設計を通
して利用者間で起こるコミュニケーションを操作し，それにより居心地の良さを
作り出している．例えば，偶然の会話が生まれるように慎重に配置されたカウン
ター席や店主の声掛けの計らいは社会志向の人々に居心地の良さを提供し，会話
を望まぬ人のために特別に設けられた一人がけの机や個室は個人志向の人々に居
心地の良さを提供する．そこで，二つの志向の間でのコミュニケーションを操作
することに着目し，共存を実現できるかを検討する．
二つの志向の間のコミュニケーションが操作されている状態を，step tでエー

ジェント iとエージェント jの間での交流（ctij）が，（式 4.2）ではなく（式 4.6）
（4.7）により計算される場合としてモデル化する．

ctij =

⎧
⎨

⎩
1, P (i, j) > rand(0, 1)

0, otherwise
(4.6)

P (i, j)=

⎧
⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎨

⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎩

pi ·pj, (i=soc.agt)∧(j=soc.agt)

ϵ, (i=soc.agt)∧(j=ind.agt)

ϵ, (i=ind.agt)∧(j=soc.agt)

pi ·pj, (i=ind.agt)∧(j=ind.agt)

(4.7)
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図 4.11: 二つの設計の効果

soc.agtは社会志向エージェントであることを，ind.agtは個人志向エージェン
トであることを表す．ϵは操作されたコミュニケーションが起こる確率である．
pind = 0.2, psoc = 0.7であるので何も操作されていない場合の ϵの値は 0.14であ
る．会話や交流を望まない個人志向の利用者のために一人がけの机や個室が設けら
れている状況（コミュニケーション抑制条件）と，交流を望む社会志向の利用者の
ためにTPのスタッフが見知らぬ者に声を掛けたり紹介を仲介したりする状況（コ
ミュニケーション促進条件）を想定して検討する．コミュニケーション抑制条件は，
個人志向の居心地の良さに配慮された状況である．抑制条件は，他者と交流しなけ
ればならない確率がせいぜい個人志向同士での交流確率（pind·pind = 0.04）程度に
抑えられている状況を想定して，ϵ = 0.04とする．コミュニケーション促進条件は，
社会志向の居心地の良さに配慮された状況である．促進条件は，どのような相手
であれ社会志向同士であるかのように気軽に頻繁に交流できる（psoc·psoc = 0.49）
状況を想定して，ϵ = 0.49とする．
図 4.11は，個人志向エージェントの割合（rind），二つの志向のコミュニケー

ション（ϵ），物理的要因の影響（γ）を，さまざまに変えたて 100試行の実験を
行い，最終 step時点でのTPの状態（S500）を集計した結果を示している．閾値
に個人差がある共存困難な設定（µsoc = 10, σsoc = 2, µind = 3, σind = 2）で実験
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を行っている．行には，物理的要因の影響がない条件（γ = 0），物理的要因の影
響がある条件（γ = 0.05）での結果を示し，列には，二つの志向の間でのコミュ
ニケーションが抑制された条件（ϵ = 0.04），コミュニケーションが促進された
条件（ϵ = 0.49）での結果を示している．各グラフの横軸は個人志向エージェン
トの割合（rind）である．薄いグレーは社会志向エージェントに専有された試行，
濃いグレーは個人志向エージェントに専有された試行，黒は非利用となった試行
の割合を示している．図 4.11(a)と図 4.6の比較から，二つの志向のコミュニケー
ションを抑制することで，個人志向の専有が促進されることが分かる．その理由
は，二つの志向のコミュニケーションが抑制されるために，期間 (I)でどれだけ
個人志向エージェントの利用数が増えても，社会志向エージェントが定着するた
めに必要な量の交流を得られないからである．ゆえに，個人志向エージェントの
割合によらずに（図 4.11(a)，0.1 ≤ rind ≤ 0.9），個人志向による専有状態で安定
する．また，図 4.11(b)と図 4.6の比較から，二つの志向のコミュニケーションを
促進することで，社会志向の専有が促進されることが分かる．ただし，非利用と
なる試行も現れる．コミュニケーションを促進することで起こる変化は複雑であ
るので，メカニズムについては次の段落で詳しく述べる．以上をまとめると，コ
ミュニケーションの操作は，共存を促進するというよりは，一方の志向による専
有を促進すると言える．ところで，コミュニケーションの操作に加えて，物理的
要因からの居心地の良さを提供してみたらどうなるだろうか．図 4.11(c)と (d)が
二つの設計を共に施した場合の結果である．図 4.11(c)と (a)の比較から，コミュ
ニケーション抑制条件では，明らかな効果は無いことが分かる．図 4.11(d)と (b)

の比較から，コミュニケーション促進条件では，社会志向の専有がさらに促進さ
れることが分かる．
コミュニケーション促進かつ物理的要因の影響がない条件（図 4.11(b)）では何

が起こっているのか．図 4.12(a)は，コミュニケーション促進かつ物理的要因の
影響なし条件（ϵ = 0.49, γ = 0），かつ，rind = 0.5において非利用となったある
試行の利用者の推移である．個人志向エージェントの利用数（青線），社会志向
エージェントの利用数（赤線）の推移を示している．横軸は stepである．コミュ
ニケーション促進かつ物理的要因の影響なし条件（図 4.11(b)）で見られる非利用
は，図 4.12(a)で示すような，一方の志向の専有と専有の交代が繰り返し起こる
ことで利用数が増えない状態となっている．この状態は非利用というよりは，利
用者の流動性が高い状態，もしくは一方の志向による専有が防がれている状態と
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図 4.12: コミュニケーション促進条件で見られる専有の交代

呼ぶのが適切だろう．共存とは異なるが，双方の志向に開かれた場所となってい
るという点で注目すべき状態である．図 4.12(b)は専有の交代が起こるメカニズ
ムについての仮説である．二つの志向間のコミュニケーション促進は，個人志向
エージェントにとって多すぎる交流を生み出し，早期での離脱を引き起こす（図
4.12(b)，1）．交流を生み出すのに十分な数の社会志向エージェントが定着する前
に個人志向エージェントが離脱を始めるので，社会志向エージェントの定着が妨
げられ，また社会志向の離脱を引き起こす（図 4.12(b)，2）．社会志向エージェ
ントの離脱により，利用する者がほとんどいない状況が作り出され，再度の個人
志向エージェントの定着が起こる（図 4.12(b)，3）．以上のプロセスが繰り返さ
れることで，利用者の流動性が高まり，結果的に一方の志向による専有が阻止さ
れる．

4.7 議論
4.6.2項での実験から，多くの条件で一方の志向によるTPの専有が起こること

が分かった（図 4.6）．また，集団に含まれる個人志向エージェントの割合と個人
志向エージェントの交流への寛容さに依存して，どちらの志向の利用者に専有さ
れるかや共存が起こるかが変わることが分かった（図 4.9）．さらに 4.6.3項の実
験から，専有が起こりやすい条件下であっても，(1)物理的要因に起因した居心
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TPの利用を動機づける外的要因の影響の強さ（δ）
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図 4.13: 外的要因の影響の強さとTPの状態

地の良さを提供することで共存を促進できること（図 4.10），(2)二つの志向間
のコミュニケーションを促進することで一方の志向による専有を防げられること
（図 4.11）が分かった．ただし，物理的要因に起因した居心地の良さの提供は，個
人志向の者が十分に存在しなければ共存を促進しない．また，二つの志向間のコ
ミュニケーションを促進することによる専有の阻止は，細かな状況が違ったとし
ても普遍的に効果を発揮する設計であるかは疑問である．なぜなら図 4.11(b)で，
専有阻止を意味する非利用は，僅かにしか起こっていないからである．
図 4.13は，図 4.11(b)と同じ条件（µsoc = 10, σsoc = 2, µind = 3, σind = 2, γ =

0, ϵ = 0.49）かつ rind = 0.5において，TPの利用を動機づける外的要因の強さと
TPの状態の関係を検討した結果である．横軸は TPの利用を動機づける外的要
因の強さ（δ）であり，各設定で 100試行の実験を行い，最終 step時点でのTPの
状態（S500）を集計した結果を示している．薄いグレーは社会志向エージェント
に専有された試行，黒は非利用となった試行の割合である．図から，外的要因の
影響が弱いほど専有阻止を意味する非利用が増え，影響が強いほど非利用が減る
ことが分かる．したがって，外的要因の影響が弱い状況，たとえば広告や宣伝，
口コミがあまり行われない状況ほど，コミュニケーションの促進は専有を阻止す
ると考えられる．例えば，社会志向に専有されやすいコミュニティセンターや公
民館（これらは積極的に宣伝をしない）で，利用者の流動性を高めたいと思った
とき，二つの志向間のコミュニケーションを促進することは有効な方策になると
思われる．
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社会志向の人々に専有された場所を，個人志向の人々も共存できる場所にしよ
うとするなら，常識的には個人志向の人々にとっての居心地の悪さの原因を取り
除くことを考えるだろう．つまり，コミュニケーションの抑制を試みるはずであ
る．しかし，実験結果が示唆したのは，逆にコミュニケーションを促進すること
の有効性であった．このような直感に反する結果を示す複雑なシステムを設計す
るには，一人一人の行動をきめ細やかに観測してそのデータに基づいて人々の行
動を誘うアプローチ 15だけでは不十分な場合がある．なぜなら，予想外の実験結
果は，システムに内在するミクロ・マクロ・ループに起因して生じており 16，上
記のアプローチだけではそのようなダイナミクスを捉え損ねる恐れがあるからだ．
和泉 (2014)が指摘するように，ミクロ・マクロ・ループが内在する社会経済現
象では，マクロ現象の原因を必ずしも個人の特性や動機に還元できるとは限らな
い（すなわちマクロ現象には創発効果が含まれている）．われわれは，TPの利
用行動にも同様のダイナミクスが内在すると考え，利用者行動の個別の理解だけ
でなく，人々の相互作用に注目したシステムの全体的な特性の理解が必要である
と考える．そのための方法として，本論で試みたABMによるモデル化とそのモ
デル分析を通してシステム理解を試みる，構成論的アプローチ (Hashimoto et al.,

2008)が有効であると考える．
最後に，シミュレーション結果と実現象との対応を考察する．シミュレーショ

ンの結果は，「個人的なライフスタイルの人々が世の中に増えたことが原因で，昔
はよく見られた街の社交場が失われてしまった」という広く受け入れられた見解
と一致した．図 4.6の結果は，個人志向エージェントの割合が増えることで，社
会志向エージェントが多く利用する活発な交流の場が形成され難くなることを示
している（図 4.6，rind ≥ 0.6の領域を見よ）．一方で，われわれの結果は，とは

15例えば，ある一人の利用者の行動をセンシングデバイスで計測し，彼の動機や彼にとっての
誘因を推定しモデル化する，それを全ユーザー分用意して，個別の動機と誘因にきめ細やかに配
慮をすることで全員が参加できる場所作りを行う，といったアプローチである．

16ミクロ・マクロ・ループとは，各主体の意思決定と主体間の相互作用によって生み出された社
会的帰結がさらに各主体の意思決定に影響を与えるような循環的な関係を言う (塩沢, 1997)．本
章で扱う問題には，「人々は TPでの居心地の良さに動機づけられて利用の意思決定を行うが，居
心地の良さを決定するのは誰が何人 TPを利用したかという人々の意思決定の帰結である」とい
う，循環的な因果関係として存在している．この因果関係が，ある一人の社会志向エージェント
に注目すれば，コミュニケーションの促進は交流数を増加させても減少させることは無いので，
必ず社会志向の居心地の良さを高め，ゆえに定着を促進するように思われるのに，実際にシミュ
レーションをしてみると，社会志向の急速な定着は個人志向の離脱を招きそれによる利用者の激
減が社会志向の離脱を引き起こす，という直感に反する結果をもたらす．
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いえ社会志向の人々が集う場所が形成されるには，ある程度の個人志向の人々が
必要であることを示唆する（図 4.6，rind = 0.6で最も社会志向専有が起こってい
ることを確認せよ）．懐古主義的に「街の社交場を復活させるには，皆が社交的
なライフスタイルに戻る必要がある」と主張する者もいるかもしれない．しかし，
シミュレーション結果が示唆するのは，皆が社交的になってしまったら，むしろ
交流の場の自生は困難になるというものだ（図 4.6，rind ≤ 0.2の領域を見よ）．
例えば井戸端会議のように，取り立てて楽しいものもない街角のベンチに人々が
集まり交流の場が形成されるには，地域社会に個人志向の人々も少なからず存在
しているという多様性が必要なのかもしれない．

4.8 本章のまとめ
本章の目的は，TPを社会的孤立のリスクに晒される人々に対して社会への再

統合の機会を提供する仕組みと捉え，その設計方略を明らかにすることであった．
そのためには誰もが利用できる交流の場所作りが必要であるが，個人志向の人々
が社会志向の人々と共存できる場所づくりは構造的に困難である．本章では，二
つの志向の共存を実現する設計として，物理的要因に起因した居心地の良さを提
供することと，二つの志向間のコミュニケーションを促進することが有効である
ことを示した．ここで当初の研究動機に立ち返れば，われわれはもう一つの問題
を検討しなければならない．それは，個人志向の人々も利用できる開かれた場所
を作れたとして，そこを新たな出会いが溢れる社会統合の場とするにはどうすれ
ばよいのかという問題である．この問題は本章の内容を超えるが，解決はさほど
難しくはないと考えている．なぜなら，個人志向の人々が社会志向の人々と共存
する空間を作るだけで，個人志向の人々が徐々にコミュニティへの貢献意識を持
つようになり，社会的繋がりを志向するようになることが報告されているからで
ある (坂倉・保井・白坂・前野, 2012)．共存できる場所を作ることで，個人志向
の人々が社会関係の中に再統合される流れを作り出せると考える．
シミュレーションで明らかになった設計の妥当性を実証的に検証することと，

一方のタイプによる専有や利用交代が起こる条件を明らかにすることが今後の課
題である．妥当性の検証については，われわれは設計のメカニズムについて理解
を得 ることができるので，仮説に基づいた適切な規模と期間での実験計画を立
案でき るはずである．またTPの状態を左右する変数と条件の特定には，数理モ
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デルによる定式化と解析が有効である．本章で提案したモデルにいくつかの仮定
を加え ることで，ロトカ・ヴォルテラ方程式と類似の形で定式化が可能である．
アイソクラインを分析することで，平衡点の位置や解曲線の挙動について概略を
知ることができる．

4.9 本章における新たな発見
本章ではシミュレーションとその結果の分析を通して，次の二点で当初の仮説

を超える新たな洞察を得た．

• 第一に，社会志向の人々と個人志向の人々，二つの志向にとって共通の居
心地の良さ（物理的要因に起因した居心地の良さ）を提供することは予想
通り共存を促進した．しかしその効果は，個人志向の人々が十分に存在す
る場合に限る，という条件付きであった．

• 第二に，二つの志向間のコミュニケーションを促進することは，社会志向
による専有を促進すると予想したが， 社会志向による専有と個人志向によ
る専有を妨げた．驚くべきことに，その結果としてコミュニケーションの
促進は，利用の流動性を高めるという注目すべき状況を作り出した．

第二の点は，特定の人や特定タイプの人とのコミュニケーションが生み出す居心
地の良さは，局所的で非持続的な効果でありながら，大きな波及効果を持つこと
を示唆する．
能美市でのプロジェクトから，誰もが集える交流の場所を作り出す上では，個

人志向の若者達の利用をどう引き出すかが重要な論点であることが明らかになっ
た．われわれは居心地の良さを作り出す社会的要因を適切に設計することが，共
存を実現するための鍵であるという仮説を立てた．しかし，二つの志向間のコミュ
ニケーションを抑制したり促進することが，どのような波及効果を持つかまで見
積もることはできなかった．ABMの構築とシミュレーションにより，個人志向
と社会志向がさまざまな割合で混在する場合に，それらの設計がどのような効果
を及ぼすかを分析することが可能になった．その分析から，事前には全く予想で
きなかった，コミュニケーション促進が持つ利用の流動性を促進する効果を発見
した．つまり構成論的アプローチにより，設計が持つ非自明なシステミックな効
果を発見した．
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第5章 総合議論

本研究の目的は，地域コミュニティが草の根で形成されるメカニズムを明らか
にし，そのメカニズムに働き掛けることによる地域コミュニティの設計方略を提
案することである．本章では二つの研究を踏まえて，地域コミュニティが草の根
で形成されるメカニズムとその設計について議論をする．そのためにまず前章ま
での内容を要約する．次ぎに，2章で提示した問に対して，3章，4章の研究結果
がどのような答えを与えるかをまとめる．最後に，地域コミュニティを設計する
上でのポイントという観点から，二つの研究結果を改めて吟味する．

5.1 ここまでの章の要約
われわれは，人口の流動性が高まる現代において，いかにすれば地域コミュニ

ティを維持したり創出できるのかから問いを始めた．旧来の地域コミュニティを
維持してきたメカニズムの分析を通して，地域コミュニティの維持メカニズムで
はなく自発的形成メカニズムに着目すべきであるとの結論に至った．そこで本論
文の目的を，地域コミュニティの自発的形成メカニズムを明らかにし，そのメカ
ニズムに働き掛けることによる設計方略を提案することに設定した（1章）．
次に，草の根運動の形成メカニズムを説明する資源動員論の視点と概念を用い

て，地域コミュニティの自発的形成メカニズムの分析に取りかかった．地域コミュ
ニティでよく働く規範意識に着目し，規範意識が連帯誘因を生み出すことで，参
加行動の自発的拡大が起こるのではないかとの仮説を立てた．そして，提示した
仮説に基づき，地域コミュニティの自発的形成メカニズムを引き起こすトリガー
と，孤立者を統合する仕組みを探求すべきであるとの研究戦略を主張した．これ
ら二つの点を探求する上でのアイデアとして注目したのが，活動参加者への自己
報酬として働く自己効力感と，孤立者の社会的統合を促進するサードプレイスで
ある（2章）．
まず行ったのが，規範意識が連帯誘因として働くことで地域コミュニティの自
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発的形成が起こるという仮説の妥当性を確認することと，自己効力感の醸成をト
リガーとすることで活動形成を引き起こせるというアイデアの検討である．その
ために，規範意識と自己効力感が共に働いている場合に起こると思われる，参加
行動の拡大シナリオを提示した．そして，提示したシナリオに基づき，エージェ
ントシミュレーションにより現象を再現し，得られた結果を詳細に検討するから
形成メカニズムを分析した．シミュレーションから，(1)初期に動員できる人数
が不十分で，活動に参加する負担が参加を通して得られる利得より大きくなるよ
うな場合でもあっても，規範意識が働くと活動形成が起こるようになることを示
した．そして，(2)規範意識に加えて自己効力感が働くと活動形成が促進される
ことを確認した．分析から二つの作用は，自己効力感の効果がたまたま参加した
中立的態度のエージェントの参加を維持し，その行動がトリガーとなり，規範意
識の効果が周囲の中立的態度のエージェントを参加に巻き込む，という形で相互
作用することを明らかにした．以上の知見に基づいて実験を行い，(3)自己効力
感の形成を促す成功体験や失敗体験を，中立的態度のエージェント集団に対して
選択的に供給することで活動形成を促進できることを示した（3章）．
次に行ったのが，サードプレイスが社会的に孤立した人々を統合する仕組みに

なるというアイデアの検討である．アイデアの検討に先だって，なぜ社会的孤立
が起こるのかを改めて検討し直した．われわれはBeck (1986)の議論に注目して，
社会的孤立の問題を，現代社会で広く見られるライフスタイルが個人化する現象
が引き起こす諸問題の一つと捉え直した．その視点に基づき，個人志向のライフ
スタイルを好む人達を社会的に統合することがより本質的な問題であると考えた．
以上の考察に基づき，サードプレイスにおいて個人志向の人々が，交流を好む社
会志向の人々と共存できる方法を，エージェントシミュレーションを用いて探索
した．シミュレーションから，(5)個人志向の人々が多い状況では，居心地の良
さを作り出す物理的要因の設計（e.g., 雰囲気の良い空間デザインやコーヒー，音
楽の提供）が共存を促進することを明らかにした．また，(6)二つの志向間のコ
ミュニケーションを促進することが，利用者の流動性を高め，結果として一方の
志向による専有を防ぐことを明らかにした（4章）．

5.2 問いへの回答
2章で提起した三つの問いへの回答をおこなう．
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問 1 提示した地域コミュニティの自発的形成メカニズムは確かか，

に対しては次のように結論する．規範意識が連帯誘因として働くことで，地域コ
ミュニティの自発的形成が起こる（56ページ，3.6.1項，図 3.4）．しかし，規範
意識は逆のバンドワゴン効果も持つので，十分な数の初期の活動主導者が必要で
ある．十分な数の活動主導者が居なければ，活動の拡大は起こらずに即座に消滅
する．仮説として提案した地域コミュニティの自発的形成メカニズムは，論理的
な妥当性を持っていると言える．
しかし，二つの問題が更に明らかになった．一つは，規範意識の効果では活動

が集団全体に広がりにくいという問題である．活動に否定的な態度の者まで規範
意識で巻き込むには，活動規模が十分に大きくならなければならない．しかし活
動規模が大きくなるには時間がかかり，その間にも活動は成功して公共財を産出
し続ける．この生み出され続ける公共財が，活動に否定的でタダ乗りする者達に
「活動に参加しなくても益を得られるのだから自分の行動はやはり間違っていな
い」という認識を形成してしまう．その結果として，否定的な態度の者はますま
す態度を硬化させるので，彼らを巻き込むことは不可能になってしまう．こうし
て活動は全体に広がらずに，活動貢献者と非貢献者の集団に二分される（57ペー
ジ，3.6.2項，図 3.5左）．もう一つは，人口の流動性が活動形成にどういう影響を
与えるかという問題である．本論文では，人々が居住する場所を移動することは
無く，かつ，近隣住民間での助け合いが起こる程度には既に関係性が構築されて
いる状況からの，コミュニティ活動の形成を考察した．しかし，人口の流動性の
問題を考えるとき，居住者が入れ替わる状況や関係性が形成されたり消失したり
する状況での検討が必要である．構成員が流出入することはコミュニティ活動の
形成にどのような影響を与えるのか，ネットワークの構造が時間変化することは
コミュニティ活動の形成にどのような影響を与えるのか，その過程で形成される
スケールフリー性やスモールワールド性を持つ複雑なネットワーク構造はコミュ
ニティ活動の形成にどのような影響を与えるのか，は未だ明らかでない（62ペー
ジ，3.8項，3段落目での問題提起）．

問 2 動員の拡大を引き起こすトリガーは何か，

に対しては次のように結論する．規範意識が連帯誘因として働く場合には，自己
効力感の醸成がトリガーとなり地域コミュニティの自発的形成が起こる．このと
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き自己効力感の醸成は，一時的参加者（中立的態度の者）の参加を繋ぎ止めるこ
とで活動拡大のトリガーとなる（59ページ，3.6.3項，図 3.6）. ゆえに，自己効
力感が中立的態度の人々の間で醸成されることが，地域コミュニティの自発的形
成においては重要である．更に言えば，中立的態度の人々の集団で醸成されるこ
とが重要である（60ページ，3.7.1項，図 3.7）. 以上から地域コミュニティの形
成拡大においては，活動を主導する者達（肯定的態度の者）に加えて，中立的態
度の者達が存在が重要と言える．彼らがたまたま参加したタイミングで，継続的
に参加し続けられる状況であるかどうかが，自発的な活動形成が成功するか失敗
するかの運命を分ける．

問 3 移住者のような社会的に孤立した者を統合する仕組みは何か，

に対しては次のように結論する．居心地の良さを作り出す物理的要因と社会的要
因が適切に設計されている場合には，社会的に孤立しがちな個人志向の人々が社
会志向の人々と共存できる場所を作り出せる（90ページ，4.6.3項，図 4.11）．し
かし居心地の良さが慎重に設計されなければ，容易に一方の志向により専有され
る．したがって，居心地の良さを作り出す物理的要因と社会的要因が適切に設計
されている場合に限り，サードプレイスは社会的に孤立した者を統合する場とな
る．具体的には第一に，個人志向の人々が十分に存在する場合には，物理的要因
からの居心地の良さを提供することが共存を促進する．第二に，二つの志向間の
コミュニケーションを促進することが，利用者の流動性を高め，一方の志向によ
る専有を防ぐ．
第二の設計から，様々な志向の者にとって居心地の良い場所を作り出すことで

共存を実現するという設計方法だけでなく，場合によってはある者にとって居心
地が悪くなるかもしれないが利用者の流動性を高めることで共存を実現するとい
う設計方法があることが明らかになった（92ページ，4.6.3項，図 4.12）．その
メカニズムは次である．公共空間で起こるコミュニケーションは利用者の居心地
の良さを作り出す一因である．この居心地の良さは「今誰がそこを利用している
か」によって，つまり利用者の構成によって刻々と変わるものである．この刻々
と変わる誘因が，あるタイミングではあるタイプの人を引き寄せるが，別のタイ
ミングではそのタイプの人を退出させるような力を生み出す．これが，あるタイ
プの人が多く利用していたと思ったら次の瞬間には彼らは利用しなくなっていた
という状況を作ったり，そのような利用非利用が周期的に繰り返されるような状
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況を作ったりする（92ページ，4.7節，3段落目での議論）．コミュニケーション
に由来して生じる居心地の良さは連帯誘因の一つと解釈できる．しかしその効果
は，共感的誘因や既存関係的誘因のように時間的に安定したものではなく，そこ
にたまたま誰が居るのかに応じて即興的に生み出され変化する不安定なものであ
る．

新たに明らかになった論点を手がかりとしてさらに議論を深める．

5.3 地域コミュニティを設計する上でのポイント
本節では，地域コミュニティの設計を考える上でのポイントを整理する．本節

の結論は，社会が流動化し断片化する中で地域コミュニティを設計するには，参
加の拡大を引き起こすトリガーを設計すること（5.3.3項）に加えて，外部集団を
設計するもしくは利用すること（5.3.1項），さまざまな誘因が持つ特性やシステ
ムレベルの効果を適切に利用し設計すること（5.3.2項）が必要であるというも
のだ．

5.3.1 負の効果を緩和する外部集団の役割

規範意識の効果では活動が集団全体に広がりにくく，そのため活動に貢献しな
い者達の集団を作り出してしまうことは，地域コミュニティが地域社会を分断す
る可能性を持つことを示唆する．その理由は次である．活動に貢献する者は，活
動参加者同士では協働の体験を通して凝集性を高めていくはずである．一方，活
動に参加しない者達に対しては，不公平を感じその不満を仲間と相互に確認し合
うことを通して敵対的態度を醸成していくだろう．敵対的態度は，日常生活での
彼らへのサポート提供の拒否，様々な便益からの排除，無関心，といった具体的
な敵対的行動を引き起こすだろうから，それが引き金となって相手にも同様の敵
対的態度を醸成する．双方が敵対的態度を持ていれば，あとはさまざまな場面で
の摩擦を通して対立はエスカレートしていくばかりであろう．一連のプロセスは
結果的に集団の分断を引き起こすはずである．このように地域コミュニティの形
成過程には，意図せざる結果として地域社会の分断を引き起こす可能性がある．
他方，サードプレイスはこうした分断を緩和してくれるかもしれない．なぜなら
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サードプレイスでの異なる立場の人との交流は，口論を引き起こすかもしれない
が同じくらい対話と相互理解の機会を作ってくれるはずだからである．また，人々
は極々個人的な立場でサードプレイス利用するので，所属する集団の意見や利害
の対立から距離を置いて個人的な交友関係を築きやすいからである．サードプレ
イスは，分断されがちな地域の下位集団を局所的に繋いだり，下位集団間の境界
を曖昧にすることで，地域コミュニティ形成が生み出す負の効果を緩和する可能
性がある．
集団内に凝集性が高い下位集団が形成されることが負の効果を持つことや，そ

れを解決する手段として下位集団間を繋ぐつながりが有効であることは，他の研
究者も指摘するところである．Portes (1998)は，同質な集団内での強い結びつき
は，秩序の維持やメンバーへの社会的サポートへの提供といった正の効果を持つ
一方で，ときに集団内個人の自由を制限したり集団に属さない者を排除したりす
る負の効果をもたらすと指摘する．それに対してPutnam (2000)は，そういった
同質な者同士を結ぶ “結束型”のつながりとは対照的な，異質な者同士を結ぶ “橋
渡し型”のつながりが，より広いアイデンティティの形成や互酬性を生み出すの
に役立つと指摘する．以上からも，地域コミュニティが生み出す負の効果を緩和
するために，サードプレイスが有効に働くと考える．しかしこの時，単にサード
プレイスを作り出せばよいのではなく，居心地の良さが慎重に設計されたサード
プレイスを作り出すことこそが重要である．慎重な設計を欠けば，容易に特定の
タイプの者達に専有される場所ができてしまい，地域の分断は一層促進されるこ
とになる．サードプレイスにおける，物理的要因からの居心地のよさと社会的要
因からの居心地のよさの設計は重要である．
地域コミュニティを創出して問題解決を図りたいだけならば，どのように動員

を拡大するかのみを考えればよい．しかし，地域コミュニティの創出を通して，む
しろ地域の統合性や相互信頼を高めることが目的なのであれば（例えば，安心し
て幸せに暮らせる町を作ることが大目標であるような場合）1，設計者はサードプ
レイスのような仕組みにも目を向けなければならない．サードプレイス 2は，共通
の利益を得るという動機の元で形成される集団ではなく，単に居心地の良さを求

11.2.1項で，地域コミュニティの重要性として，協働体験を通して住民間に相互サポート関係
や相互信頼，社会的承認の感覚を醸成する機能を指摘した．

2本論では，次の条件を満たすところをサードプレイスと定義している．すなわち，個人の視
点から見たとき家庭でも学校・職場でもない居心地の良い場所であり，集団の視点から見たとき
誰もが集える交流の場所であるところ．
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めるという動機の元で形成される集団である．サードプレイスは，地域コミュニ
ティとは異なるロジックで形成され単独で存在できるという意味で，地域コミュ
ニティにとっての外部集団である．本論文では，地域の統合性や連帯性を高める
機能が重要と考えるので，地域コミュニティが生み出す負の効果を緩和するため
に外部集団に注目する必要があると考える．外部集団を利用し，外部集団と連携
し，外部集団の設計を検討することが重要である．このような視点から外部集団
へ注目することは，連帯誘因を作り出すために社交クラブを作ることを提案する
資源動員論 (Fireman and Gamson, 1979)とは狙うところが異なる．

5.3.2 さまざまな特性やシステムレベル効果を持つ誘因

コミュニケーションが生み出す居心地の良さのように，そこにたまたま誰が居
たのかに応じて即興的に生み出される連帯誘因は，時に動員を促進し時に動員
を阻害しまた時にその周期的な変化を引き起こす．それは，Marwell and Oliver

(1993)が議論するバンドワゴン効果のように，人数が増えれば増えるほど動員さ
れやすくなる（もしくは減れば減るほど動員が妨げられる）という単純なポジティ
ブフィードバックが生み出す効果よりも，より複雑なシステムレベルの効果に見
える．以下では，そこに居る人によって即興的に生み出されるような不安定な連
帯誘因を，即時的誘因と呼ぶことにする 3．即時的誘因は，同質な人々による小
集団の形成を防止したり 4，多様な社会的特性を持つ人々を動員する 5かもしれ
ないという点で興味深い．そのため，地域コミュニティを設計する上で，単に誘
因の動員を駆動する力に注目するだけでなく，誘因が持つさまざまな特性，特に
それが生み出すシステムレベルの効果にも注目することは価値がある．
多様な誘因の性質を理解するために，ここまでに言及したさまざまな誘因につ

いて，その特徴とシステムレベルの効果を整理しておくことは有用であろう．本
論文では次の 7種類の誘因に言及した．

3共感的誘因や既存関係的誘因は，主義・連帯性・共有利害といった形成されるまでの長い時
間がかかるものを基盤にして生み出される．一方で，即時的誘因は，例えばいまここで生じた会
話や交流の楽しさに基づいて生み出される．共感的誘因や既存関係的誘因との区別を明確にする
ならば，即時的誘因とは誘因を生み出す基盤が形成されるためにほんの短い時間しかからない連
帯誘因，と定義するのが適当である．

4前項で議論したように，小集団の形成は社会の分断に繋がる可能性がある．
5ともすれば活動指導者と親しみが深い，性別，年齢，社会的地位の者を動員しがちである．多

様な社会的特性を持つ人々を動員するとは，そうならないようにするという意味である．
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1. 活動外からの選択的誘因：職務上での使命，社会的名声や評判など．また
法的な制裁を背景にした強制など．

2. 活動内での選択的誘因：参加の見返りとして受け取る給与や名誉など．

3. 共感的誘因（連帯誘因）：主義への共感や集団との一体感が作り出す献身意
欲や罪悪感など．バンドワゴン効果 6あり．

4. 既存関係的誘因（連帯誘因）：地域社会で得ている便益を防衛したり，喪失
を回避しようとする動機など．日常生活で生じるしがらみ的な社会関係が
生み出す．バンドワゴン効果あり．

5. 情報的誘因（連帯誘因）：仲間との情報交換を通してもたらされる他者の参
加状況の情報や勧誘など．

6. 即時的誘因（連帯誘因）：特定の人や特定タイプの人との交流が生み出す居
心地のよさや，彼らとの共同体験が生み出す所属感覚など．流動性を高め
る効果 7あり．

7. 自己報酬：成功体験がもたらす低減された主観的な参加コスト（自己効力
感の効果）や，個人的に見出された活動の楽しみなど．

以上の誘因の効果の強さについて整理しよう．活動外や活動内からの選択的誘
因の効果は，共感的誘因や既存関係的誘因の効果よりも強いだろう．Olson (1965)

が連帯誘因の効果を見落とし，強制や選択的誘因のみが集合行為を可能にすると
主張したことからもそれは分かる．一方で，情報的誘因や即時的誘因，自己報酬
の効果は，共感的誘因や既存関係的誘因の効果よりも弱いだろう．なぜならそれ
らは，活動からの利益と参加コスト，活動外や活動内からの選択的誘因，共感的
誘因，既存関係的誘因に基づき利得計算がされた後に，最後の段階で考慮に入れ
られる優先順位が低い要因に思えるからだ．それらの影響は，迷っているときで
あるとか，どちらでもよいと思っているときにのみ，行動に現れるように思われ
る．便宜的なものであるが，以上の誘因の効果の強さの関係をまとめると次のよ
うになる，(1),(2) > (3),(4) > (5),(6),(7)．さまざまな思惑や利害関係の下 8で形

6参加数が増えるほど誘因が強まる効果，もしくは参加数が減れば減るほど誘因が弱くなった
りマイナスになる効果．初期の方向性を強化する効果である．

7前段落で指摘した，動員を促進したり阻害しりまたその周期的な変化を引き起こす効果．誘
引する方向が一定ではなく変化しやすいためそのような現象が起こる．

8強い影響を与える誘因がさまざまある状況下．
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成される地域コミュニティでは，即時的誘因の効果は顕在化しにくいかもしれな
い．なぜなら，その効果が相対的に弱いからである．しかし，3章で注目した中
立的態度の人々のようなどちらでもよいと思っている人や，さまざまな誘因が拮
抗して意思決定に迷っている人には，行動として観察可能な影響を与えられるか
もしれない．
同様に誘因の効果の持続性についても整理しよう．ここで誘因の持続性とは，

誘因の効果の強さや方向の時間的な安定性である．持続性が高いほど，一定の強
度と方向で誘因が作用し続ける．共感的誘因や既存関係的誘因は，評価が主観的
なものであるので揺らぎやすいにも関わらず，かなり持続性が高いと考えられる．
なぜなら，それらは歴史的な構築物であるので，効果を生み出すのに何ら追加的
なコストが掛からないし，多少の外乱が与えられたぐらいでは失われないからで
ある 9．一方で，活動外や活動内からの選択的誘因は，共感的誘因や既存関係的
誘因と比べると持続性は低い．なぜなら，例えば給与のような選択的誘因は，提
供が止まれば直ちに効果を失うからである．そしてそれら選択的誘因の供給には，
多大な金銭コストや調整コストが必要で，組織が安定的に供給することは難しい．
ただしそうはいっても，選択的誘因が提供されている限りは，十分に安定的に作
用するものである．自己報酬は，共感的誘因や既存関係的誘因と同じぐらいか，
それ以上に持続性が高いと考えられる．なぜなら自己報酬は，一度生み出された
ら失われることはないように思われるし，それが生み出されるかどうかが外部環
境からの影響を受けることもほとんどないように思われるからだ．即時的誘因は，
共感的誘因や既存関係的誘因と比べて持続性が極めて低い．すでに指摘したよう
に，即時的誘因は効果が変化しやすく不安定なものである．同様に情報的誘因も，
情報を得たその時の意思決定にのみ影響を与えるように思われるので，持続性は
低いだろう．誘因の持続性の関係をまとめると次のようになる，(7) ≥ (3),(4) >

(1),(2) > (5),(6)．誘因の持続性が高い場合と低い場合の効果を，やや図式的に説
明すれば，持続性の高さは人々の行動を一方に誘引し続けるので構造を作りやす
く（例えば小集団の形成），持続性の低さは人々の行動をさまざま変えることに
なるので作られた構造を壊したり攪乱しやすいと言えるだろう．

9失われにくい一方で，新たに効果を作り出すことも簡単ではない．
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5.3.3 参加拡大のトリガーとなる人々

規範意識と自己効力感に駆動されて起こる動員の拡大では，中立的態度の者達
のグループに成功体験を供給することで参加拡大を起こせることが分かった．こ
の結果は，自己報酬（具体的には自己効力感の醸成）という選択的誘因を全ての
人に供給する必要はなく，あるタイプの人に供給することで十分にトリガーとで
きることを意味する．これはより少ないコストで活動を設計できる可能性を示唆
するため注目に値する．中立的態度の者がトリガーとなる理由は次である．自己
効力感の効果は，強く肯定的であったり強く否定的な態度の者の行動を変えるほ
ど強くない．しかし，わずかに否定的であったり中立的な態度の者の参加を引き
留める程度の力はある．そのため自己効力感は，短期的には中立的態度の者達の
みに行動変容を引き起こし 10，ゆえに彼らがトリガーとなり活動拡大が起こる．
中立的態度の人々のグループに成功体験を供給することが有効な理由は次である．
中立的態度の人々の行動は，自己効力感からと同じくらい規範意識からも影響を
受けやすい 11．そのため，自己効力感の醸成で参加を引き留められても，周囲が
参加していない状況であったら，規範意識の影響でじきに参加行動を止めてしま
う．グループごと参加を引き留めることは，この現象を防ぐことから有効になる．
高いモチベーションを持つ者達は，彼らが初期グループを形成する構成員とな

るという点から注目されてきた．その人数や規模が，草の根活動形成の成否を分
ける要因の一つであることは，既に指摘されている通りである．しかし，そういっ
た強い肯定的な態度を持っている者達だけでなく，中立的態度の者達にも注目す
べきである．なぜなら，中立的態度の者達は行動が変わりやすく，ゆえに，参加
行動拡大のダイナミクスに影響を与えるトリガーとなり得るからである．

10言い換えれば，中立的態度 “でない”者達の行動は変えられない．また，ここでは短期的な効
果のみについて議論をしており，長期的な効果はこの限りではない．しかし，活動拡大が起こる
か起こらないかはほとんど最初期に決まるので，ここでは短期的な効果のみに注目すれば十分で
ある．

11一方で，強く肯定的であったり強く否定的な態度の者の行動は，どちらからも影響を受けづ
らい．
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第6章 結論

6.1 地域コミュニティの草の根形成メカニズム
前章までの議論を踏まえると，地域コミュニティの草の根形成は次のようなプ

ロセスで起こると考えられる．

1. まず，居心地の良さを感じるような物理的要因があったであるとか，たまた
ま人が集まり会話や交流が生まれたことを切っ掛けとして，人々が集うサー
ドプレイスが形成される 1．人々が集うことで会話や交流が起こり，これが
居心地の良さ（即時的誘因）を生み出して，更に人々を引き寄せる．サー
ドプレイスのようなコストを支払う必要が無い状況では，会話や交流が生
み出す弱い誘因でも十分に利用行動を促進するので，頻繁に通う人々を作
り出し利用者の間に社会的な繋がりを構築する．この繋がりが地域コミュ
ニティの草の根形成が起こる前提条件である，連帯誘因が働く土壌を作る．

• このとき，誰もが居心地の良さを感じる場所になっていたり，ときお
り居心地の悪さを感じるような仕掛けがあると（これは専有を防ぐた
めである），より多様な人々が集められる．それにより，多様な人々の
間で連帯誘引が働くようになる．

2. 次ぎに，さまざまな理由で居住地を共にする人々の間で協働を行う必要性
が生じ，これにより地域コミュニティの形成が起こる．このとき人々は，単
に協働の結果得られる利益に動機づけられて参加するのではなく，社会関
係が生み出す連帯誘引にも動機づけられて参加する．連帯誘因が，タダ乗
りが起こりやすい状況での参加行動の拡大を引き起こす．

• このとき，単に連帯誘引が働けばいいのではなく，十分な規模の初期
グループが形成されるとか，自己効力感による補助的な利益が中立的

1サードプレイスがカフェである必要は全くない．というよりはここでは井戸端会議のような
ものを想像した方がよい．
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な態度の人に供給されたりしなければ，地域コミュニティの拡大は起
こらない（起こったとしても途中で崩壊する）．

3. 地域コミュニティが拡大する間も，サードプレイスは維持されることで，人々
は繋がりを作り続けられる．これにより，多少の人口の流出入があったと
しても，サードプレイスで新たな繋がりが逐次作られまた既存の繋がりが
強化されるので，地域コミュニティは維持される．

6.2 地域コミュニティの設計方略
われわれは，地域コミュニティの自発的形成を引き起こすためには，動員トリ

ガー設計のレベル，外部集団設計のレベル，誘因設計のレベル，という三つの視
点からの設計が必要であると考える．

連帯誘因に駆動されて起こる草の根活動形成は，参加の拡大が起こるか起こら
ないかを左右する変数が存在する現象であるので，その変数（つまり参加拡大を
引き起こすトリガー）に働き掛ける設計が可能である．したがって地域コミュニ
ティの草の根形成を引き起こすために，動員のトリガーを設計することは有効で
ある．しかし連帯誘因に駆動された参加拡大は，既存の社会ネットワークを介し
て起こるので，ネットワークに埋め込まれていない社会的に孤立した者達を動員
することはできない．また，連帯誘因に駆動された草の根形成は，そのメカニズ
ムに起因して，活動に貢献する者達の集団と活動に貢献しない者達の集団を作り
出しやすく，地域社会を分断する危険性がある．したがって設計者は加えて，外
部集団の設計と誘因の設計を考える必要がある．
社会的に孤立している者を統合するためには，外部集団を設計したり利用する

ことが有効である．外部集団の設計はまた，分断された地域社会を再統合するた
めにも有用である．たとえばサードプレイスのような参加のためにコストが必要
ない外部集団は，地域の多様な人々を集めることができる．そのためそこは，孤
立した者と既存の集団の間に新たな関係性を作り出す場になる．そして作り出さ
れた関係性は，連帯誘因が働くための基礎となる．加えてサードプレイスのよう
な外部集団には，所属する集団の意見や利害の対立から距離を置いて個人的な立
場で参加できるので，対立する集団の成員同士が交友関係を築く場ともなる．近
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年増加しつつある孤立者を統合するために，また，断片化しがちな地域社会を再
統合するためには，外部集団の設計が必要である．
社会的に孤立している者を統合するために，また，分断された地域社会を再

統合するためには，誘因を設計することもまた有効である．たとえば即時的誘因
（103ページ，5.3.2項で分析した）は効果の持続性が短く変化しやすいため，多様
な社会的特質を持つ人々を集めるために利用できる．サードプレイスのような外
部集団を多様な人々との出会いが起こる場所にしたいと思うなら，他のメンバー
との交流が生み出す居心地の良さのような即時的誘因を設計することが効果的で
ある．一方で，即時的誘因はその他の誘因に比べて効果が弱いため，さまざまな
利害が交錯する地域コミュニティの設計ではあまり役に立たないかもしれない．
このように参加の拡大を引き起こす選択的誘因が持つ，効果の強さ，持続性，効
果を生み出すのに必要なコストや確実性，システムレベルの効果といった性質は，
どのような特性を持った集団が作り出されるかに影響を与える．したがって，ど
のような地域コミュニティを作り出したいかに応じて，慎重に誘因を選択したり
組み合わせなければいけない

6.3 課題
三つの更なる課題がある．
第一に，人口の流動性が動員の拡大や活動の形成にどういった影響を与えるか

を明らかにする必要がある．具体的には，構成員の流出入の効果，ネットワーク
構造の効果（スモールワールド性などの構造の効果と，構造が時間変化すること
の効果）と，配置の効果（中立的態度の者がグループを形成しているかや，彼ら
が高いモチベーションの者と隣接しているかといった点）を検討する必要がある．
配置の効果はあまり注目されない点であるが，周囲から影響を受けやすい中立的
態度の者がどこに居るかは，規範意識が生み出す動員ダイナミクスでは相当に重
要である．
第二に，規範意識ではない連帯誘因が働く場合に，どういった種類の動員プロ

セスや活動形成が起こるのかを検討する必要がある．近年，ある価値観への共感
（たとえば地産地消のようなライフスタイルへの共感）や連帯感（たとえば地域
愛着）のような共感的誘因に訴えかけて動員を試みる地域コミュニティが増えて
いる．連帯誘因はその種類ごとに異なる性質や異なるシステムレベル効果を持つ．
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そのため共感的誘因に訴えかける場合は，異なるダイナミクスが生じることが予
想される．本論文で検討した標準的なメカニズムを基準として比較することで，
そういった新しい試みの意味するところも正確に評価できるはずである．例えば
地域愛着が連帯誘因として働く場合は，同じ居住地に住む者が多く参加する活動
かどうかで誘因が発生する形にすれば検討できるだろう．
第三に，地域コミュニティのような凝集性を高める仕組みと，サードプレイス

のような新たな繋がりを作り出す仕組みが，同時に働く場合の相乗効果を検討す
る必要がある．本論文では問題状況を，集合行為形成の問題と社会統合の問題に
分割して，それぞれを個別に分析した．個々の問題については見通しを得たので，
次は複合的な状況について検討する必要がある．

6.4 おわりに
多くの地域が，次の二つのどちらかに向かっているように思われる．一方の地

域は，閉鎖性を高めもしくは閉鎖性を維持することで地域の一体性や凝集性を維
持しようとしている．多くの農村がこの方向に向かっている．もう一方の地域は，
コミュニティという枠組みを放棄することで開放性や平等性を実現しようとして
いる．多くの都市がこの方向に向かっている．前者では，地域社会の一体性や相
互信頼は維持され，またコミュニティの機能もある程度維持される．しかし閉鎖
的であるため，排外的価値観が醸成されやすく容易に移入できないので衰退のリ
スクが高くなっている．閉鎖性を極限まで高めたコミュニティがどういった物に
なるかは，アメリカにおけるゲーテッドコミュニティが参考になる．後者では，コ
ミュニティが担ってきた機能を全て行政サービスに外部化して，コミュニティと
いう枠組みを半ば捨てることで開放性や平等性を実現する．しかしコミュニティ
が提供してきた相互信頼や情緒的サポートは何によっても補完されないので，些
細なことで対立が発生し紛争が激化する状態に陥っている．
われわれは，二つの方向の中間を目指す必要があると考える．すなわち，外部

に開かれていながらも，一体性を生み出すような組織化への力も働いている，そ
ういった地域を目指さなければならないと考える．それは，外部との境界が存在
し，その上である部分では外部との境界が曖昧になっているコミュニティとも表
現できるだろう．そのような地域への一つの道筋として本論文が提案したのが，
コミュニティ活動のような協働を通して人々の凝集性を高めながら，サードプレ
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イスのような仕組みを通して開放性を保つというものである．与えた描像はいま
だ十分なものとは言い難いが，一つの方向性を示唆することはできたのではない
かと考える．本論文の議論をさらに具体化し，詳細化し，実証的なテストを加え
ることが，新たな地域の形を構想することにつながると信ずる．
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付 録A プログラムコード

3章，4章で提案するモデルのプログラムコードを，次のページに掲載する．
http://www.jaist.ac.jp/ks/labs/hashimoto/yamada/code/
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付 録B 用語集

地域コミュニティ 居住する場所を同じくする人々が，生活を共にする上でのさ
まざまな目的を達成したり共通利益を得るために結成する組織や集団．

地域社会 ある行政区や市町村といった単位に住む全ての人々が形成する集団．

公共財 利用を排除することが困難であるか高コストであるという非排除性と，
消費することで減少しにくいという非競合性という，二つの性質を持つ財．

タダ乗り 財を産出する活動へ貢献せず利益だけ得る行動．

選択的誘因 活動へ貢献したかどうかを条件として与えられる益や罰．例えば，
取り纏め役が活動へ貢献した者へ特別の褒賞を贈ることや，参加者が非参加者を
公然と非難することが選択的誘因となる．

活動の草の根形成 活動自体が何かしらの選択的誘因を生み出しそれにより起こ
る活動の拡大．

ボトムアップ形成 活動参加への選択的誘因が，業務命令のような形で組織内で
上意下達で与えられて活動が形成することをトップダウン形成と言う．それに対
してボトムアップ形成とは，活動参加への選択的誘因が上意下達ではない形で与
えられて活動が形成することを言う. すべての草の根形成はボトムアップ形成で
ある．しかし，すべてのボトムアップ形成が草の根形成というわけではない．

設計 システムをある状態に変化させたりシステムが持つある機能を発揮させる
ことを目的に，システムの変更可能な要素（変数）や入出力の関係（関数）を操
作すること．
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設計方略 設計をする際に，変数や関数を操作する方針．

動員 共通の目的を達成するためにまた集団の利益を守るために，個々の集団メ
ンバーが自分の資源を供出し集め用いる過程のこと．

連帯誘因 人々が集団を形成することに由来して生じる様々な誘因．

誘因 特定の行動を誘発したり（正の誘因）抑制したりする（負の誘因）様々な
刺激．

バンドワゴン効果 多数が同じ選択を選んでいるという事実が後続への何かしら
の誘因を生み出す効果．

規範意識 所属する集団の支配的な価値判断や行動様式についての認識．人々は，
集団からの逸脱を怖れて（それにより周囲からの支持を失ったり罰せられること
を恐れて），規範意識に基づいた自発的同調行動を行うことが知られている．

自己効力感 自己効力感とは，ある状況において結果を出すために必要な行動を
自分がうまくできるかどうかについての予期．

サードプレイス サードプレイスとは，個人の視点から見たとき家庭でも学校・
職場でもない居心地の良い場所であり，集団の視点から見たとき誰もが集える交
流の場所であること，この二つの条件を満たす場所．
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